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令和 7年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための 

連携等の方策を推進するための研究 

総括研究報告書 

 

研究代表者 竹田 康二  国立精神・神経医療研究センター病院 

 

研究要旨： 

本研究班は、医療観察法入院・通院処遇における課題解決に向けた研究を実施し、今後の改善に向

けた方策を提案すること、各研究結果等を基に医療観察法ガイドライン改定等にかかる基礎資料を作

成することを目的とする。さらに入院・通院処遇を一貫してモニタリング可能な体制構築に向けた提

言、医療観察法医療の系統的教育・研修体制の開発も目指す。 

本報告書は 3か年計画の初年度に関して報告する。 

1) 医療観察法モニタリングシステムの一元化に向けた検討とガイドライン改定に向けた基礎資料の

作成 

多職種チームにより現行の通院・入院処遇ガイドラインの精査を行い、古い法令等に基づく記載、

実臨床と乖離しており修正が望ましい記載を整理した。Minds形式に基づいた医療観察法臨床ガイド

ライン作成のための統括委員会を立ち上げた。医療観察法災害ガイドラインを基に、実際の災害を想

定した事例による机上研修を実施した。医療観察法、一般精神医学、法学、倫理、データベース等の

専門家により構成された医療観察法モニタリングシステムの一元化に関する検討会を開催した。 

2) 指定入院医療機関の機能改善とクリティカルパスに関する研究 

 指定入院医療機関 3施設に機能改善に向けたコンサルティングを試行している。医療観察法対象者

の処遇終了基準に関する検討会を開催した。指定入院医療機関の 3名の医師が処遇終了類型に関する

意見を提示し、参加した 66 名のうち、発言した 7 名の意見を 4 つの論点に整理した。クリティカル

パス研修会を 2回開催し、参加者数はそれぞれ 26施設 61名、31施設 131名であった。 

3) 医療観察法病棟看護師の機能・役割に関する実態調査と看護教育モデルの実践及び効果検証 

 全国 33 の指定入院医療機関の承諾を得て、医療観察法病棟の看護業務の実態把握に関する施設別

調査および看護師個別調査を実施した。令和 8年 2月時点で施設別調査 32施設 33 病棟、看護師個別

調査 363名から回答を得た。外出外泊業務と隔離実施延べ日数との関連など、看護実践とアウトカム

との関連が認められたが、関連の程度は限定的であった。医療観察法病棟勤務年数は司法精神看護実

践能力得点と関連していた。さらに司法精神看護実践能力は病棟組織風土とも関連していた。 

4) 指定通院医療機関の量的実態調査と通院処遇における多機関連携モデルの提言 

 指定通院医療機関の業務量調査では、22機関 42名から回答が得られ、事例数は後ろ向き 57例、前

向き 18例であった。後ろ向き調査では、通院打診から開始まで平均約 14か月を要し、業務量のピー

クは処遇開始の 3～4 か月前に集中していた。法務省保護局および保護観察所、指定通院医療機関、

地域関係機関の協力のもと、全国から 2か所の地域処遇多職種チームを対象として、医療観察法にお
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ける通院処遇の支援過程および処遇結果に着目したインタビュー調査を実施した。 

5) 医療観察法医療の効果検証と系統的教育・研修モデルの構築 

医療観察法研修動画に関するアンケート調査を実施した。指定入院医療機関に対する調査では、研

修動画について自己研鑽での視聴を推奨・アナウンスした施設は 86%に上り、新入職員に対する研修

で使用した施設は 38％、継続勤務者に対する研修で使用した施設は 29%であった。薬物療法（ADHD治

療薬、クロザピン）の実態調査と効果検証、作業療法の実態調査、対象行為に関する原因帰属研究も

実施を進めている。 

研究分担者（順不同、敬称略） 

 壁屋康洋 国立病院機構榊原病院  

松浦佳代 国立看護大学校  

三品竜浩 岩手県立大学 

賀古勇輝  北海道大学病院附属司法精

神医療センター  

 

研究協力者（順不同、敬称略）  

村杉謙次 国立病院機構小諸高原病院  

久保彩子 国立病院機構琉球病院  

荒川育子 東京都立松沢病院  

茨木丈博 東京科学大学  

高尾  碧  島根県立こころの医療セン

ター 

山元直道  国立精神・神経医療研究セ

ンター病院  

静川憲一  北海道大学病院附属司法精

神医療センター  

本間稔宏  福島県立ふくしま医療セン

ターこころの杜  

 

Ａ．研究目的  

 医療観察法が施行され、20 年が経過した。

重大な再他害行為率が低水準で推移して

いること 1)、大半の通院処遇対象者が原則

3 年の通院処遇期間を延長することなく、

処遇を終了していること 2)などは、医療観

察法制度が示せた結果として一定の評価

ができる。さらに平成 29 年に開始された

重度精神疾患標準的治療法確立事業（以下、

医療観察法データベース事業）により、全

国の指定入院医療機関における医療のモ

ニタリング体制と、それにより収集された

情報によるデータベースが構築された。デ

ータベースに基づいた全国の指定入院医

療機関への医療情報のフィードバックや、

国立精神・神経医療研究センターが実施す

る研究二次利活用事業は、医療観察法入院

医療の般化、均てん化、研究を促進してい

る。 

 しかしながら、残された課題もある。医

療観察法入院処遇に関しては、平均在院日

数が入院処遇ガイドラインの標準的治療

期間を上回る水準で推移していること、行

動制限経験率が経年的に上昇しているこ

となどがあげられる 1)。指定入院医療機関

間における平均在院日数、処遇終了率の違

いも大きい（0～38.7%）3)。また医療観察法

医療は統合失調症モデルで構築されてお

り、知的障害、発達障害等の重複障害を有

する対象者や、長期入院・行動制限経験群

などの複雑事例に対する治療法は十分に

確立されていない。また医療観察法医療で

実施されている薬物療法や心理社会的治

療に関する効果検証も十分ではない。  

通院処遇に関しては、入院医療と異なり、
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公的なモニタリングシステムが構築され

ていないことから医療実態が十分に明ら

かとなっていない。指定通院医療機関の約

半数が通院処遇対象者の対応に困難さを

感じている 4)。また複雑事例などの地域処

遇への移行が困難な症例においては、処遇

中、そして処遇終了後も地域支援者による

手厚い支援が重要であると推測されるが、

多機関連携やケアマネジメントに関する

具体的取り組みは不明な点が多い。  

本研究はこれらの入院・通院処遇におけ

る課題解決に向けた研究を実施し、今後の

改善に向けた方策を提案すること、各研究

結果等を基に医療観察法ガイドライン改

定等にかかる基礎資料を作成することを

目的とする。さらに入院・通院処遇を一貫

してモニタリング可能な体制構築に向け

た提言や、医療観察法医療の系統的教育・

研修体制の開発も目指している。  

本研究班では上記の目的を達成するた

めに 5 つの分担班を構成した。  

 

1) 医療観察法モニタリングシステムの一

元化に向けた検討とガイドライン改定に

向けた基礎資料の作成（研究 1、2）  

医療観察法医療では、医療観察法や各種

関連法規に加えて、厚生労働省、法務省が

作成した地域処遇ガイドライン、指定入院

医療機関運営ガイドライン、入院処遇ガイ

ドライン、指定通院医療機関運営ガイドラ

イン、通院処遇ガイドライン、医療観察法

災害ガイドライン（以下、各種公的ガイド

ライン）が定められており、関連法規や各

種公的ガイドラインに基づいた医療の実

施が求められている。 

各種公的ガイドラインはこれまで大幅

な改定なく経過したが、医療観察法施行 20

年が経過した今、医療観察法医療の均てん

化、般化、さらなる改善のためには、医療

観察法医療の現況や、最新の国内外の司

法・一般精神保健福祉領域における知見等

が適切に反映される形でのガイドライン

の改定と、ガイドラインに基づく医療の啓

蒙が望まれる。そこで本分担研究班は、各

種公的ガイドライン改定のための基礎資

料作成を目的としている（研究 1）。 

また 2017 年より医療観察法データベー

ス事業が開始されており、入院処遇に関し

ては公的モニタリングシステムとデータ

ベースが構築されている。一方で、通院医

療に関しては公的なモニタリングシステ

ムは構築されておらず、大きな課題である。

また入院・通院処遇が一元化されたデータ

ベースの構築が、医療観察法の真のアウト

カムの評価のためには不可欠である。本分

担研究班は、入院・通院処遇を一元化して

モニタリング可能なシステムを提言する

ことも目的としている（研究 2）。 

2）指定入院医療機関の機能改善とクリテ

ィカルパスに関する研究（研究 3、4）  

平均在院日数の短縮につながる要因と

して、多様な専門医療に取り組む治療文化

や組織運営、上司の支援があることが、処

遇終了率に影響する要因として医療観察

法医療と処遇終了に対する考え方、職場の

対人関係が推測されている 3)。指定入院医

療機関のコンサルティングを試み、指定入

院医療機関の機能改善の手法を探る。また

処遇終了率は 0%～38.7%に分布し 3)、施設

によって処遇終了率に差が大きい。処遇終

了の判断基準について多施設で検討する

ことを通じ、指定入院医療機関の機能改善

と均てん化につなげる（研究 3）。 

医療観察法クリティカルパス 5)は、統合

失調症圏を想定した共通クリティカルパ

スと、主診断もしくは副診断としての他の

疾患を想定した疾患別コ・パスからなる。

医療観察法クリティカルパスの普及と効
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果検証を行う(研究 4)。  

3) 医療観察法病棟看護師の機能・役割に

関する実態調査と看護教育モデルの実践

及び効果検証（研究 5）  

医療観察法病棟で最も人員が多い職種

である看護師の機能や役割の評価および

効果に関する全施設病棟看護師を対象と

した大規模調査はこれまで行われていな

い。本研究の目的は、医療観察法病棟にお

ける看護実践とアウトカムとの関連、司法

精神看護実践能力と看護実践との関連、司

法精神看護実践能力と病棟組織風土との

関連についての探索的検討を通じた医療

観察法病棟看護師の機能や役割の明確化

である。 

4) 指定通院医療機関の量的実態調査と通

院処遇における多機関連携モデルの提言

（研究 6、7）  

指定通院医療機関の約半数が通院処遇

対象者の対応に困難さを感じているが 4)、

その量的負担の実態は明らかでない。さら

に通院処遇中のみだけでなく、通院処遇開

始前の準備に関わる業務の労力について

も一定程度を要する 6)。医療観察法通院処

遇における量的実態調査を行う（研究 6）。 

通院処遇期における支援判断や処遇終

了判断がいかなるプロセスを経て形成さ

れるのか、対象者の意思や価値観が支援判

断にどのように位置付けられているのか、

支援者間の共通理解や役割調整がいかに

構築されているのかについては、なお体系

的な検討の余地がある。医療観察法におけ

る通院処遇を対象として、支援判断及び処

遇終了判断の形成過程について、ケアマネ

ジメント及び地域マネジメントの観点か

ら検討し多機関連携モデルの提言を行う

（研究 7）。 

5) 医療観察法医療の効果検証と系統的教

育・研修モデルの構築（研究 8、9）  

 

本研究は、医療観察法医療の質を向上さ

せるために、医療従事者に対する系統的な

教育・研修モデルを構築することを目的と

している。医療観察法支援者研修動画ライ

ブラリーや研修モデル 7)の活用状況を調査

し、研修動画の内容をさらに充実させると

ともに、医療観察法医療を担う職種毎にも

研修モデルを作成する（研究 8）。 

また、教育・研修モデル構築のための基

礎情報収集を目的として、医療観察法で実

施されている薬物療法や心理社会療法の

実態調査や効果検証も行う（研究 9）。 

 

Ｂ．研究方法  

1) 医療観察法モニタリングシステムの一

元化に向けた検討とガイドライン改定に

向けた基礎資料の作成  

ガイドラインの改定に向けた基礎資料

の作成（研究 1）については、通院処遇ガ

イドライン、入院処遇ガイドラインは、

医師、看護師、公認心理師、作業療法

士、精神保健福祉士による多職種チーム

を編成し、現行のガイドライン精査と、

各分担研究班の研究結果も踏まえた改定

案の作成を目指す。医療観察法災害ガイ

ドラインは他の各種公的ガイドラインと

異なり、比較的新しい時期（平成 30 年）

に策定されている。しかし、これまで医

療観察法災害ガイドラインを用いた実際

の災害を想定した事例に基づく訓練は実

施されていない。ガイドラインの精査に

加え、実際の災害を想定した机上訓練を

実施することで課題を確認し、改定案の

作成を目指す。各種公的ガイドラインに

は安定性も求められることから、最新の

知見に合わせて頻回に更新していくこと

は現実的ではない。そのため、各種公的

ガイドラインとは別に、クリニカルクエ
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ッション形式の医療観察法臨床ガイドラ

インを作成し、各種公的ガイドライン

に、参照資料として記載されることを目

指す。 

医療観察法モニタリングシステムの一

元化に関して（研究 2）、有識者による検討

会を設置する。有識者の構成は、医療観察

法、一般精神医学、法学、倫理、データベ

ースなどの分野の専門家によって構成し

た。 

2）指定入院医療機関の機能改善とクリテ

ィカルパスに関する研究  

機能改善研究については（研究 3）、3

施設を対象として、施設調査、個人調

査、施設アセスメントの作成、コンサル

テーションと、それらに基づいた取り組

みの実践を進めている。処遇終了基準に

ついては、公開の検討会で議論する。  

クリティカルパスに関する研究（研究

4）に関しては、令和 7 年度は、医療観察

法クリティカルパス研修（以下、クリテ

ィカルパス研修）を開催した。また医療

観察法 MDT 研修（以下、 MDT 研修）内で

も、医療観察法クリティカルパスに関る

講義とグループワークのセッションを設

定した。さらに、クリティカルパス研修

ならびに MDT 研修の参加者全員に医療観

察法クリティカルパスを配布した。 

3) 医療観察法病棟看護師の機能・役割に

関する実態調査と看護教育モデルの実践

及び効果検証  

令和 7 年度は、全国 33 の指定入院医療

機関の承諾を得て、医療観察法病棟の看護

業務の実態把握に関する施設別調査およ

び看護師個別調査を実施した。施設別調査

では、医療観察法病棟の体制・運用、医療

観察法病棟看護師の勤務状況等を調査し

た。看護師個別調査では、属性、看護実践、

司法精神看護実践に関する自信の程度（日

本語版司法精神看護実践能力測定尺度）、

現在勤務する医療観察法病棟の雰囲気（組

織風土測定尺度）を調査した。  

4) 指定通院医療機関の量的実態調査と通

院処遇における多機関連携モデルの提言  

量的実態調査については（研究 6）、令和

7 年度は通院処遇開始時点を起点として、

後ろ向きおよび前向きに業務量を調査し

た。後ろ向き調査では、過去に行われた通

院処遇開始前の準備に関わる業務量を調

査した。前向き調査では、調査開始時点で、

まだ通院処遇が開始されておらず受け入

れ準備に関わる業務を行っている医療観

察法通院対象者がいる指定通院医療機関

の担当者が、令和 7 年 10 月から 11 月に行

った当該業務量を調査した。  

多機関連携モデルの提言に関しては

（研究 7）、令和 7 年度は、法務省保護局

および保護観察所、指定通院医療機関、

地域関係機関の協力のもと、全国から 2

か所の地域処遇多職種チームを対象とし

て、医療観察法における通院処遇の支援

過程および処遇結果に着目したインタビ

ュー調査を実施した。 

5) 医療観察法医療の効果検証と系統的教

育・研修モデルの構築  

系統的教育・研修モデルの構築（研究

8）に関しては、令和 7 年度は、全国の指

定入院・通院医療機関、相談支援事業

所、就労支援事業所、グループホームの

代表者と指定入院医療機関の医療従事者

に対してアンケート調査を実施し、研修

動画や研修モデルの活用状況を調査し、

その結果も踏まえて研修動画を追加する

作業を開始した。 

薬物療法や心理社会療法の実態調査と

効果検証に関しては（研究 9）、令和 7 年

度は、ADHD の診断や ADHD 治療薬の処方状

況を調査する横断研究（以下、 ADHD 研
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究）を実施した。 

 

（倫理面への配慮）  

本研究は、人を対象とする生命科学・

医学系研究に関する倫理指針に則って実

施する。各研究の実施に当たっては、適

宜、研究代表者、研究分担者等が所属す

る機関に設置された倫理委員会の承認を

得て実施する。 

 

Ｃ．研究結果  

1) 医療観察法モニタリングシステムの一

元化に向けた検討とガイドライン改定に

向けた基礎資料の作成  

多職種チームにより、入院・通院処遇ガ

イドラインの修正素案の作成に着手した。

災害ガイドラインを用いて、島根県立ここ

ろの医療センター医療観察法病棟を中心

として、大規模地震発生を想定した避難・

転院訓練を実施した。Minds3)形式に基づい

た医療観察法臨床ガイドライン作成のた

めの統括委員会を立ち上げ、診療ガイドラ

イン作成グループメンバーを決定した（研

究 1）。 

令和 7 年 10 月、本分担研究班と有識者

による第一回医療観察法モニタリングシ

ステムの一元化に関する検討会を開催し、

研究班が提示した検討課題に関して有識

者による意見を求めた（研究 2）。 

2）指定入院医療機関の機能改善とクリテ

ィカルパスに関する研究  

機能改善研究に関しては（研究 3）、指

定入院医療機関 3 施設にコンサルティン

グを試行中であり、従事者アンケートに

て評価、各施設のアセスメントを共有し

て施設ごとの課題への対策を進めた令和 7

年 9 月、処遇終了基準に関する検討会を

公開で実施した。処遇終了事例を 8 類型

に分け提示し、指定入院医療機関の病棟

医長経験のある 3 名の医師が各類型への

意見を提示、フロアとのディスカッショ

ンを進めた。検討会に参加した 66 名のう

ち、発言した 7 名の意見を 4 つの論点に

整理した。 

クリティカルパス研修会には 26 施設 61

名参加し、研修の満足度は 7 件法で平均

4.8 点と高かった。MDT 研修（31 施設 131

名が参加）内でも、医療観察法クリティ

カルパスに関る講義とグループワークを

実施した（研究 4）。 

3) 医療観察法病棟看護師の機能・役割に

関する実態調査と看護教育モデルの実践

及び効果検証  

調査方法は Web 質問紙調査とし、令和 8

年 2 月 9 日時点で施設別調査 32 施設 33 病

棟、看護師個別調査 363 名から回答を得た。 

解析の結果、外出外泊業務と隔離実施延べ

日数との関連など、看護実践とアウトカム

との関連が認められたが、その関連の程度

は限定的であった。また、医療観察法病棟

勤務年数は司法精神看護実践能力得点と

関連しており、専門性の形成には医療観察

法医療特有の実践経験が関与している可

能性が示唆された。さらに、司法精神看護

実践能力は病棟組織風土と関連しており、

専門性の形成が個人要因のみならず病棟

組織風土とも関連することが示された。  

4) 指定通院医療機関の量的実態調査と通

院処遇における多機関連携モデルの提言  

 指定通院医療機関の業務量調査では、22

機関 42 名から回答が得られ、事例数は後

ろ向き 57 例、前向き 18 例であった。後ろ

向き調査では、通院打診から開始まで平均

約 14 か月を要し、業務量のピークは処遇

開始の 3～4 か月前に集中していた（研究

6）。 

法務省保護局および保護観察所、指定通

院医療機関、地域関係機関の協力のもと、
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全国から 2 か所の地域処遇多職種チームを

対象として、医療観察法における通院処遇

の支援過程および処遇結果に着目したイ

ンタビュー調査を実施した（研究 7）。 

5) 医療観察法医療の効果検証と系統的教

育・研修モデルの構築  

アンケート調査は合わせて 1,706 施設に

依頼し、254 施設からの回答が得られ、指

定入院医療機関の医療従事者 248 名からの

回答が得られた。指定入院医療機関の調査

では、研修動画について自己研鑽での視聴

を推奨・アナウンスした施設は 86%に上り、

新入職員に対する研修で使用した施設は

38％、継続勤務者に対する研修で使用した

施設は 29%であった（研究 8）。 

ADHD 研究の中間解析では、全国 17 施設

（48.6%）、総入院者数 371 名を解析対象

とした。ADHD の診断を受けている患者は

13 名（3.5%）であった。 ADHD 治療薬の処

方を受けている入院者は 15 名（4.0%）で

あった。ADHD 診断者に対する治療薬処方

率は 61.5%であり、約 4 割の診断例が未治

療であった。クロザピンの有効性を検証

するためのミラーイメージ研究、触法行

為の原因帰属と精神症状との関連を調査

する横断研究、入院処遇における作業療

法（以下、OT）の実態調査を令和 8 年度

のデータ収集に向けて計画立案した（研

究 9）。 

 

Ｄ．考察  

本研究班は初年度であり、各研究分担班

の研究は着手したところであり、考察でき

る内容は限られているが、概ね計画通りに

進行している。 

ガイドラインの改定のための基礎資料

の作成については（研究 1）、当初は既存の

各種公的ガイドラインの改定のみを目指

していたが、国内外の最新の知見を定期的

にアップデートしていくことを考えた際

に、研究者主導で更新が可能な臨床ガイド

ラインを作成することが、適切であると考

えられ、国立精神・神経医療研究センター

を発行元として予定する医療観察法臨床

ガイドラインの作成に着手した。災害に対

する備えは急務であり、災害ガイドライン

の改定案は令和 8 年度中の作成を目指す。 

医療観察法モニタリングシステムの一

元化に関しては、令和 7 年度の検討会にお

ける議論を基に、医療観察法データベース

事業事務局や令和 7 年度より精神・神経疾

患研究開発費にて実施している「通院処遇

モニタリングシステム構築」研究班とも連

携し、一元化に関する具体案を作成し、令

和 8 年度の有識者による検討会にて提示し、

議論をする方針である（研究 2）。 

処遇終了基準に関する検討について

は、令和 8 年度以降、法曹関係者など医

療以外の専門家も含めた検討会の開催を

検討している（研究 3）。クリティカルパ

スに関する研究については今後、効果検

証研究を予定している。クリティカルパ

スを試行した対象者・MDT の対象者向けに

は共同意思決定度と治療同盟尺度の内容

に即したアンケート調査を、 MDT 向けには

医療観察法クリティカルパスの使用感に

関するアンケート調査を実施予定である

（研究 4）。 

医療観察法病棟看護師の機能・役割に関

する実態調査の結果からは、医療観察法病

棟看護師の機能は、治療と対象者の生活を

繋ぐ機能、病棟内の安全管理機能、対象者

の安全と地域生活移行を支える機能、対象

者が自らの生活を主体的に営む力を支え

る機能から構成されると推測された。今後、

看護業務マニュアル調査も行い、系統的司

法精神看護教育モデルの構築を進めると

ともに、訪問看護師でも評価可能な、医療
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観察法に基づく司法精神看護実践能力自

己評価尺度項目の開発も進める（研究 5）。 

指定通院医療機関の量的実態調査では、

通院処遇開始前の業務時間と従事人数に

は強い正の相関が認められ、業務負担が大

きい事例ほど多くの人員を必要としてい

た。また、業務時間の分布は二極化してお

り、特に対象者の複雑性が高い事例では著

しく多くの時間を要していた。令和 8 年度

は、一般精神医療と比較可能な形で、指定

通院医療機関へのプロセス調査を実施し、

医療観察法におけるケアマネジメントの

量的実態をさらに明らかとしていく（研究

6）。 

多機関連携モデルに関する研究につい

ては、引き続き、最大 6 ケースを対象とし

た調査を行い、逐語録の確認後に TEM、SCAT

等を用いた質的分析を実施し、通院処遇に

おけるケアマネジメント及び地域マネジ

メントの構造を明確化するとともに、再他

害防止及び地域生活定着に資する支援モ

デルの整理を行う予定である（研究 7）。 

系統的教育・研修モデルの構築に関して

は（研究 8）、指定入院医療機関では、研修

動画ライブラリーや研修モデルについて

ある程度認知されており、研修などでも活

用されている一方、指定通院医療機関や地

域の支援機関では、研修動画ライブラリー

や研修モデルについて十分認知されてお

らず、周知を強化する必要性があることが

明らかとなった。アンケート調査結果を踏

まえて、研修動画を追加・改訂していく。 

医療観察法医療の効果検証研究につい

ては（研究 9）、ADHD 研究の中間解析では医

療観察法入院患者における ADHD 診断率は

3.5%、ADHD 治療薬処方率は 4.0%であり、こ

の診断率は海外の司法精神医療病棟にお

ける報告(約 15%)と比較して低く、過小診

断の可能性が示唆された。また、ADHD 診断

例の約 4 割が未治療である実態も明らかと

なった。令和 8 年度は、クロザピンの効果

検証、OT の実態調査、対象行為に関する原

因帰属研究を開始する。  

 

Ｅ．結論  

 医療観察法に関する入院・通院処遇にお

ける複数の課題に関して、多職種、多機関

が連携し研究を開始した。各種公的ガイド

ラインの改定、入院・通院処遇を一貫した

モニタリングシステムの構築、系統的教

育・研修体制の構築、そしてその結果とし

て対象者の社会復帰が促進されるよう引

き続き、研究を進めていく。  

 

Ｆ．健康危険情報  

 なし 

 

Ｇ．研究発表  

1．論文発表   

1) 久保彩子:司法精神医学への招待：精神

医学と法律の接点 (Vol.7)医療観察法

医療の現状と課題 : 通院処遇. 医学

のあゆみ, 2025; 293(11): 1105-1109 

2) Shizukawa K, Thanetnit C, 

Dendumrongkul P, Lee W, Ohki E: 

Forensic psychiatric systems for 

mentally disordered offenders in 

East Asia: A comparative narrative 

review of Japan, South Korea, and 

Thailand. Asian J Psychiatr, 2026; 

116: 104843 

 

2．学会発表  

1) 竹田康二： 医療観察制度のあゆみとこ

れから～20 年の軌跡を振り返る . 日本

更 生 保 護 学 会 第 14 回 大 会 , 東 京 , 

2025.12.6 

2) 壁屋康洋，久保彩子，前上里泰史，諸見
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秀太ら：指定入院医療機関の医療や処

遇の均てん化に関する研究（4）～処遇

終了事例の比較. 第 21回日本司法精神

医学会大会, 岡山, 2025.9.27. 

3) 壁屋康洋，久保彩子，前上里泰史，諸見

秀太ら：指定入院医療機関の医療や処

遇の均てん化に関する研究（5）～医療

観察法指定入院医療機関の平均在院日

数・処遇終了率につながる要因．第 79

回 国 立 病 院 総 合 医 学 会 ， 金 沢 ，

2025.11.8. 

4) 久保彩子: 医療観察法通院処遇の実態

把握と課題解決の検討 . 第 21 回日本

司法精神医学会大会 ,岡山, 2025.9.26 

5) 賀古勇輝：医療観察法の人材育成と治

療効果検証に関する研究グループより，

第 20 回医療観察法関連職種研修会，長

崎，2025.7.4 

6) 賀古勇輝，直江亮，國田幸治，駿河勇

太，曳田憲昭，本間龍介，高張陽子，杉

山正記，榊原則寛，作間真一，生田真

弥，中村郁哉，芳賀司，工藤美紀，藤井

絵理奈，佐々木勇人，苫米地淳子，高信

径介，三井信幸：クロザピンと ADHD 治

療薬の併用が奏効した ADHD、ASD を併

存した治療抵抗性統合失調症の 2 症例，

第 19 回日本統合失調症学会，大阪，

2025.4.26 

7) 賀古勇輝，高信径介，木村憲一，榊原則

寛：クロザピンと他の向精神薬との併

用療法についての検討．第 20 回医療観

察法関連職種研修会，長崎， 2025.7.5 

8) 賀古勇輝：対談１「治療抵抗性統合失

調症の治療」を深く考える〜精密な診

断・評価と治療の洗練〜，第 21 回日本

司法精神医学会大会，岡山，2025.9.26 

9) 賀古勇輝：教育講演 1 触法精神障害

者の未来を「ともにつくる」～総力戦

でリカバリーを追及する～，日本精神

障害者リハビリテーション学会第 32

回札幌大会，札幌，2025.10.25（口演） 

10) Kimura K, Thanetnint C, Lee W, Ohki 

E: Case Conference: Approaches to 

Treatment-Resistant Schizophrenia 

in Patients Who Have Committed 

Criminal Acts. PRCP and WACP 2025 

Joint Congress, Tokyo, 2025.9.26. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得  

なし 

 

2. 実用新案登録  

なし 

 

3. その他 

なし 

 

参考文献  

1) 医療観察法統計資料  2020 年版. 重

度精神疾患標準的治療法確立事業運営

委員会 

https://www.ncnp.go.jp/common/cms    

/docs/toukeishiryou20221226.pdf 

2) 通院処遇統計レポート（ 2020 年版） . 

国立精神・神経医療研究センター病院

司法精神診療部, 国立精神・神経医療

研究センター  精神保健研究所地域精

神保健・法制度研究部  

https://www.ncnp.go.jp/common/cms 

/docs/tsuinshogu_toukei.pdf 

3) 壁屋康洋，久保彩子，前上里泰史，諸

見秀太ら：指定入院医療機関の医療や

処遇の均てん化に関する研究．厚生労

働科学研究費補助金障害者政策総合研

究事業(精神障害分野）医療観察法に

おける退院後支援に資する研究（研究

代表者：平林直次），令和 5 年度～令
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和 6 年度 総合研究報告書，2025 

4) 大鶴卓: 通院医療の実態を把握するた

めの体制構築に関する研究 . 厚生労働

科学研究費補助金（障害者政策総合研

究事業（精神障害分野））医療観察法の

制度対象者の治療・支援体制の整備の

ための研究 (研究代表者  平林直次). 

平成 30 年度～令和  2 年度 総合研究

報告, 2021. 

5) 村杉謙次: 入院対象者の類型化に基づ

くクリティカルパスの開発と退院促進 . 

厚生労働科学研究費補助金障害者政策

総合研究事業(精神障害分野）医療観察

法における退院後支援に資する研究

（研究代表者：平林直次），令和 5 年度

～令和 6 年度 総合研究報告書，2025 

6) 久保彩子：通院処遇の実態把握課題に

関する調査とその解決策の検討 . 令和

6 年度厚生労働科学研究費補助金（障

害者政策総合研究事業 (精神障害分野 )）

医療観察法における退院後支援に資す

る 研 究  分 担 研 究 報 告 書 , 24-44, 

2025 

7) 賀古勇輝: 医療観察法に必要な人材育

成に関する研究. 厚生労働科学研究費

補助金障害者政策総合研究事業 (精神

障害分野）医療観察法における退院後

支援に資する研究（研究代表者：平林

直次），令和 5 年度～令和 6 年度 総合

研究報告書，2025 
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令和 7年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための 

連携等の方策を推進するための研究 

分担研究報告書 

 

医療観察法モニタリングシステムの一元化に向けた検討と 

ガイドライン改定に向けた基礎資料の作成 

 

研究分担者 竹田 康二  国立精神・神経医療研究センター病院 

 

研究要旨： 

本分担研究班は、入院・通院を一元化してモニタリング可能なシステムを構築すること、医療観察

法各種ガイドラインの改定に向けた基礎資料の作成を目的としている。 

医療観察法各種ガイドラインの改定に向けた基礎資料の作成に関しては、（1）医師、看護師、公認

心理師、作業療法士、精神保健福祉士による多職種チームを編成し、現行の入院処遇ガイドライン、

通院処遇ガイドラインの精査と改定案の作成に着手した。作成方針として、古い法令に基づく記載・

実臨床と乖離した記載のアップデート、臨床ガイドラインの作成に伴う内容上の役割分担、参照関係

の整理、構成の見直し・可読性の向上を立てた。今後、他の分担研究班の研究結果も踏まえて、改定

案の作成を進めていく。（2）クリニカルクエッション形式の医療観察法臨床ガイドライン作成に着手

した。臨床ガイドラインは医療観察法各種ガイドラインに、参照資料として引用される形式で、活用

されることを目指す。令和 7 年 10 月、Minds 形式に基づいた医療観察法臨床ガイドライン作成のた

めの統括委員会を立ち上げ、委員会の指名に基づき、令和 8年 2月、診療ガイドライン作成グループ

メンバーを決定した。（3）医療観察法災害ガイドラインは平成 30 年のガイドライン作成後、これま

で実際の災害を想定した検証が実施されたことがなかった。また災害派遣精神医療チームや広域災

害・救急医療情報システムの改定に合わせたガイドラインの修正も必要である。令和 8年 1月、島根

県立こころの医療センター医療観察法病棟を中心とした机上訓練を実施し、現行ガイドラインの課題

を検討した。今後、ガイドラインの精査や机上訓練により得られた課題を基に改定案を作成する。 

医療観察法モニタリングシステムの一元化に関しては、医療観察法、一般精神医学、倫理、法学、

データベース等の専門家により構成された有識者による検討会を立ち上げ、令和 7 年 10 月に第 1 回

の検討会を開催した。検討会では一元化に向けた倫理的、技術的課題や参加施設の負担感、動機付け

などについて有識者より意見が出た。重度精神疾患標準的治療法確立事業（医療観察法データベース

事業）事務局や、令和 7年度より精神・神経疾患研究開発費にて実施している「通院処遇モニタリン

グシステム構築」研究班とも連携し、令和 7年度の検討会における議論を基に、本分担研究班にて、

入院・通院を一元化してモニタリング可能なシステムの具体案を作成し、令和 8年度の有識者による

検討会にて提示し、議論を進めていく方針である。 
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研究協力者（順不同、敬称略） 

 茨木丈博  東京科学大学保健管理セン

ター 

高尾  碧  島根県立こころの医療セン

ター 

 前田佑樹  国立精神・神経医療研究セ

ンター 

新田斉久 同上  

島田明裕 同上  

朝波千尋 同上 

小砂哲太郎 同上 

瓶田貴和 同上 

宮崎真理子 同上 

鈴木敬生 同上 

平位和寛 国立病院機構福岡病院  

藤江直輝 大阪精神医療センター  

小坂靖和 岡山県精神科医療センター  

牧野秀鏡 同上 

郡司 聡 群馬県立精神医療センター  

石田正人 神奈川県立こども病院  

辛島昌秀  茨城県立こころの医療セン

ター 

岡庭隆門  静岡県立こころの医療セン

ター 

知花浩也 琉球こころのクリニック  

 

Ａ．研究目的  

1. ガイドライン改定に向けた基礎資料の

作成  

医療観察法医療では、医療観察法や各種

関連法規に加えて、厚生労働省、法務省が

作成した地域処遇ガイドライン、指定入院

医療機関運営ガイドライン、入院処遇ガイ

ドライン、指定通院医療機関運営ガイドラ

イン、通院処遇ガイドライン、医療観察法

災害ガイドライン（以下、各種公的ガイド

ライン）が定められており、関連法規や各

種公的ガイドラインに基づいた医療の実

施が求められている。 

医療観察法施行後 20 年間、各種公的ガ

イドラインは大きな改定なく経過した（医

療観察法災害ガイドラインは平成 30 年策

定）。臨床的な感覚としては、各種公的ガイ

ドラインの存在を知っている医療観察法

病棟スタッフは多くはなく、またガイドラ

インを詳しく学んだことのあるスタッフ

はもっと少ないのが実態であると推測さ

れる。 

医療観察法医療の均てん化、般化、さら

なる改善のためには、医療観察法医療の現

況や、最新の国内外の司法・一般精神保健

福祉領域における知見等が適切に反映さ

れる形でのガイドラインの改定と、ガイド

ラインに基づく医療の啓蒙が望まれる。  

そこで本分担研究班は、各種公的ガイド

ライン改定のための基礎資料作成を目的

とする。 

2. 医療観察法モニタリングシステムの一

元化  

「心神喪失等の状態で重大な他害行為

を行った者の医療及び観察等に関する法

律（以下、医療観察法）」が施行され、20 年

が経過した。司法統計によると、この間に

医療観察法による処遇の対象となった者

は、累計で 5,000 人を超えると推計される

1)。 

医療観察法は、多額の公費を投じる強制

医療であり、人権的制約も極めて強い。医

療の実態を説明する統計データは不可欠

である。また医療観察法附則 3 条 2 項は、

「同法医療の水準向上に努めると共に、精

神保健医療福祉全般の水準向上も図る」こ

とを定める。そのため、2017 年より重度精

神疾患標準的治療法確立事業（医療観察法

データベース事業）が開始され、入院医療

に関するモニタリングシステムとそれに

より収集された大規模データベースが構

築され、各指定入院医療機関への結果のフ
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ィードバックなどを通じて、入院医療の均

てん化、般化、改善を目指している。さら

に、医療観察法データベース事業で収集さ

れたデータベースの二次利活用研究事業

も実施されており 2)、これまで大規模デー

タベースに基づいた研究が複数実施され

てきた。 

一方で、通院医療に関しては公的なモニ

タリングシステムやデータベースの構築、

研究利活用事業は実施されておらず、大き

な課題である。そのため令和 5～6 年度の

厚生労働科学研究班「医療観察法における

退院後支援に資する研究（平林班）」の「通

院処遇モニタリングシステムの構築に関

する研究（竹田分担班）」では、Electronic 

Data Capture System（EDCS）を利用した通

院処遇モニタリングシステムを構築し、多

施設の指定通院医療機関（公的病院だけで

なく、民間病院、クリニックを含む）によ

る通院処遇終了者を対象としたトライア

ル研究を開始した。トライアル研究の継続

と大規模化、研究事業化に向けた取り組み

が令和 7 年度から 3 か年計画で国立精神・

神経医療研究センター（以下、NCNP）精神・

神経疾患研究開発費「医療観察法通院処遇

モニタリングシステムの開発（研究代表者 

竹田康二）」として実施されている。  

本分担研究は、医療観察法データベース

事業とその研究二次利活用研究事業、現在

トライアル研究中の通院処遇モニタリン

グシステムを基に、入院・通院を一元化し

てモニタリング可能なシステムの構築を

提言することを目的としている。 

 

Ｂ．研究方法  

1. ガイドライン改定に向けた基礎資料の

作成  

1) 通院処遇ガイドライン、入院処遇ガイ

ドライン 

医療観察法医療の経験のある医師、看

護師、公認心理師、作業療法士、精神保

健福祉士による多職種チームを編成し

た。現行の入院処遇ガイドライン、通院

処遇ガイドラインの精査と、各分担研究

班の研究結果も踏まえた改定案の作成を

目指す。 

2）医療観察法災害ガイドライン  

医療観察法災害ガイドラインは他の各

種公的ガイドラインと異なり、比較的新

しい時期（平成 30 年）に策定されてい

る。しかし、これまで医療観察法災害ガ

イドラインを用いた実際の災害を想定し

た訓練は実施されていない。また災害派

遣精神医療チーム（以下、 DPAT）や広域

災害・救急医療情報システム（以下、

EMIS）の改定に合わせたガイドラインの

修正も必要である。そのためガイドライ

ンの精査に加え、実際の災害を想定した

机上訓練を実施することで課題を確認

し、改定案の作成を目指す。  

3）医療観察法臨床ガイドライン  

 医療観察法附則 3 条 1 項は「指定医療

機関における医療が、最新の司法精神医

学の知見を踏まえた専門的なものとなる

よう、その水準の向上に努めるものとす

る。」と定めている。しかしながら、各種

公的ガイドラインには安定性も求められ

ることから、最新の知見に合わせて頻回

に更新していくことは現実的ではない。

そのため、各種公的ガイドラインとは別

に、クリニカルクエッション形式の医療

観察法臨床ガイドラインを作成し、各種

公的ガイドラインに、参照資料として記

載されることを目指す。  

2. 医療観察法モニタリングシステムの一

元化  

1）検討会の設置  

医療観察法モニタリングシステムの一
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元化に関して、有識者による検討会を設置

する。有識者の構成は、医療観察法、一般

精神医学、法学、倫理、データベースなど

の分野の専門家によって構成する。 

2）関係機関との連携 

 一元化案の検討に際しては、医療観察法

データベース事業事務局、NCNP 精神・神経

疾患研究開発費「医療観察法通院処遇モニ

タリングシステムの開発」研究班と連携し

て進める。 

 

（倫理面への配慮）  

本研究は、人を対象とする生命科学・医

学系研究に関する倫理指針に則って実施

する。各研究の実施に当たっては、適宜、

研究代表者、研究分担者等が所属する機関

に設置された倫理委員会の承認を得て実

施する。 

 

Ｃ．研究結果  

1. ガイドライン改定に向けた基礎資料の

作成  

1) 通院処遇ガイドライン、入院処遇ガイ

ドライン 

多職種により、各職種の業務に該当する

箇所の古い法令に基づく記載・実臨床と乖

離しており修正が望ましい記載（例：「臨床

心理技術者」、個人情報保護法関係、外泊が

週 1 回で設定、5 泊・7 泊等の設定（クリテ

ィカルパス内））の一覧を作成した。  

また、臨床ガイドラインの作成に伴う内

容上の役割分担、参照関係の整理、構成の

見直し・可読性の向上を共有した。  

2）医療観察法災害ガイドライン  

 島根県立こころの医療センターの医療

観察法病棟が大規模地震により継続利用

不能となった状況を想定し、災害ガイドラ

インを用いて避難・転院訓練を実施した。 

 ガイドラインの精査や机上訓練の結果

からはガイドライン改定に向けた意見と

して、以下の項目等が挙げられた。  

緊急避難：現状では院外外出（法 100 条１

項）による敷地外への避難を想定している

が、医療観察法病棟が独立した建屋を有し

ている病院が多いことを考えると、「他の

病棟（精神保健福祉法病棟）に被害がなか

った場合」も想定した記載があっても良い。 

文言：過去に改定された他のガイドライン

との整合性を合わせるため「新病棟」とい

う文言の削除、「保健医療福祉調整本部」な

どの文言の追記、EMIS が新システムに移行

したことに伴う表記の修正。  

3）医療観察法臨床ガイドライン  

 Minds3)形式に基づいた医療観察法臨床

ガイドライン作成のための統括委員会を

立ち上げ、令和 7 年 10 月、初回ミーティ

ングを開催し稼働した。統括委員会委員は

学識者 5 名で構成した。事務局は NCNP 病

院司法精神診療部に設置し、発行元は NCNP

とする方針を共有した。また利益相反管理

方針を定め、統括委員会委員は、事務局に

利益相反に関する申告を行った。令和 8 年

1 月に開催した第 2 回統括委員会ミーティ

ングにおいて、ガイドラインの作成目的を

以下のとおり、定めた。  

・医療観察法入院・通院医療におけるアセ

スメント、マネジメントに関する科学的情

報を示し、推奨される介入を提示する。  

・医療観察法に限らない司法精神医療に関

する背景疑問も含める。  

・ アセスメント、マネジメントに関する科

学的情報の根拠として、一般・矯正医療に

おける情報も含める。 

さらに、統括委員会の指名に基づき、令

和 8 年 2 月、診療ガイドライン作成グルー

プメンバー15 名を決定した。  

2. 医療観察法モニタリングシステムの一

元化  
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令和 7 年 10 月、本分担研究班と有識者

による第 1 回医療観察法モニタリングシス

テムの一元化に関する検討会を開催した。

本分担研究班からは「事業として実施する

際の根拠」、「研究事業に関する倫理的手続

き」、「クラウド化する際の技術的課題」、

「データの入力量・負担軽減」、「指定通院

医療機関への参加動機付け」、「悉皆調査、

サンプリング調査の検討」などのテーマを

挙げ有識者による意見を求めた。 

 

Ｄ．考察  

1. ガイドライン改定に向けた基礎資料の

作成  

本分担研究班では、各種公的ガイドライ

ンの中でも、入院処遇ガイドライン、通院

処遇ガイドライン、災害ガイドラインに関

する改定案の作成を目指している。入院処

遇ガイドライン、通院処遇ガイドラインに

関連する内容として、他の分担研究班にお

いて、クリティカルパスの効果検証、教育

研修体制の構築等に関する研究を実施し

ている。令和 8 年度は、各分担研究班や医

療観察法臨床ガイドライン診療作成グル

ープと連携して改定案を作成していく。災

害ガイドラインに関しては、ガイドライン

の精査や今年度の訓練で得られた結果を

基に、令和 8 年度中に改定案をまとめる。 

2. 医療観察法モニタリングシステムの一

元化  

 医療観察法モニタリングシステムの一

元化に向けた議論を進めるためには、NCNP

精神・神経疾患研究開発費「医療観察法通

院処遇モニタリングシステムの開発」研究

班で実施しているトライアル研究の結果

や、全国の指定通院医療機関に対する通院

処遇モニタリングシステムへの参加希望

等に関するアンケート調査結果が不可欠

である。上記の研究結果は、令和 8 年度上

半期には概ね出揃っていることが想定さ

れる。令和 8 年度は、令和 7 年度の検討会

で有識者より得られた意見を基に、医療観

察法データベース事業事務局、NCNP 精神・

神経疾患研究開発費「医療観察法通院処遇

モニタリングシステムの開発」研究班と連

携して具体的な一元化案を作成し、第 2 回

検討会に提出し議論を進める。  

 

Ｅ．結論  

ガイドライン改定に向けた基礎資料の

作成に関しては、各種公的ガイドラインの

精査を始め、改定案作成の方針を固めた。

災害ガイドラインの机上訓練を実施し、医

療観察法臨床ガイドラインの統括委員会

を立ち上げ、診療ガイドライン作成グルー

プメンバーを決定した。医療観察法モニタ

リングシステムの一元化に関しては、有識

者による検討会を立ち上げ開催した。  

来年度以降、他の分担研究班や関係する

研究グループや機関と連携し、両研究を進

めていく。 

 

Ｆ．健康危険情報  

 なし 

 

Ｇ．研究発表  

1．論文発表   

 なし 

 

2．学会発表  

 竹田康二 . 医療観察制度のあゆみとこ

れから～ 20 年の軌跡を振り返る . 日本

更 生 保 護 学 会 第 14 回 大 会 , 東 京 , 

2025.12.6 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得  

なし 
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2. 実用新案登録  

なし 

 

3. その他 

なし 

 

参考文献  

1) 裁判所ホームページ 司法統計 

https://www.courts.go.jp/toukei_si

ryou/shihotokei_nenpo/index.html 

2) 国立精神・神経医療研究センターホー    

ムページ 医療観察法データベースを    

二次利用した研究の実施  

https://www.ncnp.go.jp/patient/mts     

a.php 

3) 公益財団法人 日本医療機能評価機構

ホームページ Minds ガイドラインラ

イブラリ 

   https://minds.jcqhc.or.jp/ 
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令和 7年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための 

連携等の方策を推進するための研究 

「指定入院医療機関の機能改善とクリティカルパスに関する研究」 

分担研究報告書 

 

機能改善に向けたコンサルティング、処遇終了基準に関する検討 

 

研究分担者 壁屋 康洋  国立病院機構榊原病院 

 

研究要旨： 

「心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（以下、医療観察法）」

に基づく指定入院医療機関は 35 施設となった。重度精神疾患標準的治療法確立事業事務局からパフォー

マンス指標として各施設に示されるデータのうち、令和 2年 1月～令和 4年 12月の 3年間集計の各施設

の平均在院日数は 732.0 日から 2,846.0 日、処遇終了率は 0％～38.7%に分布し、施設差がうかがわれた

1)。本研究では指定入院医療機関のコンサルティングを試み、施設の機能改善の手法を探る研究 1、処遇終

了基準に関する検討会をおこない処遇終了運用の均てん化を目指す研究 2をおこなう。 

 研究 1：令和 2年 1月～令和 4年 12月の 3年間集計の平均在院日数と処遇終了率 1)がともに第 3四分位

点を超える A病院、平均在院日数が最長の B病院、平均在院日数が第 1四分位点未満の C病院の 3施設に

対し、機能改善の取り組みを試みる。本論では 3施設のアセスメントを示した。今後 2年間で取り組みを

続け、コンサルティング手法の定式化を目指す。 

 研究 2：令和 2年 1月～令和 4年 12 月の 3年間集計の処遇終了率が中央値より高い 4 施設と中央値以

下の 4施設 1)を訪問し、同期間に生じた処遇終了事例 22例、処遇終了されやすい要因として、（A）主診断

が器質性精神障害（以下、F0）、物質使用障害（以下、F1）、知的障害（以下、F7）、発達障害（以下、F8）、

（B）頻回/長期の行動制限（隔離回数 5 回以上、隔離総日数 28 日以上、拘束 1回以上のいずれか）を受

けた事例（行動制限群）、(C) 70代以上のいずれかに該当するが通院処遇へ移行した事例 17例の概略 2)を

用い、1)身体疾患、2)外国への帰国、3)F0高齢者（認知症）、4) 頻回/長期の行動制限～暴力抑制困難、

5）治療拒否、6）内省・洞察の欠如、7）F0 60代以下（器質性精神障害）、8）F1・F7・F8の計 8類型に分

けて提示し、処遇終了基準の検討会をおこなった。指定入院医療機関の病棟医長経験のある 3名の医師が

各類型への意見を提示、検討会に参加した 66名のうち、発言した 7名の意見を 4つの論点に整理した。 

検討会にて、外国への帰国事例、再他害リスクの低減した身体疾患を有する事例、同様に再他害リスク

が低減した中等度以上の認知症高齢者事例は処遇終了が是認された。内省・洞察の欠如や治療拒否によ

る処遇終了は不適当とみなされたが、治療拒否する事例のトラウマのアプローチについては参加者から

指定入院の強制治療への反対意見もあった。暴力抑制困難など治療困難事例については処遇終了判断の

プロセスを決めるべきとの主張がなされ、(1)ブロック会議、(2)平均在院日数短期・処遇終了低群施設

と対象施設との検討、(3) 転院が方法として挙がった。一方で医療観察法制度の経過の中で治療技術や

支援体制の向上も指摘され、処遇終了基準は変化することも考えられた。そのため検討会は繰り返しお
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こなう必要がある。また医療観察法制度の運用を鑑みると、鑑定や裁判所による審判など複数のチェッ

クがあって入院が決定されているため、医療者だけで処遇終了を考えるべきではないとの意見もある。

今後は裁判所など医療以外の立場も含めた検討会が求められる。 

研究協力者（順不同、敬称略） 

村杉謙次 国立病院機構小諸高原病院 

堀内泉辞 同上 

若林可織 同上 

矢島秀晃 同上 

小川太郎 同上 

宮沢泰裕 同上 

井上貴裕 千葉大学医学部附属病院 

野村照幸 新潟医療福祉大学心理健康学科 

松浦佳代 国立看護大学校 

橋本隆紀 国立病院機構北陸病院 

沼田俊也 同上 

荒井宏文 同上 

石津すぐる 岡山県精神科医療センター 

大鶴 卓 琉球こころのクリニック 

久保彩子 国立病院機構琉球病院 

鬼塚俊明 国立病院機構榊原病院 

髙野真弘 同上 

浅野琴美 同上              

中辻望来 同上 

田本 満 同上 

村田昌彦 社会医療法人財団松原愛育会  

松原病院  

医療観察法に基づく指定入院医療機関は 35

施設となった。重度精神疾患標準的治療法確立

事業事務局からパフォーマンス指標として各施

設に示されるデータのうち、令和 2 年 1 月～令

和 4 年 12 月の 3 年間集計の各施設の平均在院

日数は 732.0 日から 2,846.0 日、処遇終了率は

0％～38.7%に分布し、施設差がうかがわれた 1)。

本研究は指定入院医療機関のコンサルティング

を試み、施設の機能改善の手法を探る研究 1、

処遇終了基準に関する検討会をおこない処遇終

了の均てん化を目指す研究 2 をおこなう。 

 

研究 1：機能改善研究 

Ａ．研究目的 

前述のように医療観察法指定入院医療機関

に施設差がうかがわれた。「指定入院医療機関の

医療や処遇の均てん化に関する研究」1)から平

均在院日数の短縮につながる要因には依存症入

院医療管理加算、児童・思春期精神科入院医療

加算などに示される多様な専門医療に取り組む

治療文化や組織運営、上司の支援があること、

処遇終了率に影響する要因には医療観察法医療

と処遇終了に対する考え方、職場の対人関係が

示された 1)。これらは病院の治療文化、組織運

営、病棟内の職場の人間関係などを含むため、

改善策は一様には考えにくい。指定入院医療機

関のコンサルティングを試み、指定入院医療機

関の機能改善の手法を探ることが本研究の目的

である。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 対象 

 「指定入院医療機関の医療や処遇の均てん化

に関する研究」1)にて訪問調査をおこなった施

設から、令和 2 年 1 月～令和 4 年 12 月の 3 年

間集計の平均在院日数と処遇終了率をもとに特

徴の異なる以下 3 施設をコンサルティングの対

象とした。3 施設の平均在院日数・処遇終了率

を図 1 に示す。 

A 病院：上記 3 年間集計の平均在院日数と処遇

終了率がともに第 3 四分位点を超える（長期・

高処遇終了率施設） 

B 病院：平均在院日数が最長（超長期入院施設） 

C 病院：平均在院日数が第 1 四分位点未満（短

期入院施設） 
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2. コンサルティング方法 

 上記 3 施設に以下のステップでコンサルティ

ングを進めている。 

1）平均在院日数や処遇終了率、病棟の運営や病

院本体の機能について、(1)病棟の運営や病院本

体の機能に関する施設単位調査 1)ならびに(2)

以下 6 種を含む職員個人単位調査 1)を実施。 

(ア) 職業性ストレス簡易調査票 3) 

(イ) 日本語版精神科多職種チーム医療アセ

スメントツール（以下、CPAT-J）4) 

(ウ) 心理的安全性 5) 

(エ) 社会復帰調整官との連携のしやすさ 

(オ) 医療観察法病棟に従事するに当たり、

病棟運営の在り方や方針について疑問ない

し問題と思われる事柄（自由記載） 

(カ) 医療観察法入院医療としてあなたが重

要と考えている事柄（自由記載） 

2)これらの調査結果を 3 施設それぞれにフィー

ドバックし、ディスカッションをおこなう。A 病

院と B 病院には分担研究者が職員へのインタビ

ュー調査をおこない、それらの結果を施設のア

セスメントとして図式化したものを提示した。

C 病院は平均在院日数も短く、比較的機能の高

い施設として、自施設でアセスメントを図式化

するよう依頼した。 

3)3施設がそれぞれに取り組み事項を検討し、定

期的に会議で互いの進捗状況を共有した。 

 

（倫理面への配慮） 

 調査機関に対象施設に入院中であった対象者

は退院済みのため、診療録・入院継続申立書・

退院申立書を閲覧し、個人を特定できないよう

要約した上で発表する場合があるとして研究公

告(オプトアウト文書)を榊原病院ホームページ

に掲載、拒否の機会を保証した。医療機関とそ

の職員に対する介入研究であり、患者への医療

行為や侵襲がないことを伝え、病棟管理者から

文書で同意を得た。 

国立病院機構榊原病院倫理審査委員会の承認

(2024-10)を得て研究をおこなった。 

 

Ｃ．研究結果 

A 病院・B 病院について、施設単位調査・職

員個人単位調査および訪問調査 1)にて得られた

特徴を表 1・表 2 に示す。そこから得られ、当

該施設スタッフに共有したアセスメントを図

2・図 3 に示す。図 2・図 3 では「医療観察法

入院医療の平均在院日数・処遇終了率につなが

る要因」1)として作成された包括的な模式図か

ら、多職種連携の実態を含めてアセスメントと

した。それぞれ図の上部に＜制度への考え＞＜

専門医療・通院処遇＞を配し、最下部に多職種

連携の基盤となる対人関係を配し、その右上に

連携の方法、左上にその結果や内容を配した。

図では量的研究 1) 6)から認められた＜専門医

療・通院処遇＞＜職場内対人関係＞の要因と平

均在院日数・処遇終了率を色付きの角丸ボック

ス、事例の経過やインタビューから質的に抽出

された要因を白色の四角形ボックスで示した。 

A 病院は処遇終了率が高く、平均在院日数も

長い。職員個人単位調査では職業性ストレス簡

易調査票 3)【職場での対人関係】【同僚の支

援】、CPAT-J4)【患者／地域中心のケア】が最

下位となったほか、【上司の支援】も低い。自

由記載に「他職種から認められにくい」「看護

師の地位向上」とあり、多職種連携の基盤の課

題が窺えた。インタビューでは「口調の強い人

の発言で発言しにくい」「MDT（多職種チーム）

で決まった方針が覆される」と語られ、会議で

主張しにくい状況、主張しても覆される状況が

語られた。面接を拒否された職種が他職種と連

動できず、関わりが途絶えたまま数年後に処遇

終了された事例もあった。「対象行為について

の内省や病識の深まりはみられない」等の理由

から処遇終了を生じ、処遇終了事例の受け入れ

先がないこと、また治療可能とした入院決定判
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断を問題視する主張もあった。病院本体の専門

医療や通院処遇の体制も不足し、職員の技能の

活用や連携が困難な中、入院長期化や処遇終了

につながる。スムーズに通院処遇へ移行できな

い状況から、入院決定判断や受け入れ先を課題

に挙げ、悪循環に陥っていると捉えられ、図 2

のように図式化した。 

B 病院は平均在院日数が突出して長い。職員

個人単位調査による【職場での対人関係】が 3

0 施設中 28 位と低く、心理的安全性 5)は調査

施設中最も低かった。インタビューでも「カン

ファレンスは批判ばかり」「職員間の対立があ

った」状況が語られた。MDT 会議で方針を決め

ず、自身の主張に基づいて行動し、担当コメデ

ィカルの知らないところで方針が決められるこ

ともあったという。「医療観察法おかしい」「対

象者に甘い」と主張をする職員もいて、職員が

まとまらない状況が語られた。病院本体で依存

症への診療はおこなっているが、児童ともに施

設基準には至っていなかった。保護観察所との

合同企画や自施設での通院処遇も以前はおこな

っていたが、調査期間には実施がなかったとい

う。連携できず、制度への考えにズレが生じ、

対象者の入院長期化との関連を図 3 のように図

式化した。 

 C 病院について施設単位調査・職員個人単位

調査および訪問調査 1)にて得られた特徴を表 3

に示すが、アセスメントは研究分担者ではなく

C病院施設スタッフが図 4のようにおこなった。

C 病院のセルフアセスメントでは、令和 2 年 1

月～令和 4 年 12 月の 3 年間集計の平均在院日

数は第 1 四分位点以下の早期退院であるにもか

かわらず、平均在院日数の長期化が生じている

ことを課題に挙げ、職場内対人関係も話しやす

い一方でことなかれ主義が生じ、緊張感が薄い

と自己分析した。 

これら各施設のアセスメントを施設内で共有

し、3 施設がそれぞれに取り組みを進め、定期

的に互いの進捗状況を共有している。本研究で

各施設の取り組みは令和 9 年まで続くものであ

り、これらの取り組みの効果は本研究最終年度

に評価する。 

 

Ｄ．考察 

 本研究で進めているように、「医療観察法入院

医療の平均在院日数・処遇終了率につながる要

因」1)をもとに施設の特徴をアセスメントし、図

式化することができる。各施設の課題は一様で

はなく、アセスメントに応じた取り組みが求め

られる。本研究はその取り組みの効果を評価し、

コンサルティングの手法を定式化することを目

的としているが、本年はその 1 年目として開始

したところであり、効果評価と定式化は最終年

度におこなう。 

 

研究 2：処遇終了基準に関する検討会 

Ａ．研究目的 

医療観察法が施行された平成 17 年 7 月 15 日

から令和元年 7 月 31 日までに入院処遇となり、

令和 3 年 7 月 31 日時点で退院済みの対象者

2,993 例のデータでは各施設の処遇終了率は

0％～31.3%に分布 6)した。令和 2 年 1 月～令和

4年 12月の 3年間集計の各施設の処遇終了率は

0％～38.7%に分布し 6)、施設によって処遇終了

率に差が大きい。指定入院医療機関から処遇終

了と同時の精神保健福祉法入院（以下、処遇終

了-入院）の運用には医療機関による有意な差が

認められ 7)、物質使用障害（以下、F1）ではそ

の差がさらに大きくなる 7)こと、頻回/長期の行

動制限を受けた事例でも処遇終了-入院の施設

差が広がることが明らかになっている 8)。令和

2 年 1月～令和 4年 12月の 3年間集計の処遇終

了率が中央値より高い 4 施設と中央値以下の 4

施設を訪問し、病棟管理者や病棟職員へのイン

タビュー調査をし、処遇終了に対する考え方を

聴取したところ、施設によって処遇終了に対す
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る考え方が異なること、それによって処遇終了

の運用に差が生じることがうかがえた 1)。本研

究は上記各 4 施設にて 3 年間に処遇終了された

事例・処遇終了されやすい要因をもつが通院処

遇へ移行した事例 2)を比較し、処遇終了の判断

基準について多施設で検討することを通じ、指

定入院医療機関の機能改善と均てん化につなげ

ることを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 処遇終了基準に関する検討会：処遇終了の判

断基準について多施設で検討するため、第 21 回

司法精神医学会大会に合わせて処遇終了基準に

関する検討会を公開で実施した。後述する事例

を 8 類型に分け素材とし筆者が提示、指定入院

医療機関の病棟医長経験のある 3 名の医師（石

津すぐる・本村啓介・大鶴卓）が各類型への意

見を提示、村杉謙次の座長にてフロアとのディ

スカッションを進めた。 

検討会の素材とした事例：「指定入院医療機関

の医療や処遇の均てん化に関する研究」2)にて、

令和 2 年 1 月～令和 4 年 12 月の 3 年間集計の

処遇終了率が中央値より高く平均在院日数が中

央値以下の 2 施設、および処遇終了率と平均在

院日数がともに中央値を超える 2 施設（処遇終

了率高群施設）、平均在院日数が中央値以下かつ

処遇終了率が中央値以下の 4 施設（処遇終了率

低群施設）を訪問した。そこで収集した上記 3

年間での処遇終了事例および処遇終了されやす

い要因を持つが通院処遇に移行した事例 2)を検

討会の素材とした。調査手順並びに処遇終了さ

れやすい要因として収集した条件を表 4 に、事

例を類型ごとに表 5 に示した。表 5 では、処遇

終了率低群施設では 4）以降の累計に処遇終了

事例がなく、対比のために同じ類型で通院処遇

へ移行した事例を示した。8）F1・F7・F8 の類型

では処遇終了率高群施設・低群施設共に当該期

間に処遇終了事例がみられず、通院処遇へ移行

した事例を示した。 

（倫理面への配慮） 

研究公告（オプトアウト文書）を榊原病院ホ

ームページに掲載し、拒否の機会を保障すると

ともに、匿名化することで個人情報保護をおこ

ない、調査協力依頼状に説明文書を添付して病

棟管理者から文書で同意を得た。 

筆頭著者の所属する国立病院機構榊原病院倫

理審査委員会の承認(2025-01)を得て研究を行

った。 

 

Ｃ．研究結果 

処遇終了基準に関する検討会にて、表 5 に

示した 8 カテゴリごとに登壇した 3 名の医師の

意見を表 6 に示した。2)外国への帰国は処遇終

了が認められるとして 3 人の意見が一致、5)治

療拒否と 6)内省・洞察の欠如は処遇終了は認

められないとして 3 人の意見は一致した。1)身

体疾患に関しては、本村と大鶴は処遇終了意見

であった。石津は癌のターミナルであっても再

他害行為リスクがある場合、指定通院の継続が

可能な場合は通院処遇が望ましいがケースバイ

ケースとした。その他がんのターミナルで全身

状態が悪化するなどで再他害行為遂行のリスク

が下がっている場合は処遇終了が望ましいとい

う意見であった。その他、3)器質性精神障害

（以下、F0）高齢者（認知症）、4)頻回/長期の

行動制限～暴力抑制困難事例、7)F0 60 代以

下（器質性精神障害）、8)F1、知的障害（以

下、F7）発達障害（以下、F8）はそれぞれ事例

ごとに検討が必要となる△との判断が見られ

た。村杉が座長として 3 名の意見を整理した上

で、処遇終了までの判断過程の案として図 5 を

示し一般参加者からの意見を求めた。検討会に

参加した一般参加者は 66 名で、うち 7 名の医

師が発言した。7 名の発言内容を 4 カテゴリに

分類し、表 7～表 10 に示した。 
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Ｄ．考察 

1. カテゴリごとの処遇終了基準 

本研究による処遇終了基準に関する検討会

では、表 7 に示したように、「良い処遇終了と

悪い処遇終了」がある、言い換えると処遇終了

が妥当と判断される事例と、不適切な処遇終了

があるとの意見が大勢であった。カテゴリごと

の検討では、上述のように 2)外国への帰国は

処遇終了が妥当の意見で一致し、医療観察法制

度の制約から国外では地域処遇ができないた

め、処遇終了相当と考えられた。 

1)身体疾患は再他害リスクが低減し、身体治

療と通院処遇の両立が困難な場合は処遇終了が

妥当との判断は一致している。3)F0 高齢者も

中等度以上の認知症かつ再他害リスクが低減し

ていれば処遇終了も適当、軽度以下の認知症は

通院処遇へつなげるべきとの見解で一致してい

る。この両群は再他害リスクが一つの基準とな

っている。 

6)内省・洞察の欠如は処遇終了は認められな

いとの見解で一致をみた。 

一方で 5)治療拒否に関しては登壇した 3 名

の医師からは不適当との意見で一致したが、参

加者から「トラウマに限り△」との意見が提示

された（表 7）。トラウマ治療は任意で行うべ

きとの主張であったが、これに対しては反論も

あり、意見が分かれた。 

8)F1、F7、F8 は 3 名の登壇者がいずれも△

としてケースバイケースとの判断であった。石

津からは場合分けによる判断意見が提示された

が、このカテゴリでは詳細な議論ができなかっ

たのは、「指定入院医療機関の医療や処遇の均

てん化に関する研究」2)による訪問調査で処遇

終了事例が 1)身体疾患との重複以外に認めら

れず、筆者からの提示事例数が少なかったこと

に依る。今後事例を集積し、再度検討すること

が必要であろう。 

 4)頻回/長期の行動制限～暴力抑制困難事

例、7)F0 60 代以下（器質性精神障害）の両

群については、大鶴が前者に処遇終了不適との

判断を示した他は△判断であった。上記 1)身

体疾患および 3)F0 高齢者では再他害リスク低

減が条件とされたが、本カテゴリでは再他害リ

スクが認められたとしても治療反応性が争点と

なっている。また頻回/長期の行動制限（行動

制限群）は統計的に有意に処遇終了-入院とな

りやすい要因の中では、最も実数の多い要因 7)

であった。実数の多いカテゴリに対して明確な

意見の一致をみていないが、この点に関して

は、参加者から議論のなされた「処遇終了のプ

ロセス」が相応する領域である。 

 

2．処遇終了のプロセス 

 表 8 のように「諦める処遇終了は最小化した

ほうが良い」「安易な形にしないことが大事

で、そのためのプロセスは必要だろう」等の意

見が出された。その中で(1)ブロック会議、(2)

平均在院日数短期・処遇終了低群施設と対象施

設との検討、(3) 転院が方法として出され、外

の医療機関と検討することの必要性が挙げられ

た。村杉から図 5 のように処遇終了までの判断

過程案を示したが、図 5 にある転院トライアル

に加え、(1)指定入院医療機関が地域ブロック

ごとにおこなっている会議での検討と (2) 平

均在院日数短期・処遇終了低群施設による検討

が挙げられた。前者は現在会議が各ブロックで

おこなわれているため、すぐに取り入れること

も可能と考えられる。後者は全く新しい案であ

り、今後の体制整備が必要となる。現在厚生労

働省により進められているピアレビュー事業と

併せて検討することも一つの方法と考えられ

る。いずれの方法にせよ、暴力抑制困難など治

療を諦める形での処遇終了に関してはプロセス

を決め、当該施設だけで判断しないことの重要

性が認められた。 
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3. 第三者の意見を入れる仕組み 

 上記のようにカテゴリごとの処遇終了基準を

検討し、特に治療困難例に関しては処遇終了の

プロセスを定めることの重要性が挙げられた。

一方で表 9 のように、鑑定・裁判所で入院医療

の必要性が認定された事例を医療者だけで判断

することの是非が問われた。村杉による図 5 で

は処遇終了判断過程の最後に法 52 条鑑定を入

れ、鑑定・裁判所が再度検討することを求め

た。本検討会ではフロアから発言した一般参加

者 7 名はすべて医師であり、登壇者も検討の素

材を提示した筆者以外は皆医師である。社会復

帰調整官や裁判官など医療機関以外を含んだ検

討も求められる。 

 

4. 治療技術・支援体制の向上 

 表 10 には「多職種チームが個別性を高める

ために、毎日精進していけるかが使命」と医療

者の使命感を挙げる意見があり、「治療技法も

昔はクロザピン少なかったのが一般的になって

きた」「ある程度今までの医療の中でできなか

ったケースを積極的に診て新しいアプローチす

ることで、治療技術の向上とかもあって、わず

かではあるかもしれませんがこの 20 年間で対

象とするケースが増えてきたり、新しい方向が

出てきた」と実際に治療技法や対象が拡大した

ことを述べる発言があった。逆に「だんだんハ

ードルが下がっていって、これは難しいんじゃ

ないかというのがいろんなところから出てくる

と、治療的な能力が落ちるということが非常に

危惧がされました」と、処遇終了退院の繰り返

しによって治療能力の低下の懸念が表明され

た。言い換えると治療反応性は固定的なもので

はなく、年数を経ることで拡大することが期待

される。その一方、制度運用によっては狭まる

おそれもある。この点を踏まえると、カテゴリ

ごとの処遇終了基準は必要とはいえ、永続的な

基準はできない。このような検討会も繰り返し

おこなわれ、見直されることが求められる。 

 

Ｅ．結論 

 本研究にておこなった処遇終了基準に関す

る検討会にて、外国への帰国事例、再他害リス

クの低減した身体疾患を有する事例、同様に再

他害リスクが低減した中等度以上の認知症高

齢者事例は処遇終了が是認された。内省・洞察

の欠如や治療拒否による処遇終了は不適当と

みなされたが、トラウマ治療については意見が

割れた。暴力抑制困難など治療困難事例につい

ては処遇終了判断のプロセスを決めるべきと

の主張がなされ、(1)ブロック会議、(2)平均在

院日数短期・処遇終了低群施設と対象施設との

検討、(3) 転院が方法として挙がった。一方で

年余にわたる医療観察法制度の運用を見ると

治療技術や支援体制の向上も指摘され、処遇終

了基準は変化することも考えられた。そのため

今回のような検討会は繰り返しおこなう必要

がある。また医療観察法制度の運用を鑑みると、

鑑定や裁判所による審判など複数のチェック

があって入院が決定されているため、医療者だ

けで処遇終了を考えるべきではないとの意見

もあり、今後は裁判所など医療以外の立場も含

めた検討会が求められる。 

 機能改善研究（研究1）は令和9年度まで取り

組みを続け、効果を検証したい。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

1．論文発表 

なし 

 

2． 学会発表 

1) 壁屋康洋，久保彩子，前上里泰史，諸見秀

太ら：指定入院医療機関の医療や処遇の均
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てん化に関する研究（4）～処遇終了事例の

比較 第21回日本司法精神医学会大会,岡

山市,2025.9.27. 

2) 壁屋康洋，久保彩子，前上里泰史，諸見秀

太ら：指定入院医療機関の医療や処遇の均

てん化に関する研究（5）～医療観察法指定

入院医療機関の平均在院日数・処遇終了率

につながる要因．第79回国立病院総合医学

会，金沢市，2025.11.8. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし 

 

2. 実用新案登録 

なし 

 

3. その他 

なし 
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年度～令和 6 年度 総合研究報告書，2025 

2) 壁屋康洋，久保彩子，前上里泰史，諸見秀
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てん化に関する研究．厚生労働科学研究費

補助金障害者政策総合研究事業(精神障害
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する研究（研究代表者：平林直次），令和 6

年度 総括・分担研究報告書，2025 

3) 川上憲人．厚生労働省厚生労働科学研究費

補助金 労働安全衛生総合研究事業 労働

者のメンタルヘルス不調の第一次予防の浸

透手法に関する調査研究 平成 23 年度総

括・分担研究報告書，2012 

4) Tomizawa R., Yamano M. et 

al.:Validation of a global scale to 

assess the quality of interpersonal 

teamwork in mental health settings. 

The Journal of Mental Health, 2016. 

5) Edmondson, Amy C. 著 野津智子 訳：恐

れのない組織．英治出版，東京,2021. 

6) 壁屋康洋，久保彩子，前上里泰史，諸見秀

太ら：指定入院医療機関の医療や処遇の均

てん化に関する研究．厚生労働科学研究費
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図2　各指定入院医療機関の平均在院日数と処遇終了率の散布図

図1　平均在院日数・処遇終了率（％）による入院医療機関の散布図
（文献1)より再掲）
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地元自治体ネットワーク研修 なし

保護観察所合同企画 なし

依存症入院医療管理加算 なし

児童・思春期精神科入院医療管理料 なし

通院処遇事例数（2022年4月～2023年3月） 0例

パフォーマンス指標の共有の範囲 病棟医長、病棟師長

職業性ストレス簡易調査票【上司の支援】 29位／30施設中

同【職場での対人関係】 30位／30施設中

同【同僚の支援】 30位／30施設中

同【技能の活用】 29位／30施設中

CPAT-J【患者／地域中心のケア】 30位／30施設中

入院環境が良すぎる(2名)

他職種から認められにくい

特定の職種の力が強すぎ

職種による業務量の偏り

外出泊へのフォローの乏しさ（2名）

全体を統括する人がいない

多職種協働、MDTの協力、コミュニケー
ション（各1名）

看護師の地位向上

スタッフが安心して働ける環境

処遇終了の受け入れ先が見つからない、転
院先の受け入れが悪い（各1名）

処遇終了事例数（2020年1月－2022年12
月）

6例

処遇終了理由
認知症、身体合併症、暴力の持続、治療拒
否、内省（2例）

処遇終了されやすい要因を持つが通院処遇
へ移行した事例数

1例

処遇終了に対する考え方 入口に問題がある
できれば避けたいが、関わりようがないと
いう表現をされる場合が多い

CPAT-J：日本語版精神科多職種チーム医療アセスメントツール4)

MDT：Multidisciplinary Team
※処遇終了されやすい要因を持つが通院処遇へ移行した事例条件：

表1　A病院（長期・高処遇終了率）の特徴

●主診断がF0（器質性精神障害）、F1（物質使用障害）、F7（知的障害）、F8（発達障害）
●頻回/長期の行動制限（隔離回数5回以上，隔離総日数28日以上，拘束1回以上のいずれか）
を受けた事例

●入院時年齢70代以上

訪
問
調
査

そ
の
他

特
記
事
項

インタビューにて「多職種連携が希薄」、「口調の強い人の発言で発言しにくい」

他職種への批判

入院期間5年で処遇終了になった事例：特定の職種が対象者から面接を拒否されていた
が、精神症状を聴取できていた職種との合同面接は1度きり。処遇終了前数年にわたり
2職種が関わりない状態で経過した

MDTで決まった方針が看護師の会議で覆される

施
設
単
位
調
査

職
員
個
人
単

位
調
査

職
員
個
人
単
位
調
査

自
由
記
載
項
目
（

要
約
）

医療観察法病棟に従事するに当たり、病棟
運営の在り方や方針について、疑問ないし
問題と思われる事柄

医療観察法入院医療としてあなたが重要と
考えている事柄
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図2　A病院（長期・高処遇終了率）のアセスメント

＜職場内対人関係＞
多職種連携の

基盤の課題

＜連携方法＞
MDTの方針が一部の意

見で決まりやすく、

方針共有が困難

＜内容・結果＞
職種ごとの動き

連携・連動が困難

＜制度への考え＞
「入口に問題」

「処遇終了の受け入れ先

が見つからないことが問

題」制度への不満

＜専門医療・通院処遇＞
病院本体の専門医療と通院

処遇の不足

入院長期化
処遇終了
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地元自治体ネットワーク研修 なし

保護観察所合同企画 なし

依存症入院医療管理加算 なし

児童・思春期精神科入院医療管理料 なし

通院処遇事例数（2022年4月～2023年3月） 0例

パフォーマンス指標の共有の範囲 病棟医長、病棟師長、副看護師長

職業性ストレス簡易調査票【上司の支援】 18位／30施設中

同【職場での対人関係】 28位／30施設中

同【同僚の支援】 10位／30施設中

同【技能の活用】 30位／30施設中

CPAT-J【患者／地域中心のケア】 20位／30施設中

適応ではないと感じる対象者が多い

リスク管理が厳しい

勤務表が希望通りに行かない

看護部の人員配置や、看護師長による統制
～病院の中で考慮がされていない
本人の意向のみでは何も進まず長期入院で
困難事例となっている
社会復帰のための能力

対象者がスタッフに安心できる

チームワーク

医療観察法の構造が、スタッフや対象者お
よぼす影響を意識すること
精神症状の安定

処遇終了事例数（2020年1月－2022年12
月）

1例

処遇終了理由 治療拒否

処遇終了されやすい要因を持つが通院処遇
へ移行した事例数

1例

処遇終了に対する考え方 なるべく出さないようにしている

CPAT-J：日本語版精神科多職種チーム医療アセスメントツール4)

※処遇終了されやすい要因を持つが通院処遇へ移行した事例条件：

表2　B病院（超長期入院）の特徴

●主診断がF0（器質性精神障害）、F1（物質使用障害）、F7（知的障害）、F8（発達障害）

●頻回/長期の行動制限（隔離回数5回以上，隔離総日数28日以上，拘束1回以上のいずれか）
を受けた事例

●入院時年齢70代以上

訪
問
調
査

そ
の
他

特
記
事
項

職業性ストレス簡易調査票【仕事の量的負担】1位／30施設中

心理的安全性5)、CPAT-J【チームワークのためのコミュニケーション】30位／30施設中

インタビューにて「カンファレンスは批判ばかり」「職員間の対立があった」

担当コメディカルの知らないうちに方針が決まることがある

施
設
単
位
調
査

職
員
個
人
単

位
調
査

職
員
個
人
単
位
調
査

自
由
記
載
項
目
（

要
約
）

医療観察法病棟に従事するに当たり、病棟
運営の在り方や方針について、疑問ないし
問題と思われる事柄

医療観察法入院医療としてあなたが重要と
考えている事柄
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図3　B病院（超長期入院）のアセスメント

＜連携方法＞
話し合いの困難

方針共有の困難

＜職場内対人関係＞
多職種連携の

基盤の課題

＜制度への考え＞
「医療観察おかしい」

「対象者に甘い」

制度理解の不一致

＜内容・結果＞
職種ごとの動き

連携・連動が困難

＜専門医療・通院処遇＞
病院本体の専門医療と通院

処遇の停滞

入院長期化
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地元自治体ネットワーク研修 有

保護観察所合同企画 有

依存症入院医療管理加算 有

児童・思春期精神科入院医療管理料 なし

通院処遇事例数（2022年4月～2023年3月） 5例

パフォーマンス指標の共有の範囲
院長、副院長、病棟師長、副看護師長、コ

メディカル

職業性ストレス簡易調査票【上司の支援】 3位／30施設中

同【職場での対人関係】 5位／30施設中

同【同僚の支援】 1位／30施設中

同【技能の活用】 11位／30施設中

CPAT-J【患者／地域中心のケア】 8位／30施設中

MDT会議の時間確保が難しい

医観法の対象者か疑問と思われる対象者／
心神喪失や心神耗弱と思われない対象者

方向性の受け止め方に温度差

対象行為の原因と考えられる点を改善でき
ないまま退院を進めること
環境調整が遅い
再他害防止(３)

対象者のニーズ／対象者中心／自己決定権
（５）

対象者に偏見をもたないこと

リカバリとリスクアセスメントのバランス
内省、対処行動

処遇終了事例数（2020年1月－2022年12月） 2例

処遇終了理由 認知症

処遇終了されやすい要因を持つが通院処遇
へ移行した事例数

5例

CPAT-J：日本語版精神科多職種チーム医療アセスメントツール4)

※処遇終了されやすい要因を持つが通院処遇へ移行した事例条件：

表3　C病院（短期入院）の特徴

●主診断がF0（器質性精神障害）、F1（物質使用障害）、F7（知的障害）、F8（発達障害）

●頻回/長期の行動制限（隔離回数5回以上，隔離総日数28日以上，拘束1回以上のいずれか）
を受けた事例

●入院時年齢70代以上

訪
問
調
査

そ
の
他

特
記
事
項

職業性ストレス簡易調査票【活気】【憂うつ感】1位／30施設中

施
設
単
位
調
査

職
員
個
人
単

位
調
査

職
員
個
人
単
位
調
査

自
由
記
載
項
目
（

要
約
）

医療観察法病棟に従事するに当たり、病棟
運営の在り方や方針について、疑問ないし
問題と思われる事柄

医療観察法入院医療としてあなたが重要と
考えている事柄
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図4　C病院（短期入院）のセルフアセスメント

＜連携方法＞
コメディカルがス

テーションにいるこ

とが多く話しやすい

＜職場内対人関係＞
話しやすい環境⇔緊張感

薄い/責めない

心理的安全性、ことなか

れ主義？
モチベーションの差

＜制度への考え＞
社会復帰、一般医療のモデル、

多職種連携、対象者中心/意

思決定支援（リスクとバラン

ス、丁寧に関わること）

＜内容・結果＞
特定の職種の意見が強く

なることもあるが、意見

の尊重はされている。

相違があったときは、治
療評価会議などに判断を

求める

＜専門医療・通院処遇＞
専門医療：依存症〇、児童△

通院処遇・保護観察所との連携〇

調整官との連携強化

通院移行
平均在院日数の長期化
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表4　事例の収集条件と情報

(1)令和2年1月～令和4年12月（3年間）の期間に処遇終了した事例

下記A～G（少なくとも下記A～D）の項目は受け入れ施設に抽出を依頼。事前に把握できなかった項目は訪問時
に調査する

A)処遇終了理由、入院（または通院先）

B) 主診断・重複障害

C)入院処遇日数

D) 隔離総回数・隔離総日数・拘束総回数・拘束総日数

E) 処遇終了前にコンサルテーション、SDM with CF（小諸高原病院 髙橋先生）、転院トライアル、52条再鑑
定のいずれかを行ったか

F)処遇終了までに取り組んだ治療アプローチ、処方（CLZの有無中心に）

G)（可能なら）初回入院継続申請時＋退院申請時の社会復帰関連指標

(2)処遇終了されやすい要因を持つが、同期間に通院処遇へ移行した事例。下記のいずれか

●主診断がF0（器質性精神障害）、F1（物質使用障害）、F7（知的障害）、F8（発達障害）

●隔離回数5回以上、隔離総日数28日以上、拘束1回以上のいずれかのある事例（行動制限群）

●70代以上

下記A～G（少なくとも下記A～D）の項目は受け入れ施設に抽出を依頼。事前に把握できなかった項目は訪問時
に調査する

A)退院時処遇（単身／家族同居／施設入所／精神保健福祉法入院のいずれか）

B) 主診断・重複障害

C)入院処遇日数

D) 隔離総回数・隔離総日数・拘束総回数・拘束総日数

E)コンサルテーション、SDM with CF（小諸高原病院 髙橋先生）、転院トライアル、52条再鑑定のいずれかを
行ったか

F)退院までに取り組んだ治療アプローチ、処方（CLZの有無中心に）

G)（可能なら）初回入院継続申請時＋退院申請時の社会復帰関連指標

SDM with CF:Shared Decision Making with Case Formulation

CLZ:Clozapine
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処遇終了率高群施設（4施設）処遇終了事例の概略 処遇終了率低群施設（4施設）処遇終了事例の概略
60代　アルコール依存症（F1）　離脱せん妄時の対
象行為。癌となり大量飲酒する体力なくなり、身体
科への入院
入院期間=半年

50代　統合失調症　癌で余命半年となり「自身の身
体的ケアを受け入れながら余生を送るための精神的
安定はデポ剤で達成した」ため処遇終了して総合病
院精神科へ入院
入院期間=4年

60代　アルコール性精神病（F1）　透析～ADL低下し
要介護5　処遇終了-通院となり高齢者施設入所
入院期間=1年

60代　アルコール依存症（F1）
癌で余命半年となり処遇終了
入院期間=2ヶ月

処遇終了率高群施設（4施設）処遇終了事例の概略 処遇終了率低群施設（4施設）

40代　統合失調症、軽度知的障害　外国籍で日本語
困難。
当初日本国内の元の居住地に退院する予定であった
が、家族との関係の変化から帰国することになり処
遇終了
入院期間=1年半

該当なし

処遇終了率高群施設（4施設）処遇終了事例の概略 処遇終了率低群施設（4施設）処遇終了事例の概略
80代　アルツハイマー型認知症（F0）
MoCA-J　18点
ADL自立、「汚れていない」と更衣は週1回
処遇終了-入院
入院期間=1年

70代　レビー小体型認知症（F0）
HDS-R=8点
「出口を求めて昼夜問わず徘徊。尿失禁。着衣の促
しと生活の介助を必要」であり「認知症による医療
観察法医療困難」のため処遇終了

70代　妄想型障害
入院後プログラムの予定や内容を忘れる、自分でポ
ケットに入れたティッシュペーパーを忘れて洗濯し
て被害的になる等から、認知症(F0)と評価。
HDS-R=24点
高齢者施設入所。
入院期間=4年

70代　レビー小体型認知症（F0）、うつ病
HDS-R=14点
抑うつに対して、クライシス・プランの作成・使用
高齢者施設入所
入院期間=9ヶ月

90代　他の持続性妄想性障害・特定不能の認知症
（F0)　HDS-R=10点 抗精神病薬+抗認知症薬、保護
的な環境を維持して幻覚妄想は消失しないものの易
怒性や行動化は減少　処遇終了-入院
入院期間=6ヶ月

3）F0　高齢者（70代以上）（認知症）

2）外国への帰国

1）身体疾患

表5　処遇終了基準に関する検討会事例



- 34 - 

 

  

処遇終了率高群施設（4施設）処遇終了事例の概略
処遇終了率低群施設（4施設）通院処遇への移行事

例の概略

30代　破瓜型統合失調症　IQ=56　行動制限群
薬物療法は一定の効果あったが、「疾病との因果関
係を理解することは困難」なため処遇終了
親から受けた暴力のフラッシュバック、幻聴→暴力
→隔離や身体拘束→CLZで改善もあったが退院要求か
ら暴力→幻聴より知的障害による混乱としOLZへ
処遇終了-入院
入院期間=3年半

60代　統合失調症、自閉スペクトラム症、注意欠
如・多動症　行動制限群
CLZ処方するが副作用→4分の1から再投与。
対人関係トラブルの繰り返し～トラウマの影響と捉
えトラウマワーク、MDTによる心理的保護続ける
高齢者施設入所
入院期間=5年

30代　統合失調症、自閉スペクトラム症　IQ=57　行
動制限群　再入院事例
CLZ＋頓服使用→一定の衝動コントロール
「暴力の抑制が難しく治療反応性がない。本人の変
化が困難」なため処遇終了-入院
入院期間=4年半

20代　妄想型統合失調症、軽度知的障害、自閉スペ
クトラム症　行動制限群
4回のコンサルテーション、生活の構造化、不快感
情のモニタリング、相談スキルトレーニング 自施
設への通院、隣接の自立訓練施設入所
入院期間=10年

30代　統合失調症　行動制限群
「抗精神病薬の効果が限定的なこと、認知機能低下
により心理社会的プログラムによる治療の効果が望
めないことから治療反応性に疑義が生じている」
「対象行為そのものへの後悔はあるが、そこから内
省は深まらず～」処遇終了-入院
入院期間=7年年

30代　統合失調症、自閉スペクトラム症、注意欠
如・多動症　行動制限群
m-ECT、CLZ処方するが身体科搬送を要する副作用が
あり中止。傾聴メインの心理教育で弱みを見せられ
るように。施設入所を目指すが時間をかけて関係構
築するため通院処遇-精神保健福祉法入院
入院期間=6年

40代　統合失調症　行動制限群
CLZ導入したが精神症状改善せず、看護師への暴力が
繰り返され、隔離を要す。
入院期間=5年

60代　統合失調症　行動制限群
m-ECT実施するも効果なし。CLZ処方するが徐波化等
で中止。再使用検討委員会に意見書提出し再投与。
症状のモニタリングできず、支援者用のプラン作り
 施設入所
入院期間=11年

処遇終了率高群施設（4施設）処遇終了事例の概略
処遇終了率低群施設（4施設）通院処遇への移行事

例の概略

40代　統合失調症
「CLZ投与後他害行為の発生なく、服用を続けること
も本人を希望している。幻覚妄想やプログラムの拒
否は続いている」ため処遇終了
入院期間=6年

30代　統合失調症、自閉スペクトラム症、中等度知
的障害　行動制限群
入院導入プログラムを半年後・2年半後とタイミン
グ変えながら実施。3年後に心理教育
入院期間=5年

50代　妄想性障害
治療拒否続き、境界性パーソナリティー障害に診断
変更、処遇終了-通院
入院期間=11ヶ月

30代　統合失調症、自閉スペクトラム症
行動制限群　SDM実施。薬物療法の抵抗に緊張病症
状の辛さ共有。プログラム拒否に看護師から促し
入院期間=6年

30代　統合失調症　退院前ケア会議を機に本人が不
安となり自殺念慮。その後退院したがらず、外出泊
実施できないため処遇終了
入院期間=7年

20代　統合失調症、自閉スペクトラム症　行動制限
群
戦略的MDT交代、本人のニーズに合わせた課題設定
施設入所
入院期間=5年半

60代　双極性障害、自閉スペクトラム症、転換性障
害
好褥的、不活発で治療に乗らないことから処遇終了
入院期間=2年半

5）治療拒否

4）頻回/長期の行動制限～暴力抑制困難
（入院以降、隔離回数5回以上、隔離総日数28日以上、拘束1回以上のいずれか有り）

表5　処遇終了基準に関する検討会事例
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処遇終了率高群施設（4施設）処遇終了事例の概略 処遇終了率低群施設（4施設）

70代　妄想型統合失調症
内省の不十分さ、受け入れ先の希望で処遇終了
入院期間=2年

該当なし

40代　妄想型統合失調症
「自分の変化をとらえるセルフモニタリングは病識
を構築する際の基礎として必須であるが、できな
い」ため処遇終了
入院期間=4

60代　統合失調症　幻覚妄想は続くが行動化はない
「リハビリテーション行ったが無為な生活。認知機
能障害から対象行為についての内省や病識の深まり
はみられない」ため処遇終了
入院期間=5年

処遇終了率高群施設（4施設）処遇終了事例の概略
処遇終了率低群施設（4施設）通院処遇への移行事

例の概略

50代　器質性精神障害（F0）　IQ=53
当初審判時は統合失調症・知的障害
行動制限群
他者の言動でイライラ、スタッフへの暴力から隔離
トークン効果あるが続かない
CLZ肝障害、イレウスで中止。mECT効果なし
処遇終了-入院
入院期間=11年

40代　器質性妄想性障害（F0）・器質性パーソナリ
ティ障害・てんかん複雑部分発作・軽度知的障害
コンサルテーション受ける
妄想は持続したが対象から遠ざけ施設入所
入院期間=3年

60代　器質性妄想性障害（F0）・てんかん（鑑定
時）
→入院後、妄想性統合失調症・てんかん　へ診断変
更
記憶障害あり内省積み重ならないが施設入所
入院期間=3年

処遇終了率高群施設（4施設）通院処遇への移行事
例の概略

処遇終了率低群施設（4施設）通院処遇への移行事
例の概略

50代　アルコール依存症（病的酩酊）（F1）  アル
コール依存症に対する認知行動療法・抗酒剤処方、
作業所等で日中活動を組む。
家族同居
入院期間=3年

40代　覚醒剤使用による残遺性性精神病性障害
（F1）
統合失調症に診断変更、CLZ処方、スキーマ療法に
てスキーマと他害行為の関連を学習
入院期間=2年

60代　アルコール性精神病（F1）、軽度知的障害
アルコール依存症への治療プログラム
高齢者施設入所
入院期間=2年

40代　覚醒剤中毒後遺症（F1）、薬物依存、軽度知
的障害
依存症回復支援施設への入所
入院期間=3年

40代　自閉スペクトラム症（F8）、注意欠如・多動
症 短期精神病性障害に抗精神病薬、自閉スペクトラ
ム症への心理教育実施
入院期間=2年半

40代　中等度知的障害（F7）　IQ=47
自身で活用できないため支援者用クライシスプラン
施設入所
入院期間=1年半

30代　自閉スペクトラム症（F8) 　IQ=61
リラックスアイテム使用、施設入所
入院期間=3年

20代　自閉スペクトラム症（F8）、非定型精神病
行動制限群　共に作成していく可視化した治療方針
入院期間=4年

F0：器質性精神障害
F1：物質使用障害

ADL：Activities of Daily Living
MoCA-J：日本語版Montreal Cognitive Assessment

HDS-R：改訂 長谷川式簡易知能評価スケール

IQ：Intelligence Quotient
CLZ：Clozapine
OLZ:Olanzapine

MDT:Multi-Disciprinaly Team
m-ECT:Modified Electro Convulsive Therapy

通院処遇-入院（通院処遇となると同時に精神保健福祉法入院）
SDM with CF:Shared Decision Making with Case Formulation

行動制限群：（入院以来隔離回数5回以上、隔離総日数28日以上、拘束1回以上のいずれかのある事例）

8）F1・F7・F8～全例通院移行

F7：知的障害
F8：発達障害

7）F0　60代以下（器質性精神障害）　※診断変更

6）内省・洞察の欠如

表5　処遇終了基準に関する検討会事例
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カテゴリ 石津Dr 本村Dr 大鶴Dr
1)身体疾患 　　△（場合分け有り）

〇癌のターミナル ＋全身
状態悪化など再他害行為遂
行のリスクが下がっている
／＋ターミナルケアを受け
ながら指定通院医療の継続
が困難な場合→処遇終了
×ないし△
癌のターミナルであっても
 再他害行為リスクあり
指定通院の継続が可能な場
合
→通院処遇望ましいが 
ケースバイケース

〇 〇

2)外国への帰国 〇 〇 〇

3)F0　高齢者（70
代以上）（認知
症）

　　△（場合分け有り）

×HDS-R21点以上など認知
機能や自立度が比較的高い
場合

△
軽度はがんばるべき

　　　　 △

〇認知症が重度＆再
他害行為リスクが著
しく低減→処遇終了
×認知症が軽度＆再
他害行為リスクが残
る場合→不適

4)頻回/長期の行
動制限
～暴力抑制困難

△（場合分け有り）

×他害リスクが高い事例は
基本的に不可
△知的障害＋ASD（ADHD）
など強度行動障害
△認知症＆要行動制限
→通院処遇を付けるケース
あって良い
△CLZ、ECTなど生物学低治
療、心理社会的治療を尽く
し、受け入れ医療機関と十
分協議した上検討だが一般
精神科はマンパワー限られ
る

△
事例により許容できる
10年は頑張るつもりで

×

5)治療拒否 × × ×

6)内省・洞察の
欠如

× × ×

7)F0　60代以下
（器質性精神
障害）

　　　　　 △

患者群として均一な群でな
いため
できる限り治療は尽くすべ
き
統合失調症の発症を考えク
ロザピンも検討したい

△

事例により許容できる

　　　　 △
濃密で多層的な多職
種治療・多機関連携
が必要な触法精神障
害者の中核群
ただし11年間濃厚な
治療を行っても困難
が強い症例で処遇終
了もやむなし

表6　処遇終了基準に関する検討会事例　登壇者意見まとめ
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カテゴリ 石津Dr 本村Dr 大鶴Dr
8)F1・F7・F8 　　△（場合分け有り）

F1
〇アルコール依存症が主診
断
〇アルコール性精神病で摂
取時のみ惹起＆心理社会的
治療が十分できる
△アルコール性精神病 ＆
認知機能の問題で心理社会
的治療が十分できない時
×アルコール性精神病 ＆
持続する精神病症状
×覚醒剤残遺性精神病性障
害

F7
〇中等度以上の知的障害 
強度行動障害として障害者
福祉・医療の連携につなげ
ることができれば
△暴力リスクが著しく高い
ケース

F8
×ASDに精神症状ある時

　　　　△

ケースバイケース

　　　　△

F1,F7,F8単独診断で
対象行為時に疾病性
を満たさない例
ただし、治療継続が
必要な場合は慎重に

F0：器質性精神障害
F1：物質使用障害

ECT:Electro Convulsive Therapy

HDS-R：改訂 長谷川式簡易知能評価スケール
ASD：自閉スペクトラム症

ADHD：注意欠如多動症

F7：知的障害
F8：発達障害

CLZ：Clozapine

表6　処遇終了基準に関する検討会事例　登壇者意見まとめ
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1

「処遇終了にも大きく分けて2種類ある。つまりは本人にメリットがある、患者さんのためになる
処遇終了と、それは関係なくこちらが諦める処遇終了。大きくはその２つ。」「要はターミナル
ケアを受けるためとかいろんなことを勘案して、処遇終了した方が本人のためになるであろうと
いう場合は良いと思う。」

2

「アウトカムは患者さんが地域でちゃんと生活できる。ただそれだけだと思う。それができてる
んなら処遇終了で構わないです。身体的ケアがしっかり受けれるなら早く処遇終了した方が良
い。医療の完成度だけ高めようとすると入院期間長く10年超えんとあかんことがあるかもしれな
い。そこに関しても逆の方向からの意見もあると思います。アウトカム一つ、統一というかここ
にいない人も含めて考えないといけない。想像力を、医療観察法を主にやっている人だけでな
く、医療観察法をやっていない人も、あるいは一般の市民も裁判官もどう考えるかと考えると、
在宅に帰れて、在宅に帰れるだけじゃないし、その人が何とかその人らしく生きれる、孤独を選
ぶ人もいるかもしれないし、誰かとつながることを選ぶ人もいるかもしれない。それぞれの価値
観。僕の価値観では一緒にいてほしいと思うが、それはわれわれの勝手な価値観。村上先生が仰る
ことは一方では同意する。それはきちんとチーム医療が在宅でもおこなわれながらケア密度を
保っている医療を広げたいという思いを乗せると、処遇終了を減らして、受け入れ手があったと
してもそこに指定通院で受けてもらうという思いもよくわかる。そこは分けて考えた方がいいと
思う。患者さんの幸せを前提に考えると仰ったケースは処遇終了でいいし。一方で、在宅医療の
密度がもっと上がるということを目標にすると、もちろん指定通院先を広げる努力はするけれ
ど、それだけではなく多くの精神科医療の従事者が在宅で患者さんが生きていくのが普通となっ
ていくように理念とか政府とかそれぞれできることをやっていくことのような気がします。」

3
「その患者さんがどのような形で退院できるのか、地域処遇できるのかと考えたときに、時間と
メリットを考慮した時に処遇終了は有りだと思いますし、どうしても統合失調症が慢性化して脆
弱化したときにどうしても地域処遇できない人は一部いる。」

4
「あんまり成功していないけど処遇終了の場合分けをシンポジウムでさせて頂いた。
良い処遇終了と悪い処遇終了があると思っている」

5

「治療拒否の対象者さんにおける処遇終了に関してですが、個人的にはトラウマに限り△と考え
るところがあります。指定入院医療機関の医療環境はトラウマインフォームドケア(TIC)の環境づ
くりになっていくと思うんですが、私は個人的には一般精神の方ではトラウマ患者さんの治療で
場合によっては催眠法をすることもある。統合失調症の患者と違い、トラウマのアプローチは
100％合意がなければ侵襲的な治療になるので、選択をしないと。TIC自体も傷をどういうふうに
取り扱うか。積極的にこうするようなアプローチをするときは患者さんの判断にゆだねる環境づ
くりをするところからTICであると個人的には解釈している。そうなると指定入院の入院環境はど
うやっても強制的な入院治療をする場。構造自体がTICの環境づくりに限界があると思っていま
す。であるとトラウマに対して、入院治療の場に居続けること、一日一日居続けること自体がト
ラウマ、TICの考えに基づけば一日一日が加害になってしまうのではないかと思う。そう考えると
トラウマの患者さんに関して言うと8に近い。傷を開けないまま生活することを患者さんが選択す
るならそれを尊重する。その選択を尊重して処遇終了することを多職種チーム（MDT）で協議して
いくような様子を対象者に見せることが、患者さんにとっては信頼できるMDTとして認識していた
だくようになるのではと思う。我々としてはいくらTICの環境づくりをしていかなければならない
とはいえ、制度自体の作り方に限界があるということをみないといけないのではないか」

（5への反論）トラウマインフォームドケアの視点から見たとき、確かに強制性という枠組みから
見ると再加害になるという視点は重要で配慮しないといけないと思うんですが、実際にスタッフ
を見ていくと作業療法とか心理療法とか生活の細かい支援とか、そういった強制的な枠組みの中
で依存と反発を繰り返すところを丁寧に見ていって、いわゆる信頼関係をスタッフと作る中では
じめてトラウマ体験に対してポジティブな体験をして回復につながっていくな、という印象を受
けていて、一概にこの環境はダメだとは言いきれずに考えています。」

表7　処遇終了基準に関する検討会　論点1）良い処遇終了と悪い処遇終了
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1

「こちらがこれ以上厳しいという諦める処遇終了は最小化したほうが良いと思う。諦め
る方の処遇終了に関してはハードルを設けたほうが良い。治せる施設に移す、ブロック
会議の中で少なくとも諦める方の処遇終了に関しては許可をもらう。諦めてしまって他
の目が入らない処遇終了を減らさなきゃならないという気がしました」

2

「転院の部分です。自分たちがバンザイになった時は転院できるのは大事。」「重い人
を診ようとして行くと、重い人の回復は薬もいいけど薬じゃない前提なんですよ。薬も
いるけどその人とつながることができるか。本当にわずかな信頼を重ねることができる
か。いったん一時的に診て次に戻したらいいか、ということになりにくい。重い人を
いったん受けて、重い人が回復に向かうのをやりきるのを診ていくと、重い人を診ると
ころには重い人が増えていく。するとどこかで、ダムが決壊するということがあちこち
で起きるかもしれない。そのことはなかなか難しい。転院をもっと自由にするにはどう
準備をすればいいか。ちょっとよそで1回診てもらうということをするにはどうしたらい
いか。流動化をする方法をもう少し具体化することができると双方良いんじゃないか。
非常に苦しくなっている病院においても、患者さん自身も回復する場所をどこかで見つ
ける。そんなことを実現するには何がいるんだろう。」

3

「処遇終了は将来的にもゼロにならないと思う。だけどそれを安易な形にしないことが
大事で、そのためのプロセスは必要だろう。」「チームを一つのチームだけで引っ張ら
ないとか、病棟もそのチームだけでやらせないとか。一つの医療機関だけでやらないよ
うに、転院であるとか転院のブロック会議とかもありますが、制度的に、壁屋が発表し
てくれた4つのディメンションがある中で、左下（平均在院日数短期・処遇終了率低群）
の優等生的な施設が合議するときに課題となる施設に入ってもらって、出すか出さない
かよりも、どういう方法があるのか、そういう建設的な意見を出しながら、それで対応
してもどうしてもダメな場合というのは処遇終了有りなんじゃないか、あるいはどうい
うふうな対応の仕方ががあるんじゃないかというのが話し合えるといいんじゃないかと
思います。」「処遇終了は決して良いわけではないが、どういう形でやっていくかとい
うことをどういう形でやっていくかということを、こういう形でずっと継続的に話し
合っていく、議題にしていくこと、より減らしていく、治療技法も昔はクロザピン少な
かったのが一般的になってきたように変わっていくわけですから、そういったところを
継続して話し合っていければと思う」

4

「全体聴いていて思ったんですけど、あくまでも今回は研究班ということで考えたんで
すけど、処遇終了基準を決めるのか、処遇終了判断のプロセスを考えるのか。自分とし
てはプロセスを考える方が現実的じゃないかと思っています。決めていくときにどう
いった手順を踏まえないといけないかとか、さっき議論出ていたブロック会議の中で、
客観的な意見の中で処遇終了の申し立てをするかしないか、ある程度外の医療機関と検
討していいという感じがしました」「共通性に注目して一般的なルール作りをするの
か、個別性に注目して個別的な検討プロセスをどうするのか、方向性が必要じゃないか
と思います。」「近くに力強い指定通院医療機関があると処遇終了せずにするという気
がしています。指定入院医療機関と指定通院医療機関の、特に指定通院医療機関による
地域ケアの能力とかそういったもので処遇終了基準が変わってくるという視点を何らか
の形で盛り込めないか」

表8　処遇終了基準に関する検討会　論点2）処遇終了のプロセスを考えるべき
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1
（再掲）「医療観察法は我々多職種チームが個別性を高めるために、毎日精進をしてい
けるかが使命だと思っている」

2

「処遇終了がファストパスみたいな感じになっちゃった。この人何ともならないし、処
遇終了という札を出せば裁判所も認めてくれるから退院になるんじゃないかという話
が、だんだん、当初は本当に困っていたが、だんだんハードルが下がっていって、これ
は難しいんじゃないかというのがいろんなところから出てくると、治療的な能力が落ち
るということが非常に危惧がされました」

3
（再掲）「治療技法も昔はクロザピン少なかったのが一般的になってきたように変わっ
ていくわけですから、そういったところを継続して話し合っていければと思う」

4

「処遇終了に対しては根性論みたいに頑張るという感じではなく、ある程度今までの医
療の中でできなかったケースを積極的に診て新しいアプローチすることで、治療技術の
向上とかもあって、わずかではあるかもしれませんがこの20年間で対象とするケースが
増えてきたり、新しい方向が出てきたように思います。あと医療機関一つだとどうして
もその中で限られた医療の可能性があるわけですけど、（中略）ブロック会議、指定通
院医療機関に入ってもらってもいいが、医療機関の連合体としての治療能力とか、そう
いったものをもっと活用していくような方向も確かに良いと思う」

表10　処遇終了基準に関する検討会　論点4）治療技術・支援体制の向上

1

「医療観察法は裁判所も関わる、鑑定でも必要だと言われて、厳然たる事実が重なっ
てきて入ってきている。われわれ医療者が勝手に判断すべきものではない。治療抵抗
性が問題になる方と言うと、指定通で集団適応が良くないと指定通に行けないとか。
ある意味通院処遇のモデルになる、医療の完成度を高める話になるんですけど、そう
いうふうになっていかないと通院医療にならないというのは当てはめだと思う。医療
観察法は我々多職種チームが個別性を高めるために、毎日精進をしていけるかが使命
だと思っている。個別性を考えていくと、治療反応性に問題がある方を考えるとき
に、どれを診るべきかというよりどれを諦めるべきかと考えた方が良いというのが私
の意見。諦め方を考えるときに医療者が判断するというところをどういう風に考える
かですけど、通常裁判所に申し立てをすると裁判官や審判員は指定入院医療機関の意
見に引っ張られるということはどうしてもある。村杉先生に示して頂いた図のよう
に、手続き、第三者の意見を入れられるような仕組み、手続きを考えるのが妥当では
ないかと思います。治療反応性に問題がある方の第三者の意見を入れる仕組みづくり
をぜひ考えたい。」

指定通：指定通院医療機関

表9　処遇終了基準に関する検討会　論点3）第三者の意見を入れる仕組みが必要
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令和 7年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための 

連携等の方策を推進するための研究 

「指定入院医療機関の機能改善とクリティカルパスに関する研究」 

（壁屋分担班）研究協力報告書 

 

クリティカルパスの利用促進、実態調査、効果検証 

 

研究協力者 村杉 謙次  国立病院機構小諸高原病院 

 

研究要旨： 

本研究は、令和 5年度から令和 6年度にかけて作成した医療観察法クリティカルパスの普及と効

果検証を行うことを主目的とする。 

令和 7年度の本研究においては、普及方法の柱として、「教育と研修」「具体的な活用例の提示」「ツ

ールの配布」「メリットの明確化」「実践サポート」の 5項目を挙げ、各項目を念頭に置いた 2度の研

修会を開催し、研修終了後に研修内容やクリティカルパスに関するアンケート調査も実施した。また

効果検証の方法として、実際にクリティカルパスを試行した担当多職種チーム（以下、MDT）や医療観

察法入院対象者（以下、対象者）の評価に基づく判定を検討し、調査票を作成した。その結果、以下

の結論が得られた。 

・ クリティカルパス研修と MDT 研修という形式の違う 2 つの研修に対する評価を通し、クリティカ

ルパス研修が、クリティカルパスの普及という観点で、より有用である可能性が示唆された。 

・ クリティカルパス研修が有用性を示した要因としては、クリティカルパスに特化した自由参加型

の集合形式の研修であり、普及方法の 5つの柱である「教育と研修」「具体的な活用例の提示」「ツ

ールの配布」「メリットの明確化」「実践サポート」の全ての要素を満たした構成であることが考

えられた。 

・ クリティカルパスの効果検証を行うには、研究協力施設数の増加が不可欠となり、クリティカル

パスが指定入院医療機関の課題である均てん化や入院期間の短縮、処遇終了率の低下を目指す上

での一助となる可能性を示していくことが、研究協力施設数の増加につながるものと考えられる。 

・ クリティカルパス研修方式の研修を開催し、その中で指定通院医療機関の課題解消に向けた一助

としてのクリティカルパスの有用性を示すと共に、実践サポートの方法として、クリティカルパ

ス導入施設に対するフォローアップ体制について検討していく。 

・ クリティカルパスの普及並びに研究協力施設数の増加を促進するためにも、今後改定が見込まれ

るガイドラインへの医療観察法クリティカルパスの収載を目指していく必要がある。 

研究協力者（順不同、敬称略）  

壁屋康洋 国立病院機構榊原病院 

竹田康二  国立精神・神経医療研究セ

ンター病院  
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鈴木敬生 同上 

津田哲也 同上 

塚田浩行 同上 

山元直道  同上 

鬼塚俊明 国立病院機構榊原病院  

髙野真弘 同上 

中辻望来 同上 

浅野琴美 同上 

田本 満 同上 

久保彩子 国立病院機構琉球病院  

前上里泰史 同上 

山城琢也 同上 

賀古勇輝  北海道大学病院附属司法精

神医療センター  

福澤宏之 同上 

高張陽子 同上 

國田幸治 同上 

野村照幸 新潟医療福祉大学  

松浦佳代 国立看護大学校  

坂田正史 長野地方裁判所  

根岸達也 法務省保護局  

小澤光俊 水戸保護観察所  

小川太郎 国立病院機構小諸高原病院 

若林可織 同上 

矢島秀晃 同上 

宮沢泰裕  同上 

堀内泉辞 同上 

藤野健一  同上 

 

Ａ．研究目的  

「心神喪失等の状態で重大な他害行為を

行った者の医療及び観察等に関する法律

（以下、医療観察法）」が施行され、20 年が

経過した。医療観察法施行時に厚生労働省

から示された入院処遇ガイドライン（以下、

ガイドライン）には統合失調症の典型例の

クリティカルパスしか示されておらず、他

の疾患や類型に対する治療や処遇は示され

ていない現状や、ガイドラインに示されて

いる統合失調症事例のクリティカルパスに

ついても、臨床現場での使用頻度は多くな

く、実際の医療内容との乖離が認められる

ことを踏まえ、令和 5 年度・6 年度の「入

院対象者の類型化に基づくクリティカルパ

スの開発と退院促進」研究において、医療

観察法クリティカルパスを作成した。  

本クリティカルパスは医療観察法入院処

遇対象者（以下、対象者）の約 8 割を占め、

疾病及び関連保健問題の国際統計分類（以

下、ICD-10）の F2 に分類される統合失調症

圏を想定した共通クリティカルパスと、主

診断もしくは副診断としての他の疾患（F0：

器質性精神障害、F1：物質使用障害、 F3：

気分障害、F7：知的障害、 F8：発達障害、

F9：行動・情緒障害）を想定した疾患別コ・

パスに分けることとした。本クリティカル

パスは、担当多職種チーム（以下、MDT）が

主体となり、導入時期の目安のチェックシ

ートとして使用するものであり、対象者の

診断や病態に応じ、共通クリティカルパス

に加え、疾患別コ・パスの使用を検討する

形とした。 

令和 7 年度の本研究は、医療観察法クリ

ティカルパスの普及と効果検証を行うこと

を主目的に実施する。 

 

Ｂ．研究方法  

1) 普及方法  

「国立研究開発法人 日本医療研究開発

機構委託研究 医療観察法の諸ガイドライ

ンの見直しの必要性に関する研究（平成

27 年度～29 年度村杉班）」において作成し

た統合失調症事例のクリティカルパス案な

らびに重複障害コ・パス案については、研

究報告書への掲載や各種研修会・学会での

告知という方法で浸透を図ったものの、十

分に各指定入院医療機関に普及させること

ができなかった。そこで令和 7 年度の本研
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究においては、以前のクリティカルパスの

普及において不足していたと考えられる

「教育と研修」「具体的な活用例の提示」

「ツールの配布」「メリットの明確化」「実

践サポート」を普及方針の柱として設定し

た。そして、これらの方針に則った研修の

場として、医療観察法クリティカルパス研

修（以下、クリティカルパス研修）を計画

し開催した。また例年開催される医療観察

法 MDT 研修（以下、MDT 研修）内でも、医

療観察法クリティカルパスに関る講義とグ

ループワークのセッションを設定した。さ

らに、クリティカルパス研修ならびに MDT

研修の参加者全員に医療観察法クリティカ

ルパスを配布した。 

 

2）効果検証  

クリティカルパス研修に参加した 26 施

設を対象に、「 1.クリティカルパスを試行

することが可能であり、対象者・ MDT に対

するアンケートにも回答することが可能」

「2.クリティカルパスを試行することは可

能であるが、対象者・MDT に対するアンケ

ートに回答することは困難」「 3.クリティ

カルパスを試行することは困難であるが、

対象者・MDT に対するアンケートには回答

することが可能」のいずれかの形での、本

研究への協力依頼を行った。  

クリティカルパスを試行した対象者・

MDT の評価に基づく検証方法を検討し、対

象者向けには共同意思決定度（以下、 SDM-

Q-9）と治療同盟尺度（以下、 WAI）の内容

に即したアンケート調査（図 1）を、MDT

向けには医療観察法クリティカルパスの使

用感に関するアンケート調査（図 2）を検

討し、調査票を作成した。また壁屋班の指

定入院医療機関の機能改善研究として、各

指定入院医療機関ならびに所属する職員を

対象として収集する平均在院日数と日本語

版精神科多職種チーム医療アセスメントツ

ール（以下、CPAT-J）の評点を、調査票の

結果と共にクリティカルパス試行施設およ

び非試行施設とで比較することとした。  

 

（倫理面への配慮）  

本研究は研究分担者が所属している国立

病院機構榊原病院倫理委員会より承認を得

て実施している（承認番号 2024-10）。 

 

Ｃ．研究結果  

1) クリティカルパス研修  

 令和 7 年 7 月 5 日に、集合形式で以下の

内容で開催した。 

・  医療観察法クリティカルパスの概要説

明 

・  共通クリティカルパス、疾患別コ・パス

の具体的な運用説明 

・  クリティカルパスの病棟への展開方法

の説明 

・  クリティカルパス運用シミュレーショ

ン（実際にクリティカルパスを操作、参

照しながらの個別ワーク）  

研修参加施設数は 26 施設で、参加者数は

66 名であった。研修終了後に各参加者に研

修の満足度や各クリティカルパスの使用感、

クリティカルパス使用により期待できる効

果、臨床業務の中での使用可能性に関する

アンケート調査を実施し、61 名の参加者よ

り回答を得た（回収率 92.4%）。参加者のう

ち過半数の 33 名（54%）が医療観察法病棟

の経験年数が 5 年以下であったが、経験年

数が 10 年以上の職員も 17 名（28%）参加し

ていた（図 3）。 

研修の満足度は 7 件法で平均 4.8 点と高

く（図 4）、クリティカルパス使用により期

待できる効果については、複数回答可の選

択式で調査を行い、「指定入院医療機関の均

てん化への期待」が最多（ 54 名：88.5%）で
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あり、次いで「治療状況の共有と確認」（ 53

名：86.9%）、「スタッフ教育」（ 51 名：83.6%）

の順に期待が寄せられた（図 5）。 

臨床業務の中での使用可能性について

は、「取り入れたいが時間を要する」が最多

（22 名：36%）であり、次いで「 MDT ごとに

実施可能な事例もある」（ 16 名：30%）、「病

棟として実施可能」（16 名：26%）となって

おり、「使用は困難」との回答は 0 名であっ

た（図 6）。 

各クリティカルパスの使いやすさと有用

性については、7 件法による評価を実施し、

全て平均 4 点以上の概ね肯定的な評価が得

られた（図 7～図 13）。 

研修やクリティカルパスに対する自由記

載では 23 名（回答者の 38%）から、以下の

ような意見が得られた。  

・  視覚化・可視化の有用性  

・  ロードマップとしての対象者との共有  

・  導入には前向きであるが、使用開始まで

の困難の予想 

・  クリティカルパスを使用する側の均て

ん化への意識の必要性  

2）MDT 研修  

令和 7 年 10 月 3 日に「 MDT の連動の評価

とクリティカルパス」とのテーマで、Web に

よる配信形式で開催され、研修の一部とし

て、医療観察法クリティカルパスの概要や

使用方法に関する講義と、入院複雑事例に

対し、クリティカルパスの使用を推奨した

形でのグループワークを実施した。研修参

加施設数は 31 施設であり、参加者数は 131

名であった。研修終了後のアンケート調査

の一部で、医療観察法クリティカルパスの

使用感に関する調査を実施した。評価方法

は、クリティカルパス研修後のアンケート

調査と同様に、各クリティカルパスの使い

やすさと有用性に関する 7 段階評価を行っ

た。 

アンケート調査への回答者は、129 名（回

収率 98.5%）であり、そのうち 98 名（76%）

が医療観察法病棟の経験年数が 5 年以下で

あった（図 3）。各クリティカルパスの使い

やすさ・有用性については、3 点台後半～4

点台前半の評価が得られ、クリティカルパ

ス研修後のアンケート調査と比較し、総じ

てやや低い評価となった（図 7～図 13）。  

クリティカルパスに対する自由記載では、

10 名（回答者の 8%）から以下のような意見

が得られた。 

 日々の業務やクリティカルパスの見直し

における活用 

 使用方法に関する理解が向上  

 入院期間の短縮や指定入院医療機関の均

てん化を念頭に置いたクリティカルパス

の使用の必要性 

3）クリティカルパスの効果検証  

 クリティカルパス研修や MDT 研修を通し、

クリティカルパスの試行研究への協力依頼

を行い、「 1.クリティカルパスを試行するこ

とが可能であり、対象者・ MDT に対するア

ンケートにも回答することが可能」な施設

が 7 施設、「2.クリティカルパスを試行する

ことは可能であるが、対象者・ MDT に対す

るアンケートに回答することは困難」な施

設が 4 施設、「3.クリティカルパスを試行す

ることは困難であるが、対象者・ MDT に対

するアンケートには回答することが可能」

な施設が 5 施設との回答が得られた。  

 令和 9 年度に、前述した調査票と平均在

院日数、CPAT-J による評価を行い、医療観

察法クリティカルパスの修正を行うと共に、

クリティカルパス試行施設および非試行施

設との間で、病棟機能に関する比較・検討

を行う予定である。 

 

Ｄ．考察  

1) クリティカルパスの普及について  
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 研修後のアンケート調査の結果からは、

総じてクリティカルパスの使用感や有用性、

研修の内容に関し、クリティカルパス研修

の方が MDT 研修会よりも肯定的な評価が得

られた。その背景としては、クリティカル

パス研修がクリティカルパスに特化した自

由参加の研修であり、クリティカルパスへ

の関心度が高いスタッフの参加率が高かっ

たことが要因として考えられる。またクリ

ティカルパス研修が、普及方法の 5 つの柱

である「教育と研修」「具体的な活用例の提

示」「ツールの配布」「メリットの明確化」

「実践サポート」の全ての要素を満たした

構成であり、一方で MDT 研修が「教育と研

修」「ツールの配布」の 2 つの要素のみを満

たす構成となっていることも評価の差異と

して表れているものと考えられる。その他、

クリティカルパス研修が集合形式であるの

に対し MDT 研修は Web 形式であることや、

クリティカルパス研修参加者の方が医療観

察法病棟経験年数が長い傾向にあり、臨床

現場におけるクリティカルパスの有用性に

ついてより考える機会が多い状況にあるこ

とも評価の差異に影響している可能性も考

えられる。 

 少なくとも普及という観点からは、いか

にクリティカルパス使用に関する動機づけ

の高いスタッフを巻き込み、病棟にフィー

ドバックしていただくかが重要であると考

えられるため、今後も「クリティカルパス

研修」方式の研修を開催していく必要があ

る。 

令和 8 年度は関連職種研修会において、

クリティカルパス研修の時間を設けると共

に、「実践サポート」として、パス導入（予

定）施設に対する導入支援やフォローアッ

プ体制について検討していく。  

 

2) クリティカルパスの効果検証について  

クリティカルパスの効果検証を行う上

で、研究協力施設数の増加が不可欠となる。

指定入院医療機関の均てん化や入院期間の

短縮、処遇終了率の低下等、指定入院医療

機関に求められている課題について改めて

共有するとともに、それらの課題に取り組

む一助としてクリティカルパスが有用とな

る可能性を繰り返し示していくことが、研

究協力施設数の増加につながるものと考え

られる。また今後改定が見込まれるガイド

ラインに医療観察法クリティカルパスが収

載される見込みとすることも、クリティカ

ルパスの普及並びに研究協力に向けた動き

を促進する大きな要因になるものと考えら

れる。 

 

Ｅ．結論  

令和 7 年度の本研究においては、令和 5

年度・6 年度に作成した医療観察法クリテ

ィカルパスの普及に向けた取り組みを行う

と共に、医療観察法クリティカルパスの効

果検証に関する検討も行った。その結果、

以下の結論が得られた。  

・  クリティカルパス研修と MDT 研修という

形式の違う 2 つの研修に対する評価を通

し、クリティカルパス研修が、クリティ

カルパスの普及という観点で、より有用

である可能性が示唆された。  

・  クリティカルパス研修が有用性を示し

た要因としては、クリティカルパスに特

化した自由参加の集合形式の研修であ

り、クリティカルパスへの関心度が高い

スタッフの参加率が高かったことが考

えられる。 

・  またクリティカルパス研修が、普及方法

の 5 つの柱である「教育と研修」「具体

的な活用例の提示」「ツールの配布」「メ

リットの明確化」「実践サポート」の全て

の要素を満たした構成であることも要
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因として考えられる。  

・  クリティカルパスの効果検証を行うに

は、研究協力施設数の増加が不可欠とな

り、クリティカルパスが指定入院医療機

関の課題である均てん化や入院期間の

短縮、処遇終了率の低下を目指していく

上での一助となる可能性を示していく

ことが、研究協力施設数の増加につなが

るものと考えられる。  

これらの結論をもとに、以下の方針が策

定された。 

・  今後もクリティカルパス研修方式の研

修を開催し、その中で指定入院医療機関

の課題解消に向けた一助としてのクリ

ティカルパスの有用性も示していく。  

・  実践サポートの方法として、パス導入

（予定）施設に対する導入支援やフォロ

ーアップ体制について検討していく。  

・  クリティカルパスの普及並びに研究協

力施設数の増加を促進するためにも、今

後改定が見込まれるガイドラインへの

医療観察法クリティカルパスの収載に

向けて継続して働きかけていく。  

 

Ｆ．健康危険情報  

 なし 

 

Ｇ．研究発表  

1．論文発表   

なし 

 

2．学会発表  
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図1 調査票（対象者向けアンケート）

対象者向けアンケート

【目標の一致】
●私は、医師またはMDTとの面接（以下、面接）の効果について、心配している。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●面接で行っていることは、私に新しい見方を提供してくれる。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTは私が達成すべき目標を正確にとらえている。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●面接の目的をはっきりさせることができたらと思う。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●面接での目標は私にとって、重要である。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●面接でしていることは、私の変えたいと思っている目標に達成する助けとなると感じる。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTと私は、お互いに合意した目標に向かって面接をしている。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●面接を通して、自分がどのように変わることができるか、よりはっきりしてきた。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTと私は、私の問題について異なった考えをもっている。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTと私は、この面接での目標を協力して設定した。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●私にとっていい変化は何か、私たちはよく理解するようになった。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●この面接の結果がどのようになるのか、見当がつかない。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

医療観察法病棟での入院治療を振り返り、主観で構いませんので、以下の質問において、当てはま
る数字に〇をつけてください。
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図1 調査票（対象者向けアンケート）

【課題の一致】
●医師またはMDTと私は、私の状況を改善するために、面接で行うことについて合意している。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●私は、面接でしていることに、当惑させられることがある。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●面接から私が得るべきものについて、医師またはMDTと私は意見が違う。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTと私の時間の使い方は効果的でないように思う。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTは、私が面接でしようとしていることを理解していないと思う。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●私は、面接での私の責任を理解している。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●面接でしていることは、私の関心事と、関係ないように思う。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTが私に面接中に何をしてほしいか、はっきりわかる。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●私にとって、面接でするべきことについて、私たちは合意している。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●私は、この面接に対して、不満を感じている。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTが私にするようにすすめることは、よくわからない。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●私の問題について今行っているやり方は、あっていると思う。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ
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  図1 調査票（対象者向けアンケート）

【情緒的絆】
●医師またはMDTといると居心地が悪い。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTと私は、お互いを理解している。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTは私のことを好いていてくれていると思う。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTは私の幸せを本当に心配してくれている。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTと私は、お互いに敬意を払っている。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTは私に対する気持ちに、完全には正直でないと感じる。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTは私を助けてくれる能力をもっていると確信している。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTは私のことを、高く評価していると感じる。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTと私は、お互いを信頼している。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●医師またはMDTとの関係は、私にとってとても大切である。
1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

1.全くない　2.めったにない　3.時々しかない　4.時にはある　5.しばしばある
6.たいていいつも、またはとてもそうだ　　7.いつも、または完全にそうだ

●私が間違ったことを言ったりしたりしたら、医師またはMDTは私との面接をやめるような気がす
る。

●医師またはMDTがいいと思わないことを、私がしても、医師またはMDTは私のことを心配してくる
と思う。
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図1 調査票（対象者向けアンケート）

【共有決定度】

1.全く当てはまらない 2.ほとんど当てはまらない 3.どちらかといえば当てはまらない
4.どちらかといえば当てはまる　 5.おおむね当てはまる　 6.よく当てはまる

●医師またはMDTは、私がどのように決定に関わりたいかを丁寧に確認をしてくれた。
1.全く当てはまらない 2.ほとんど当てはまらない 3.どちらかといえば当てはまらない
4.どちらかといえば当てはまる　 5.おおむね当てはまる　 6.よく当てはまる

●医師またはMDTは、今回の病状に対して様々な治療の選択肢があることを伝えてくれた。
1.全く当てはまらない 2.ほとんど当てはまらない 3.どちらかといえば当てはまらない
4.どちらかといえば当てはまる　 5.おおむね当てはまる　 6.よく当てはまる

1.全く当てはまらない 2.ほとんど当てはまらない 3.どちらかといえば当てはまらない
4.どちらかといえば当てはまる　 5.おおむね当てはまる　 6.よく当てはまる

●医師またはMDTは、（説明された）すべての情報を理解できるように私をサポートしてくれた。
1.全く当てはまらない 2.ほとんど当てはまらない 3.どちらかといえば当てはまらない
4.どちらかといえば当てはまる　 5.おおむね当てはまる　 6.よく当てはまる

●医師またはMDTは、私が治療においてどの選択肢を希望するのか訊いてくれた。
1.全く当てはまらない 2.ほとんど当てはまらない 3.どちらかといえば当てはまらない
4.どちらかといえば当てはまる　 5.おおむね当てはまる　 6.よく当てはまる

●医師またはMDTと私は、それぞれの治療方法について徹底的に比較検討した。
1.全く当てはまらない 2.ほとんど当てはまらない 3.どちらかといえば当てはまらない
4.どちらかといえば当てはまる　 5.おおむね当てはまる　 6.よく当てはまる

●医師またはMDTと私は、一緒に治療上の選択肢を選んだ。
1.全く当てはまらない 2.ほとんど当てはまらない 3.どちらかといえば当てはまらない
4.どちらかといえば当てはまる　 5.おおむね当てはまる　 6.よく当てはまる

●医師またはMDTと私は、今後の治療の進め方について合意した。
1.全く当てはまらない 2.ほとんど当てはまらない 3.どちらかといえば当てはまらない
4.どちらかといえば当てはまる　 5.おおむね当てはまる　 6.よく当てはまる

ご協力、ありがとうございました。
記入漏れがないかご確認お願いいたします。

●医師またはMDTは、治療に関して何らかの決定をしなければならない事があるということを明確
に伝えてくれた。

●医師またはMDTは、それぞれの選択肢におけるメリット(利点)とデメリット(欠点)を明確に説明
してくれた。
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図2 調査票（MDT向けアンケート）

パスの使用感に関するスタッフアンケート

職種（　　　　　　）　　　医療観察法病棟経験年数（　　　年）

【クリティカルパスの効果について】
１．『クリティカルパス』は指定入院医療機関の均てん化に役立つ
　全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

２．『クリティカルパス』はスタッフ教育に役立つ
　全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

３．『クリティカルパス』は入院期間の短縮につながる
　全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

４．『クリティカルパス』は治療状況の確認と共有に役立つ
　全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

５．『クリティカルパス』は困難症例の検討に役立つ
　全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

６．『クリティカルパス』を使用することで、多職種連携がスムーズになる
　全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

【クリティカルパスと治療プログラムの連動性】
７．『クリティカルパス』を使用することで、入院治療の見通しが持てる
　全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

８．『クリティカルパス』の各ステージで行うプログラムの内容は適当である
　全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

９．『クリティカルパス』を使用することで、多職種間・プログラム間の連動性を意識できる
　全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

【クリティカルパスの活用について】
１０．『クリティカルパス』を使用することで、対象者視点での治療を意識できる
全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

１１．『クリティカルパス』を使用することで、CPA会議などで調整官との連携がスムーズになる
全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

１２．『クリティカルパス』は家族や地域支援者への治療進捗の説明に役立つ
全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

１３．『クリティカルパス』は入院継続や退院申し立ての判断材料に活用できる
全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

１４．『クリティカルパス』は裁判所への提出書類の一部として活用できる
全く当てはまらない　　０　１　２　３　４　５　６　　非常に当てはまる

ご協力、ありがとうございました。 
記入漏れがないかご確認お願いいたします。

１５．共通パス、コ・パスそれぞれについて改善した方がよい点や使いにくかった点などございま
したら　ご自由にご記入ください。

施設名（　　　　　　　　　　　）※施設名は試行施設と未試行施設の比較のために必要ですので
ご記入ください。施設名は発表には用いません。

『クリティカルパス』を使用してどのように感じたか、主観で構いませんので以下の　質問にそれ
ぞれ０～６の7段階でお答えください。
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図4 クリティカルパス研修の満足度

MDT: Multidisciplinary Team
図3 研修参加者の医療観察法病棟経験年数
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図5 クリティカルパス使用により期待できる効果

MDT: Multidisciplinary Team

図6 臨床業務の中での使用可能性
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MDT: Multidisciplinary Team
図7 共通クリティカルパスの使用感（7件法）

MDT: Multidisciplinary Team

図8 F0コ・パス（認知症群・高齢者）の使用感（7件法）



- 56 - 

 

  

MDT: Multidisciplinary Team

図9 F0コ・パス（高次脳機能障害群・若年者）の使用感（7件法）

MDT: Multidisciplinary Team

図10 F1コ・パスの使用感（7件法）
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MDT: Multidisciplinary Team

図11 F3コ・パスの使用感（7件法）

MDT: Multidisciplinary Team

図12 F7コ・パスの使用感（7件法）



- 58 - 

 

 

 

MDT: Multidisciplinary Team

図13 F8・F9 コ・パスの使用感（7件法）
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令和 7年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための 

連携等の方策を推進するための研究 

分担研究報告書 

 

医療観察法病棟看護師の機能・役割に関する実態調査と 

看護教育モデルの実践及び効果検証 

 

研究分担者 松浦 佳代  国立看護大学校 

 

研究要旨： 

本研究は、医療観察法病棟の看護業務の実態を調査し、看護師の機能・役割と医療観察法医療・治

療効果との関連を検討すること、指定通院医療機関の看護師も対象とした系統的司法精神看護教育を

開発・実践し、効果等を検証することを目的としている。令和 7 年度は、全国 33 の指定入院医療機

関の承諾を得て、医療観察法病棟の看護業務の実態把握に関する施設別調査および看護師個別調査を

実施した。本研究の目的は、医療観察法病棟における看護実践とアウトカムとの関連、司法精神看護

実践能力と看護実践との関連、ならびに司法精神看護実践能力と病棟組織風土との関連を探索的に検

討し、医療観察法病棟看護師の機能および役割を明確化することである。調査方法は Web質問紙調査

とし、令和 8年 2月 9日時点で施設別調査 32施設 33病棟、看護師個別調査 363名から回答を得た。 

解析の結果、外出外泊業務と隔離実施延べ日数との関連など、看護実践とアウトカムとの関連が

認められたが、その関連の程度は限定的であった。また、医療観察法病棟勤務年数は司法精神看護

実践能力得点と関連しており、専門性の形成には医療観察法医療特有の実践経験が関与している可

能性が示唆された。さらに、司法精神看護実践能力は病棟組織風土と関連しており、専門性の形成

が個人要因のみならず病棟組織風土とも関連することが示された。これらの結果を踏まえ、医療観

察法病棟看護師の機能は、治療と対象者の生活を繋ぐ機能、病棟内の安全管理機能、対象者の安全

と地域生活移行を支える機能、対象者が自らの生活を主体的に営む力を支える機能に整理された。 

研究協力者（順不同、敬称略） 

 壁屋康洋 国立病院機構榊原病院 

本間稔宏  福島県立ふくしま医療セン

ターこころの杜  

瓶田貴和 国立精神・神経医療研究セ

ンター病院  

矢島秀晃 国立病院機構小諸高原病院  

村上裕樹  島根県立こころの医療セン

ター 

 

Ａ．研究目的  

医療観察法入院処遇における医療提供

体制の均てん化と改善のため、課題解決に

向けた研究は重要であるが、医療観察法病

棟で最も人員が多い職種である看護師の

機能や役割の評価および効果に関する全

施設病棟看護師を対象とした大規模調査

はこれまで行われていない。  
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本研究の目的は、医療観察法病棟におけ

る看護実践とアウトカムとの関連（解析 1）、

司法精神看護実践能力と看護実践との関

連（解析 2）、司法精神看護実践能力と病棟

組織風土との関連（解析 3）についての探

索的検討を通じた医療観察法病棟看護師

の機能や役割の明確化である。  

 

Ｂ．研究方法  

1. 調査対象  

調査対象施設は指定入院医療機関 35 施

設のうち研究協力承諾が得られた施設と

した。調査は施設別調査、看護師個別調査

の 2 つを実施した。施設別調査は医療観察

法病棟の看護管理者を対象とした。看護師

個別調査は、医療観察法病棟の看護師（病

棟看護師長を除く）を対象とした。 

2. 調査項目  

1)施設別調査  

項目の詳細は表 1 に記載した。  

(1)医療観察法病棟の体制・運用  

(2)医療観察法病棟看護師の勤務状況  

(3)2024 年 12 月付パフォーマンス指標等  

(4)回答者連絡先 

2)看護師個別調査  

項目の詳細は表 2 に記載した。  

(1)属性 

(2)看護実践 

(3)司法精神看護実践に関する自信の程度  

本項目は日本語版司法精神看護実践能

力測定尺度を用いて測定した 1）。  

本尺度は全 40 項目 4 因子構造、第 1 因

子（理念に基づいたケア）、第 2 因子（対象

者との関係構築）、第 3 因子（治療プログラ

ム・治療的環境の構築と維持）、第 4 因子

（組織の機能促進・スタッフの成長）であ

る。   

(4）現在勤務する医療観察法病棟の雰囲気  

本項目は病棟の組織風土測定尺度を用

いて測定した 2)。本尺度は全 14 項目 4 因

子構造、第 1 因子（コントロール感）、第 2

因子（スタッフのモラール）、第 3 因子（親

密さ）、第 4 因子（学習雰囲気）である。 

施設別調査、看護師個別調査項目の一部

では調査時点を指定して回答を依頼した。

その他は回答時点の回答を依頼した。  

3. 調査方法  

指定入院医療機関 35 施設の看護部長宛

てに研究協力依頼文書一式を送付し、研

究協力承諾が得られた 33 施設に調査協力

依頼文書を送付し、研究参加候補者への

配布を依頼した。 

施設別調査の研究参加候補者には依頼

文書に記載した連絡用 QR コードを通じて

連絡先を収集後、Web 調査用 URL を送付し

た。Web 調査画面で研究参加同意取得およ

び適格性基準の確認後、 Web 調査票への回

答を依頼した。 

看護師個別調査の研究参加候補者には

依頼文書に記載した調査票 QR コードへの

アクセスを通じて研究参加同意と適格性

基準の確認後、Web 調査票への回答を依頼

した。調査票 QR コードは施設別に作成し

た。1 施設 2 病棟設置の施設については病

棟別に QR コードを作成した。  

収集データはパスワード管理機能付き

外部電子媒体にダウンロードして厳重に

管理した。解析用データは、施設別調査結

果については施設名を施設 ID に変換、回

答者の個人情報を削除したものを使用し

た。看護師個別調査結果については施設 ID

を含む文字列で構成する看護師 ID を付与

し、解析用データとした。  

調査は研究協力承諾順に開始した。調査

期間は施設別調査が約 2～3 週間、看護師

個別調査が 4 週間程度とした。調査期間は

令和 7 年 11 月 21 日～令和 8 年 3 月末（予

定）である。 
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4.データ解析  

施設別調査および看護師個別調査結果

の各調査項目について記述集計を行っ

た。看護師個別調査のうち自由記載回答

は内容別に分類整理した。解析 1～3 で

は、探索的に相関分析を行った。  

解析 1 では施設別調査結果を用い、看

護業務と施設アウトカムとの関連につい

て、Spearman の順位相関係数を算出する

ことで検討した。 

解析 2 および解析 3 では、看護師個別

調査結果を用いた。解析 2 では、司法精

神看護実践能力と病棟看護師の個人属性

および経験との関連について、Spearman

の順位相関係数を算出することで検討し

た。また、群間比較には Mann–Whitney の

U 検定を用いた。解析 3 では、病棟組織風

土と司法精神看護実践能力との関連につ

いて、Spearman の順位相関係数を算出す

ることで検討した。 

欠損値のある回答は各項目の解析から

除外した。施設別調査の一部項目では、

回答内容の妥当性を確認できない場合が

あったため、当該回答は記述統計から除

外し、関連項目の回答を用いて近似値を

算出した。全ての統計解析には

SPSS®version29 を用い、有意水準は両側

p<0.05 とした。 

 

（倫理面への配慮）  

本研究は国立健康危機管理研究機構倫

理審査委員会より承認を得て実施した

（承認番号 JIHS-S-005156-00、JIHS-S-00

5156-01）。 

 

Ｃ．研究結果  

令和 8 年 2 月 9 日時点で、施設別調査は

32 施設 33 病棟（回収率 91.4％）、看護師

個別調査は 363 名（回収率 33.0％）からの

回答を得た。 

1) 施設別調査 記述統計  

表 3、表 4、表 5 に、施設別調査の記述統

計を示す。表 5 では一部の変数で施設間に

大きなばらつきが認められたが、特定の値

を外れ値として扱わず、分布の幅として提

示した。本結果から、6 か月間に院外外出

業務に従事した看護師業務量は、小規模病

棟で平均 22.4人、ハーフサイズ病棟で 43.4

人、フルサイズ病棟で 68.5 人であった。外

泊業務についても同様に複数の看護師が

関与しており、外出外泊支援は特定の担当

者に限定された業務ではなく、病棟看護師

の広範な関与のもとで実施されている実

態が示された。 

2）看護師個別調査  記述統計  

表 6 に、看護師個別調査の記述統計を示

す。表 7 に、看護面接で扱う内容に関する

自由記載回答を分類した結果を示す。 

(3)日本語版司法精神看護実践能力測定尺

度（FPNC-J）の得点分布  

表 8 に、日本語版司法精神看護実践能力

測定尺度の総得点および因子別得点の分

布を示す。 

(4)病棟の職場風土測定尺度の得点分布  

 表 9 に、病棟の職場風土測定尺度の総得

点および因子別得点の分布を示す。 

3）解析 1 医療観察法病棟における看護実

践とアウトカムとの関連  

 表 10 に、施設別調査に基づく看護業務

（外出外泊業務）と施設別および病棟別ア

ウトカムとの関連を示す。院内外出業務に

従事した看護師業務量は、平均在院日数と

の間に正の相関が認められた（ρ＝.472）。  

また、院外外出および外泊業務に従事した

看護師業務量、ならびに院外外出業務に従

事した看護師延べ人数は、隔離実施延べ日

数との間に負の相関が認められた（ρ＝

−.423～−.379）。一方で、身体拘束実施延べ
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日数との間には関連は認められなかった。

さらに、院外外出業務に従事した看護師延

べ人数は、処遇終了率との間に正の相関が

認められた（ρ＝.359）。  

以上より、外出外泊業務と各アウトカム

との関連は一様ではなく、アウトカムによ

って関連の有無が異なる結果であった。  

4）解析 2 司法精神看護実践能力と看護実

践との関連  

 表 11 に、看護師個別調査の各変数と日

本語版司法精神看護実践能力測定尺度の

総得点との関連を示す。看護師臨床経験年

数（ρ＝.124）および対象者受け持ち人数

（ρ＝.107）は、実践能力総得点との間に

弱い正の相関が認められた。また、医療観

察法病棟勤務年数は、他の変数と比較して

相 対 的 に 大 き い 正 の 相 関 を 示 し た （ ρ

＝ .302）。看護面接実施頻度（ρ＝ .164）、

院外業務回数（ρ＝ .159）および外泊業務

回数（ρ＝ .187）も総得点と正の関連を示

した。一方、年齢層、看護面接実施時間、

1 日平均治療プログラム参加回数との関連

は小さかった。 

表 12 に、研修参加の有無による日本語

版司法精神看護実践能力測定尺度の総得

点の群間比較を示す。すべての研修におい

て、参加あり群は参加なし群より高い平均

ランクを示した。研修の種類によって平均

ランクの差の大きさにはばらつきがみら

れたが、方向性はいずれも同様であった。 

5）解析 3 司法精神看護実践能力と病棟組

織風土との関連  

表 13 に、日本語版司法精神看護実践能

力測定尺度の得点と病棟の組織風土尺度

得点との関連を示す。司法精神看護実践能

力総得点は、病棟組織風土尺度の各因子お

よび総得点との間に弱い正の相関を示し

た（ρ = .121～.227）。また、司法精神看

護実践能力の各下位因子得点についても、

病棟組織風土尺度の各因子および総得点

との間に弱い正の相関が認められた（ρ  

= .098～.281）。とくに、司法精神看護実践

能力の第 4 因子（組織の機能促進・スタッ

フの成長）は、病棟組織風土の第 4 因子（学

習雰囲気）との間で最も高い相関を示した。 

 

Ｄ．考察  

1）医療観察法病棟看護師の業務特性  

 施設別調査および看護師個別調査の記

述統計から、医療観察法病棟における看護

実践は、平均在院日数が一定期間に及び、

回復期・社会復帰期の対象者が中心の枠組

みのもとで、対象者の段階的な地域移行を

支える継続的関わりとして位置づけられ

る。同時に、セキュリティ業務、常時観察

などのリスク管理業務、治療プログラムへ

の日常的な関与が担当制で実施されてい

ることから、看護実践は病棟の安全管理体

制や治療提供体制に規定されている状況

が確認できた。 

また、看護師の医療観察法病棟勤務年数

は 5 年程度であり、定期的な配置異動の影

響が推測された。対象者の平均在院日数を

踏まえると、入院から退院までを一貫して

担当する経験が蓄積されにくい可能性が

考えられた。 

2）医療観察法病棟における看護実践とア

ウトカムの関連  

解析 1 の結果から、外出外泊業務と一部

のアウトカムとの関連が認められ、看護実

践と治療過程との関連が存在する可能性

が示唆された。しかし、その関連の程度は

強くはなく、看護実践が単独でアウトカム

を規定するものではなかった。入院処遇ガ

イドライン 3）に記載された看護業務は治療

ステージ別に整理されている。看護実践が

一部のアウトカムと一定の関連を有する

可能性はあるものの、慎重に検討する必要
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がある。 

3)医療観察法病棟看護師の専門性の獲得  

解析 2 の結果から、病棟勤務年数が長い

ほど司法精神看護実践能力尺度の得点が

高い傾向がみられた。このことは、医療観

察法病棟における司法精神看護の専門性

が、急性期・回復期・社会復帰期の経験の

積み重ねによって形成される可能性を示

している。定期的な配置転換を踏まえると、

看護師が各治療ステージの実践経験を効

果的に短期間で獲得すること、自身が所属

する多職種チーム外の看護師とも共有で

きることが専門性の形成と継承の鍵にな

ると考えられる。 

解析 3 では、実践能力と病棟の学習雰囲

気との関連が確認され、専門性の形成が看

護師の個人要因のみならず職場環境とも

関連することが示された。今後、病棟風土

を構成する特性を向上する取り組みを検

討し、専門性の獲得向上に貢献したい。  

3）医療観察法病棟看護の機能と役割  

本研究結果を踏まえ、医療観察法病棟看

護師の機能および役割について検討する。 

(1)治療と対象者の生活を繋ぐ機能  

看護師個別調査の結果、受け持ち対象者

に対する定期的な看護面接は、週 1 回以上

実施している者が約 4 割を占め、月 1 回以

上実施している者は約 7 割に達していた。

また、1 回あたり 20 分以上の面接を実施し

ている者も約 4 割に及んでいた。これらの

結果は、看護面接が日常的かつ一定の時間

を確保して実施されている実践であるこ

とを示している。看護面接の内容として、

治療プログラムの導入や参加状況の確認、

日常生活への般化、外出外泊の計画や振り

返り、退院後の生活の話し合いなどが挙げ

られていた。これらは、看護面接という業

務を通じて、治療が対象者の生活にどのよ

うに活かされるかを継続的に対象者と共

に検討する実践と解釈できる。また、解析

2 の結果から、看護面接の実施頻度が司法

精神看護実践能力得点と関連していた一

方、面接時間との関連は認められなかった。

時間の長さよりも、日常的に対象者と関わ

り、生活に即した内容を継続的に検討する

実践の積み重ねが実践能力と関係し得る

可能性を示唆している。  

以上から、医療観察法病棟看護師の機能

は、提供された治療が対象者の生活で活か

されるように支える機能と整理できる。看

護師は、多職種により提供される治療内容

を対象者の生活の場に取り入れる調整者

としての役割を担うと位置づけられる。  

(2）病棟内の安全管理機能  

施設別調査の結果から、セキュリティ業

務が担当制で運用されている実態が確認

され、看護師個別調査における看護面接の

内容では、対象者の精神症状の把握、問題

行動や暴力行為の振り返りなどが挙げら

れていた。 

以上から、医療観察法病棟の看護師の機

能は病棟内の安全を管理する機能と整理

できる。看護師は安全を確保する存在だけ

ではなく、治療が継続可能な環境を維持す

る調整者の役割を担うと位置づけられる。  

なお、解析 1 の結果では、外出外泊業務

と隔離実施延べ日数と関連が認められた。

この結果の解釈は慎重に行う必要がある

が、外出外泊業務を通じて蓄積されたリス

ク評価や調整の経験が、病棟内における隔

離に過度に依存しない安全管理の実践と

関連している可能性も考えられる。  

(3)対象者の安全と地域生活移行を支える

機能  

施設別調査の結果から、外出外泊業務に

は複数の看護師が関与しており、外出外泊

支援が特定の担当者に限定された業務で

はなく、病棟看護師の広範な関与のもとで
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実施されている実態が示された。  

外出外泊業務は、対象者に起こり得るリ

スクを踏まえ、日常的なセルフモニタリン

グの作成・活用やクライシスプランの立

案・評価を含む一連の判断と調整を伴う実

践である。看護師個別調査における看護面

接の内容からも、これらの実践が看護面接

という枠組みのもとで継続的に実施され

ていることが示された。さらに、外出外泊

業務は、安全管理にとどまらず、限られた

時間内で生活場面を経験する機会を設け、

対象者が生活上の課題や対処方法を具体

的に把握し、将来の生活をイメージできる

よう支援する側面も有する。看護面接の内

容に、外出外泊の計画や準備、実施後の振

り返りが挙げられていたことからも、外出

外泊はリスク評価の機会であると同時に、

地域生活移行支援と位置づけられる。 

以上から、医療観察法病棟看護師の機能

は、病棟外での対象者の安全確保と地域生

活移行支援との両立を図るための様々な

調整を行う機能、すなわち安全と地域生活

移行を支える機能と整理できる。看護師は、

病棟内で安全管理機能において蓄積した

情報や経験をもとに、外出外泊を計画・実

施・評価・判断し、地域生活移行を支える

役割を担う。外出外泊業務における他職種

の関与状況については本研究では把握し

ていないため、今後の検討が必要である。 

（ 4）対象者が自らの生活を主体的に営む

力を支える機能  

看護師個別調査の結果、受け持ち対象者

に対する看護面接が日常的かつ一定の時

間を確保して実施されている実践である

ことが示された。看護面接の内容として、

退院後の生活、金銭管理、対人関係、治療

上の目標、対処法の検討などが扱われてい

た。これらは、対象者が退院後の生活を具

体的に想定し、自らの状態や課題を理解し

ながら生活を組み立てていく過程を支え

る実践と解釈できる。 

以上から、医療観察法病棟看護師の機能

には、対象者が自らの状態を理解し、生活

場面に応じて行動を調整しながら生活を

営む力を育むことを支える機能が含まれ

ていると整理できる。看護師は、対象者が

将来の生活を主体的に選択し、実行してい

く過程を段階的に支える役割を担うと位

置づけられる。 

4）本研究の限界と今後の課題  

本研究は施設別調査および看護師個別

調査を通じて医療観察法病棟看護師の機

能と役割の整理を試みたが、質問紙調査と

いう方法上の特性から、各施設における具

体的な実践運用までは十分に把握できて

いない。今後は、各施設の看護業務に関連

する文書を収集し、文書研究を通じて本研

究の知見を補完的に検討する必要がある。 

 

Ｅ．結論  

本研究は、医療観察法病棟における看護

実践とアウトカム、司法精神看護実践能力

と実践経験・病棟組織風土との関連を探索

的に検討し、看護師の機能・役割の整理を

試みた。その結果、外出外泊業務と隔離日

数との関連など一部の関連が示されたが、

影響は限定的であった。また、病棟勤務年

数や学習環境は実践能力と関連していた。

これらを踏まえ、医療観察法病棟看護師の

機能は、治療と対象者の生活を繋ぐ機能、

病棟内の安全管理機能、対象者の安全と地

域生活移行を支える機能、対象者が自らの

生活を主体的に営む力を支える機能から

構成されると整理された。  

 

Ｆ．健康危険情報  

 なし 
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Ｇ．研究発表  

1．論文発表   

 なし 

 

2．学会発表  

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得  

なし 

 

2. 実用新案登録  

なし 

 

3. その他 

なし 
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表1　施設別調査の調査項目

大項目 項目

1) 病棟の病床数（予備病床を含む）

2) 現在の入院数

3) 入院者の治療ステージ別人数（急性期・回復期・社会復帰期）

4) 入院中の対象者のうち、以下に該当する事例数

退院予定地が施設所在地の都道府県外である事例

医療観察法　再入院事例

医療観察法　再処遇事例

施設外通院を必要とする身体合併症がある事例

5) 病棟に所属するスタッフ数　職種別専従／専任別人数、男女別人数

6) 看護師の職員数

7) 月平均1日当たり看護師配置数

8) 病棟の夜勤時間帯　準夜勤帯／夜勤帯の開始時刻（時・分）、終了時刻（時・分）

9) 看護師の勤務実績表の有無

1) 病棟看護師の勤務形態

2) 看護師の勤務帯別配置人数

3) 日勤のみ勤務している看護師の人数

4) 時短勤務をしている看護師の人数

5) 看護師の年齢別の人数

6) 看護師の医療観察法病棟勤務年数（通算年数）別の人数

7) 運営会議および倫理会議の開催頻度、各会議への看護師の平均参加人数

8) セキュリティ業務（鍵・危険物の管理）の担当

9) セキュリティ業務（来館者の荷物・ボディチェック）の担当

10) 治療プログラムの総数　調査時点：2025年10月現在

11) １日あたりの治療プログラムの平均実施数

12) 治療プログラムにおける看護師の関与担当者の決め方

13) 外出外泊の実施対象者数および延べ実施回数や泊数、看護師実人数　集計期間：2025年4月〜2025年9月（6か月間）

14) 院外外出・外泊業務に従事した看護師の延べ人数　集計期間：2025年4月〜2025年9月（6か月間）　

15) 常時観察の実施の有無　集計期間：2025年4月〜2025年9月（6か月間）

16) 常時観察を実施した理由　

17) 常時観察を実施していない理由　

18) 安全管理について、常時観察以外にどのような対策を行っているか

1) 平均在院日数　集計期間：2022年1月〜2024年12月（3年間）

2) 退院者における転帰の構成割合　集計期間：2022年1月〜2024年12月（3年間）

3) 通院処遇への移行率、通院終了率（裁判所の決定）集計期間：2022年1月〜2024年12月（3年間）

4) 退院者数　集計期間：2022年1月〜2024年12月（3年間）

5) 行動制限（隔離・身体的拘束）の延べ実施日数　集計期間：2025年4月〜9月（6か月間）

注) 13)の「看護師実人数」は、外出外泊業務に要した総時間を、常勤看護師1人あたりの基準勤務時間（8時間）で除して算出した値である。

1.医療観察法病棟の体
制・運用

2.医療観察法病棟看護
師の勤務状況

3.2024年12月付パ
フォーマンス指標等
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表2　看護師個別調査の調査項目

大項目 項目

1.属性 1) 年齢層（選択回答）

2) 性別（選択回答）

3) 最終学歴（選択回答）

4) 看護師臨床経験年数（選択回答）

5) 医療観察法病棟での勤務年数（選択回答）

6) 医療観察法病棟以外での精神科勤務経験の有無

7) 医療観察法病棟以外での精神科勤務経験（複数回答）

精神科救急病棟（スーパー救急）
精神科急性期病棟
精神科療養病棟（慢性期・長期入院患者の支援を中心とした病棟）
依存症専門病棟
児童思春期病棟
認知症病棟
精神科外来
精神科デイケア
精神科訪問看護
その他

8) 医療観察法に関連する研修への参加経験の有無

9) 医療観察法に関連する研修への参加経験（複数回答）
指定入院医療機関従事者研修
医療観察法関連職種研修会
医療観察法MDT研修会
CVPPP研修会
その他

2. 看護実践 1) 現在受け持っている対象者の人数（選択回答）

2) 受け持ち対象者への看護において、実践経験がある治療ステージ（選択回答）

3) 受け持ち対象者に実施している定期的な看護面接のおおよその頻度（選択回答）

4) 受け持ち対象者に実施している定期的な看護面接の1回あたりのおおよその平均時間（選択回答）

5) 受け持ち対象者に実施している定期的な看護面接で取り上げている内容（自由記載）

6) 院外外出業務回数　集計期間：2025年7月～9月（3か月間）（選択回答）

7) 外泊業務回数　　　集計期間：2025年7月～9月（3か月間）（選択回答）

8) 1日平均　治療プログラム参加回数　集計期間：2025年10月（1か月間）（選択回答）

3．司法精神看護の実践に
関する自信の程度

日本語版司法精神看護実践能力測定尺度（FPNC-J）40項目

4. 現在勤務する医療観察
法病棟の雰囲気

病棟の職場風土測定尺度　14項目
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表3 施設別調査の記述統計　n=33

小規格病棟・ユニット ハーフサイズ病棟 フルサイズ病棟

n=5 n=13 n=15

変数 平均 SD 中央値 平均 SD 中央値 平均 SD 中央値

施設属性 病床稼働率（%） 87.2 19.4 93.8 90.5 94.1 11.1 83.0 12.7 83.3

急性期対象者の割合（%） 10.8 15.8 4.2 10.7 9.7 9.0 17.0 8.8 18.5

回復期対象者の割合（%） 47.5 19.1 49.4 57.1 16.5 59.4 52.0 11.8 55.9

社会復帰期対象者の割合（%） 41.6 16.7 41.4 32.3 13.2 33.6 31.5 7.5 29.4

退院予定地が施設所在都道府県外の事例数（件） 1.8 1.2 2.0 6.5 5.6 6.0 10.4 9.0 9.0

再入院対象者の事例数（件） 0.5 0.8 0.0 0.8 0.9 0.5 0.8 1.0 0.0

再処遇対象者の事例数（件） 0.0 0.0 0.0 0.4 0.5 0.0 1.0 1.1 1.0

施設外通院を必要とする身体合併症の事例数（件） 0.7 1.2 0.0 0.4 1.0 0.0 1.4 2.1 0.0

治療プログラムの総数（個） 20.2 1.64 21.0 27.1 25.0 9.6 22.1 6.3 21.5

運営会議 開催頻度（回/月） 1.0 0.0 1.0 1.4 0.5 1.0 1.1 0.4 1.0

倫理会議 開催頻度（回/月） 1.5 0.5 1.5 1.7 0.5 2.0 1.6 0.5 2.0

看護師勤務状況 看護師／総職員割合（%） 59.4 9.1 61.3 75.0 5.5 76.2 76.5 4.9 77.4

女性看護師割合（%） 42.6 4.8 43.1 50.7 7.7 50.0 46.4 11.3 46.5

1日当たり看護師配置数（近似）（人/日） 6.6 2.3 7.1 13.2 1.9 13.5 21.0 2.3 20.3

日勤のみ勤務している看護師数（人） 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 1.2 1.7 1.5 1.0

時短勤務をしている看護師数（人） 0.0 0.0 0.0 0.6 0.0 0.8 1.5 1.1 2.0

（施設推定）看護師平均年齢（歳） 39.8 2.9 40.0 45.0 3.9 45.2 45.3 3.2 45.6

（施設推定）看護師平均勤務年数（年） 3.3 0.5 3.3 4.6 2.2 3.9 5.9 1.6 5.4

看護師の年齢別割合

　　　　　　　　　20－29歳（％） 9.1 2.7 8.3 7.4 8.0 5.3 7.3 6.9 4.7

　　　　　　　　　30－39歳（％） 30.5 18.2 33.3 7.4 11.7 22.1 22.3 11.0 18.6

　　　　　　　　　40－49歳（％） 44.8 14.9 50.0 34.2 12.0 36.2 32.6 12.3 29.5

　　　　　　　　　50－59歳（％） 9.4 6.4 11.1 29.9 13.1 26.8 33.0 14.8 39.0

　　　　　　　　　60歳以上（％） 2.5 5.6 0.0 4.9 6.5 2.0 4.5 3.1 4.7

看護師の病棟勤務年数別割合

　　　　　　　　　1年未満（％） 7.9 12.5 0.0 16.9 11.8 17.7 12.0 7.7 14.0

　　　　　　　　　1－3年未満（％） 28.4 21.6 25.0 22.4 13.8 23.3 18.9 10.8 16.3

　　　　　　　　　3－5年未満（％） 29.9 29.8 25.0 28.3 22.1 22.5 19.5 10.5 18.6

　　　　　　　　　5－10年未満（％） 24.0 23.6 21.4 22.1 17.0 19.1 30.0 14.7 30.2

　　　　　　　　　10年以上（％） 5.8 8.1 0.0 9.8 18.8 2.0 19.2 14.5 16.3

院内外出業務に従事した看護師業務量（人） 8.2 6.0 11.0 6.3 9.1 2.6 21.7 33.4 6.1

院外外出業務に従事した看護師業務量（人） 22.4 18.9 10.0 43.4 35.4 29.0 68.5 48.2 79.1

外泊業務に従事した看護師業務量（人） 22.4 35.2 8.0 27.3 23.3 24.5 97.1 124.6 32.1

院外外出に従事した看護師延べ人数（人） 50.7 18.7 43.5 97.2 57.9 74.5 148.3 87.3 126.0

外泊に従事した看護師延べ人数（人） 16.0 14.5 9.0 32.7 27.3 29.0 83.6 72.6 54.0

運営会議　看護師の平均参加人数（人） 3.2 1.0 3.5 3.3 1.0 3.0 3.2 2.4 2.5

倫理会議　看護師の平均参加人数（人） 2.7 0.8 2.5 2.5 0.7 3.0 1.7 1.2 1.5

平均在院日数（日） 1132.2 140.0 1099.5 1233.0 253.1 1246.5 1408.3 332.7 1401.0

通院移行率（％） 91.7 12.9 100.0 85.4 8.6 85.5 84.4 6.0 84.4

通院終了率（％） 4.3 10.1 0.0 13.1 7.2 13.3 14.0 5.3 14.1

注）それぞれの項目について、欠損値のある対象施設や対象病棟は除外して記述統計した。施設別アウトカムは32施設の集計値である。

看護業務（外出外
泊、運営会議・倫理
会議）

施設別アウトカム
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表4 施設別調査の記述統計つづき　看護業務（セキュリティ・安全管理・治療プログラム） 　n=33

項目  n ％

セキュリティ業務（鍵・危険物の管理）の担当（選択回答）

各勤務帯のリーダーが担当 3 9.1

各勤務帯の係が担当 27 81.8

その他 3 9.1

・担当は決まっていない。その時対応できる看護師が対応。向精神薬の鍵はリーダー

セキュリティ業務（来館者の荷物・ボディチェック）の担当（選択回答）

各勤務帯の係が担当 22 66.7

担当は決めず、連絡を受けた看護師が対応 10 30.3

その他 1 3.0

・業務調整で決めている（係ではない）

常時観察の実施の有無

　実施有り 25 75.8

常時観察の実施理由（複数回答可）

入院時の状態 11 33.3

自傷リスク 17 48.5

他害リスク 19 57.6

行動制限上の必要性 17 51.5

その他 1 3.0

・身体合併症による

常時観察を実施していない理由（複数回答可）

該当患者がいなかった 6 18.2

代替的な対応方法があった 3 9.1

必要性がなかった 1 3.6

人員不足 1 3.0

実施基準が不明確 0 0.0

その他 1 3.6

・常時観察は行わず5分観察を最大の責任観察レベルとしているため

常時観察以外の対策（自由記述） 5 15.1

・モニターでの観察および15分ごとの巡室

・巡視時間の検討（15分巡視、30分巡視）

・定期的な巡視のほかに，不定期の巡視，時間帯でユニット待機をすることはある

1日平均実施治療プログラム数（選択回答）

0-1個 0 0.0

2-3個 17 51.5

4-5個 16 48.5

6個以上 0 0.00

治療プログラム　担当者の割り当て方法（複数回答可）

シフトローテーションによる割り当て 24 72.7

プログラムごとに担当者を固定 15 45.5

リーダーが状況に応じて柔軟に割り当て 14 42.4

看護師の自発的参加による 3 9.1

その都度割り当て 2 6.1

その他 3 9.1

・プログラム総括が主担当を決定

・現在プログラム担当者以外での参加を進めている

注）それぞれの項目について、欠損値のある対象施設は除外して記述統計した。

・開棟時は配膳口がなく、看護師複数名で都度対応していたが、看護師からの要望が強いためその後取り付けた

・急性期ユニットではユニット閉鎖し使用。急性期ユニットは常時スタッフが常駐し観察を実施している。

・すべての対象者の部屋に、モニターと集音器が設置されている。観察レベルに合わせて時間ごとに（常時、15分、30
分、1時間）目視観察を行っている。
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8
4

2
3
.
1

回
復
期

2
9
6

8
1
.
5

1
回

9
0

2
4
.
8

社
会
復
帰
期

2
3
4

6
4
.
5

2
回

7
9

2
1
.
8

0
ス
テ
ー
ジ

1
0

2
.
8

3
回

7
7

2
1
.
2

1
ス
テ
ー
ジ

1
1
0

3
0
.
3

4
回

1
4

3
.
9

2
ス
テ
ー
ジ

8
0

2
2
.
0

5
回
以
上

1
9

5
.
2

3
ス
テ
ー
ジ

1
6
3

4
4
.
9

0
回

2
6
1

7
1
.
9

あ
り

3
2
4

8
9
.
3

1
回

6
2

1
7
.
1

な
し

3
9

1
0
.
7

2
回

2
0

5
.
5

精
神
科
救
急
病
棟
（
ス
ー
パ
ー
救
急
）

1
1
7

3
2
.
2

3
回

1
8

5
.
0

精
神
科
急
性
期
病
棟

1
7
6

4
8
.
5

4
回

1
0
.
3

精
神
科
療
養
病
棟

2
1
7

5
9
.
8

5
回
以
上

1
0
.
3

依
存
症
病
棟

3
8

1
0
.
5

0
回

2
7

7
.
4

児
童
思
春
期
病
棟

4
2

1
1
.
6

1
回

1
3
1

3
6
.
1

認
知
症
病
棟

4
6

1
2
.
7

2
回

8
1

2
2
.
3

精
神
科
外
来

2
6

7
.
2

3
回

4
4

1
2
.
1

精
神
科
デ
イ
ケ
ア

1
3

3
.
6

4
回

1
6

4
.
4

精
神
科
訪
問
看
護

2
5

6
.
9

5
回
以
上

6
4

1
7
.
6

そ
の
他

1
0
.
3

内
科
合
併
症
病
棟

1
0
.
3

注
）
そ
れ
ぞ
れ
の
項
目
に
つ
い
て
、
欠
損
値
の
あ
る
対
象
者
は
除
外
し
て
記
述
統
計
し
た
。

C
V
P
P
P
:
 
C
o
m
p
r
e
h
e
n
s
i
v
e
 
V
i
o
l
e
n
c
e
 
P
r
e
v
e
n
t
i
o
n
 
a
n
d
 
P
r
o
t
e
c
t
i
o
n
 
P
r
o
g
r
a
m
 

医
療
観
察
法
に
関
す
る
研
修

へ
の
参
加
経
験

受
け
持
ち
対
象
者
へ
の
看
護

実
践
の
経
験
が
あ
る
治
療
ス

テ
ー
ジ
（
複
数
回
答
）

受
け
持
ち
対
象
者
に
実
施
し

て
い
る
定
期
的
な
看
護
面
接

の
1
回
あ
た
り
の
お
お
よ
そ
の

平
均
時
間
（
選
択
回
答
）

外
泊
業
務
実
施
回
数
　
集
計

期
間
：
2
0
2
5
年
7
月
～
9
月
（
3

か
月
間
）
（
選
択
回
答
）

1
日
平
均
治
療
プ
ロ
グ
ラ
ム
参

加
回
数
　
集
計
期
間
：
2
0
2
5

年
1
0
月
（
1
か
月
間
）
（
選
択

回
答
）

参
加
経
験
の
あ
る
研
修
（
複

数
回
答
）

現
在
受
け
持
っ
て
い
る
対
象

者
の
人
数
（
選
択
回
答
）

受
け
持
ち
対
象
者
へ
の
看
護

実
践
の
経
験
が
あ
る
治
療
ス

テ
ー
ジ
の
数
（
選
択
回
答
）

医
療
観
察
法
病
棟
以
外
で
の

精
神
科
勤
務
経
験

受
け
持
ち
対
象
者
に
実
施
し

て
い
る
定
期
的
な
看
護
面
接

の
お
お
よ
そ
の
頻
度
（
選
択

回
答
）

院
外
外
出
業
務
実
施
回
数

集
計
期
間
：
2
0
2
5
年
7
月
～
9

月
（
3
か
月
間
）
（
選
択
回

答
）

医
療
観
察
法
病
棟
以
外
で
の

精
神
科
勤
務
経
験
　
種
類

（
複
数
回
答
）

看
護
師
経
験
年
数
（
選
択
回

答
）

医
療
観
察
法
病
棟
勤
務
年
数

（
選
択
回
答
）
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表7 看護師個別調査　看護面接で取り扱う内容（自由記載）　記載ありn=334

カテゴリー名 要素数（件）

対象者の入院生活全般 129
対象者の困りごと 102
外出外泊の計画や準備、実施後の振り返り 84
治療プログラムの導入や参加状況の確認や日常生活での般化 80
疾患や治療、病感・病識について 71
対象者の精神症状の把握 68
薬物療法（効果や副作用、内服自己管理状況） 63
対象者の要望や希望 54
対象者の退院後の生活 53
対象者の治療上の課題 51
対象行為や内省に関すること 50
対象者の体調全般 39
対象者の対人関係（他の対象者、スタッフ、MDT） 39
セルフモニタリングの作成や活用状況の確認 39
今後の予定の共有 34
治療上の目標 33
クライシスプランの作成や活用状況の確認 29
身体面の観察や把握 28
金銭管理 25
疾患教育 24
MDT会議やCPA会議の準備や説明、実施後の振り返り 22
看護計画の説明や評価 21
看護アセスメントの実施 21
対象者の興味や関心、気になっていること 19
治療計画の説明や評価 19
問題行動や暴力行為・粗暴行為の振り返り 17
治療や入院に関する対象者の意向や認識・受け止め 15
関係構築を目的とした雑談や交流 14
制度（医療観察法制度、裁判所書類、処遇計画書など） 14
家族関係 12
ストレス内容やストレス発散方法 12
入院前の生活に関する情報収集 11
対処法の提案や話し合い 10
対象者の頑張りや取り組みへのフィードバック 7
看護師個別で行うプログラム 5

MDT: Multi-disciplinaly Team

CPA: Care Programme Approach
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表
9　

病
棟
の
職
場
風
土
測
定
尺
度
の
得
点
分
布
　
n=
36
3

項
目

平
均

SD
中
央
値

［
最
小
–最

大
］

総
得
点
（
14
項
目
計
70
点
）

48
.7

8.
4

49
[1
8-
70
]

第
1因

子
（
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
感
　
4項

目
20
点
）

15
.8

2.
7

16
[5
-2
0]

第
2因

子
（
ス
タ
ッ
フ
の
モ
ラ
ー
ル
　
3項

目
15
点
）

10
.9

2.
4

11
[3
-1
5]

第
3因

子
（
親
密
さ
　
4項

目
20
点
）

12
.5

3.
1

12
[4
-2
0]

第
4因

子
（
学
習
雰
囲
気
　
3項

目
15
点
）

9.
5

2.
2

9
[3
-1
5]

表
8
　
日
本
語
版
司
法
精
神
看
護
実
践
能
力
測
定
尺
度
の
得
点
分
布
　
n
=3
63

項
目

平
均

SD
中
央
値

［
最
小
–
最
大
］

総
得
点
 
（
全
4
0項

目
計
2
00
点
）

74
.3

39
.3

76
[0
-1
66
]

第
1
因
子
（
理
念
に
基
づ
い
た
ケ
ア
　
8
項
目
4
0点

）
16
.2

8.
6

16
[0
-3
7]

第
2
因
子
（
対
象
者
と
の
​関
係
構
築
　
1
1項

目
5
5点

）
20
.1

11
.1

21
[0
-4
7]

第
3
因
子
（
治
療
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
治
療
的
環
境
の
構
築
と
維
持
 
13
項
目
6
5点

）
23
.8

12
.8

23
[0
-5
4]

第
4
因
子
（
組
織
の
機
能
促
進
・
ス
タ
ッ
フ
の
成
長
　
8
項
目
4
0点

）
14
.3

8.
8

13
[0
-3
8]
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表
11
　
解
析
2　

看
護
師
の
属
性
や
看
護
実
践
と
日
本
語
版
司
法
精
神
看
護
実
践
能
力
測
定
尺
度
総
得
点
と
の
関
連
　
n=
36
3

変
数

Sp
ea
rm
an
’
s 
ρ

年
齢
層

.0
84

看
護
師
臨
床
経
験
年
数

.1
24

*

医
療
観
察
法
病
棟
勤
務
年
数

.3
02

*

対
象
者
受
け
持
ち
人
数

.1
07

*

看
護
面
接
実
施
頻
度

.1
64

看
護
面
接
実
施
時
間

.0
55

院
外
業
務
回
数
（
3か

月
間
）

.1
59

外
泊
業
務
回
数
（
3か

月
間
）

.1
87

1日
平
均
治
療
プ
ロ
グ
ラ
ム
参
加
回
数

.0
79

* 
 p
 <
 .
05

表
10
　
解

析
1
　
外

出
外

泊
業

務
と

ア
ウ

ト
カ

ム
と

の
関

連
（

ス
ピ

ア
マ

ン
の

順
位

相
関

係
数

）
n
=
33

変
数

平
均
在
院
日
数

（
日
）

通
院
移
行
率

（
％
）

処
遇
終
了
率

（
％
）

退
院
者
数

（
人
）

3
年
間

隔
離
日
数

（
日
）

6
か
月

間

身
体
拘
束
日
数

（
日
）

6
か
月

間

院
内
外
出
業
務
に
従
事
し
た
看
護
師
業
務
量
（
人
）
6か

月
間

.4
72

*
-.
31
6

.2
26

-.
19
1

-.
22
9

-.
08
3

院
外
外
出
業
務
に
従
事
し
た
看
護
師
業
務
量
（
人
）
6か

月
間

.3
80

-.
24
2

.2
34

.2
52

-.
40
4
*

-.
05
1

外
泊
業
務
に
従
事
し
た
看
護
師
業
務
量
（
人
）
6か

月
間

.1
68

-.
15
6

.2
11

.3
12

-.
37
9
*

.1
31

院
外
外
出
に
従
事
し
た
看
護
師
延
べ
人
数
（
人
）
6か

月
間

.1
70

-.
03
1

.0
42

.5
39

-.
42
3
*

.0
67

外
泊
に
従
事
し
た
看
護
師
延
べ
人
数
（
人
）
6か

月
間

.2
00

-.
28
1

.3
59

*
.5
25

-.
28
6

.0
83

* 
 p
 <
 .
05

施
設
別
ア
ウ
ト
カ
ム
　
3年

間
　
n=
32

病
棟
別
ア
ウ
ト
カ
ム
 n
=
33

注
）
そ
れ
ぞ
れ
の
項
目
に
つ
い
て
、
欠
損
値
の
あ
る
対
象
施
設
や
病
棟
は
除
外
し
た
。
1施

設
に
2病

棟
を
有
す
る
施
設
に
つ
い
て
は
、
施
設
別
ア
ウ
ト
カ
ム
と
の
関
連
分
析
に
お

い
て
は
各
変
数
を
平
均
化
し
、
1施

設
1値

と
し
て
解
析
し
た
。
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表
12
　
解
析
2　

研
修
参
加
の
有
無
に
よ
る
日
本
語
版
司
法
精
神
看
護
実
践
能
力
測
定
尺
度
　
総
得
点
の
群
間
比
較
　
n=
36
3

n
平
均
ラ
ン
ク

n
平
均
ラ
ン
ク

医
療
観
察
法
に
関
連
す
る
研
修

28
2

19
4.
1

81
14
0.
1

< 
.0
01

指
定
入
院
医
療
機
関
従
事
者
研
修

20
6

19
9.
6

15
7

15
8.
9

< 
.0
01

医
療
観
察
法
関
連
職
種
研
修
会

17
0

20
5.
6

19
3

16
1.
2

< 
.0
01

医
療
観
察
法
MD
T研

修
会

74
21
6.
7

28
9

17
3.
1

.0
01

CV
PP
P研

修
会

14
5

20
3.
6

21
8

16
7.
7

.0
01

注
）
Ma
nn
-W
hi
tn
ey
の
U検

定
を
用
い
た
。

MD
T:
 M
ul
ti
-d
is
ci
pr
in
al
y 
Te
am

CV
PP
P：

Co
mp
re
he
ns
iv
e 
Vi
ol
en
ce
 P
re
ve
nt
io
n 
an
d 
Pr
ot
ec
ti
on
 P
ro
gr
am
me

参
加
あ
り

参
加
な
し

p値

表
13
　
解
析
3　

日
本
語
版
司
法
精
神
看
護
実
践
能
力
測
定
尺
度
得
点
と
病
棟
の
職
場
風
土
測
定
尺
度
得
点
と
の
関
連
（
ス
ピ
ア
マ
ン
の
順
位
相
関
係
数
）
n=
36
3

第
1因

子
（
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
感
）

第
2因

子
（
ス
タ
ッ
フ
の
モ
ラ
ー

ル
）

第
3因

子
（
親
密
さ
）

第
4因

子
（
学
習
雰
囲
気
）

総
得
点

第
1因

子
（
理
念
に
基
づ
い
た
ケ
ア
）

.2
01

.0
98

.1
44

.1
89

.1
81

第
2因

子
（
対
象
者
と
の
​関
係
構
築
）

.2
14

.1
25

*
.1
65

.1
96

.2
02

第
3因

子
（
治
療
プ
ロ
グ
ラ
ム
・
治
療
的
環
境
の
構
築
と
維
持
）

.1
83

.0
99

.1
25

*
.2
11

.1
75

第
4因

子
（
組
織
の
機
能
促
進
・
ス
タ
ッ
フ
の
成
長
）

.2
22

.1
44

.1
96

.2
81

.2
51

総
得
点
 

.2
12

.1
21

*
.1
59

.2
27

.2
07

* 
p 
< 
.0
5

日
本
語
版
司
法
精

神
看
護
実
践
能
力

測
定
尺
度

　
病
棟
の
職
場
風
土
測
定
尺
度
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令和 7年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための 

連携等の方策を推進するための研究 

「指定通院医療機関の量的実態調査と通院処遇における多機関連携モデルの提言」 

分担研究報告書 

 

通院処遇における地域マネジメントの実態分析 

― 社会復帰調整官および地域支援者の判断プロセスと 

共同意思決定に着目したケアマネジメントについて ― 

 

研究分担者 三品 竜浩  岩手県立大学 

 

研究要旨： 

本研究は、医療観察法における通院処遇において、社会復帰調整官および地域支援者の共通理解

に基づき、対象者個別の支援判断を担うケアマネジメントと、支援体制全体を調整する地域マネジ

メントの実態を把握し、両者の相互作用を通じて対象者との共同意思決定（以下、SDM）形成へと段

階的に移行していくプロセスと、その成立に影響を与える要因を明らかにするとともに、再現可能

な支援モデルとして整理することを目的としている。 

令和 7年度は、法務省保護局および保護観察所、指定通院医療機関、地域関係機関の協力のも

と、全国から 2か所の地域処遇多職種チームを対象として、医療観察法における通院処遇の支援過

程および処遇結果に着目したインタビュー調査を実施した。具体的には、社会復帰調整官および地

域支援者による地域マネジメントとケアマネジメントの実態を把握し、対象者との SDM形成がどの

ように成立・変容していくのかを、処遇対象者の類型化後に類型別のケース分析およびグループイ

ンタビューを通じて整理・分析した。 

まず、通院処遇終了ケースを処遇結果および支援上の特徴に基づき、早期終了（A群）、期間満了

終了（B群）、処遇延長（C 群）に類型化し、さらに各群内での支援態様やリスク状況の差異を整理

した。これにより、処遇が安定的に終了したケースだけでなく、潜在的リスクを残したまま終了に

至ったケースや、処遇延長を要したケースを含めて分析対象とする枠組みを構築した。 

次に、B2（潜在リスクを伴う期間満了終了）および C2（高リスクによる延長）ケースを対象に、

宮城県および東京都の 2地域においてグループインタビュー調査を実施した。調査には、社会復帰

調整官、指定通院医療機関医師・精神保健福祉士・看護師、訪問看護ステーション、福祉事業所、

行政機関等、多職種・多機関の実務経験者が参加し、通院処遇における判断過程や支援上の葛藤、

協働の実態について聞き取りを行った。現在までに 2グループの調査を完了しており、逐語録作成

後、内容確認を経たうえで量的・質的分析を進めている。 

途中所見として、通院処遇における支援は、権利的・戦略的観点から一貫して対象者のニーズを

起点に構築されており、処遇期間中および終了時において、対象者との SDMが一定程度機能してい
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ることが示唆された。一方で、処遇延長の是非をめぐる判断には常に迷いが伴い、単なるリスク回

避ではなく、支援関係の継続性や蓄積を重視した協議が行われていた語りが見られた。 

また、各支援者の支援観や判断基準は、明示的に共有されている場合と暗黙知として共有されて

いる場合が混在しており、その揺れが支援内容や負荷配分に影響している実態も示唆された。特に

状況悪化時には、調整官や特定の支援者に負荷が集中しやすく、処遇終了後の地域支援・マネジメ

ントへの移行に困難を感じる場面が生じていた。 

処遇延長判断に関しては、形式的な意思表明よりも、支援者が対象者の価値観や本音をどの程度

把握できているかが重要であり、重大事態に至らない現実的なリスクアセスメントが成立している

場合には、延長回避や終了判断につながる可能性が示唆された。 

さらに、クライシスプランについては、通院処遇中に明示的に活用されていないケースが多かっ

たものの、医療保護入院後も支援関係が破綻しなかった点から、関係性の安全性を優先した地域支

援チームの関わりが一定の効果を持っていた可能性が示された。 

以上の結果から、通院処遇における意思決定は、個別のケアマネジメントと、支援体制全体を調

整する地域マネジメントが相互に作用する中で行われており、その安定が対象者との SDM形成を支

える基盤となっていることが示唆された。 

今後は、A1・A2・B1・C1群に該当する事例の探索および調査協力依頼を行い、グループインタビ

ューを継続的に実施する。あわせて、逐語録の作成および分析を進め、TEM等の分析枠組みを用いて

支援過程と判断の分岐点を整理する。さらに、得られた分析結果をもとに報告書作成、学会発表、

論文化を行うとともに、分析成果を踏まえた社会復帰調整官全体を対象としたアンケート調査の準

備を進めることで、質的・量的調査からの知見を接続し、通院処遇における再現可能な支援モデル

の精緻化を図る予定である。 

研究協力者（順不同、敬称略） 

 本間（照井）稔宏  福島県立医科大学* 

稲村義輝 東京保護観察所  

高橋陽介 久里浜医療センター  

蕪木雅士 周愛巣鴨クリニック  

野村照幸 新潟医療福祉大学  

島田明裕 国立精神・神経医療研究セ  

ンター病院  

狩野俊介 東北福祉大学  

相澤洸太 特定非営利活動法人ソキウ  

ス 

佐藤和弘 肥前精神医療センター  

関口暁雄 済生会鴻巣病院  

*: 執筆者 

 

Ａ．研究目的  

医療観察法が施行されてから約 20 年が

経過し、平成 17 年 7 月 15 日から令和 2 年

12 月 31 日の間に通院処遇を終了した者は

2,568 名にのぼることが公式統計で報告さ

れている 1)。これは通院処遇が制度として

定着し、多くの対象者が地域生活に移行し

たことを示している。 

通院処遇は、対象者の再他害行為防止と

地域生活への復帰を図るために、指定通院

医療機関による医療提供と、保護観察所の

社会復帰調整官によるマネジメントを中

心とする複数の地域関係機関による地域
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支援体制であり、対象者とその家族と多職

種による協働を前提として実践されてい

る。 

柏木の研究では、複雑困難事例における

支援実態および有効と考えられる取り組

みの整理が行われた。その結果、地域資源

の偏在、情報共有の不足、服薬アドヒアラ

ンスや物質使用への対応の難しさ、家族関

係や生活能力に関する課題などが指摘さ

れるとともに、基幹型・標準型モデルの枠

組み整理など、支援体制を構造的に捉える

視点が提示された 2）。  

また、久保による通院複雑事例を対象と

した研究では、通院複雑事例における具体

的な困難場面と支援上の工夫に焦点が当

てられ、多職種協働の実践過程、情報共有

の方法、家族支援や危機対応の調整の実態

が整理された。特に、支援過程における調

整や労力の実態について語りがみられ、制

度面および実践面の双方における検討課

題が示されている 3）。  

これらの先行研究の蓄積により、通院処

遇における支援体制の構造や実践上の課

題は一定程度整理されてきた。一方で、通

院処遇期における支援判断や処遇終了判

断がいかなるプロセスを経て形成される

のか、とりわけ対象者本人の意思や価値観

が支援判断にどのように位置付けられて

いるのか、また支援者間の共通理解や役割

調整がいかに構築されているのかについ

ては、なお体系的な検討の余地がある。特

に、通院処遇延長を伴う複雑困難事例にお

ける判断過程の構造的な分析は十分とは

いえない。 

本研究は、医療観察法における通院処遇

を対象として、支援判断及び処遇終了判断

の形成過程について、ケアマネジメント及

び地域マネジメントの観点から検討する

ことを目的とする。研究方法としては、令

和 7 年度は社会復帰調整官や指定通院医療

機関等の地域支援者を対象とした質的調

査を開始し、令和 8 年度以降に社会復帰調

整官を対象とした量的調査を組み合わせ

て実施する予定である。  

令和 7 年度は、その第一段階として地域

支援者へのグループインタビュー等によ

る質的調査を開始し、支援判断及び処遇終

了判断に関わる実践上の論点や判断過程

の特徴について探索的に整理を行う。今後

は、質的調査で得られた知見を踏まえ、社

会復帰調整官を対象とした量的調査を実

施し、判断形成過程に関わる要因の傾向や

全体像について検討を進める予定である。

具体的には、社会復帰調整官及び地域支援

者の共通理解に基づく地域マネジメント

とケアマネジメントの実態を把握し、両者

の相互作用が対象者との協働的意思決定

へと段階的に移行するプロセス及びその

成立要因を検討する。 

さらに、対象者への直接支援及び関係機

関間の支援方針の調整を通じて、処遇期間

中のみならず処遇終了後の地域生活適応

や、精神障害の受容及びセルフマネジメン

ト意識の形成への寄与を検討する。これら

の知見を基に、通院処遇における支援過程

及び判断構造を整理し、再現可能な支援モ

デルとして提示する。 

 

Ｂ．研究方法  

1. 調査対象  

調査対象は、これまでに本研究で分析対

象として取り上げる通院処遇事例に関与

した社会復帰調整官、指定通院医療機関の

スタッフ及び地域支援者とした。  

調査対象ケースは、法務省保護局との事

前調整結果を踏まえ、処遇結果の異なる事

例群（早期終了・期間満了終了・処遇延長）

を網羅的に含めることを基本方針とし、A1
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〜C2 に該当する最大 6 ケースを対象とし

た。まず、通院処遇終了ケースを処遇結果

および支援上の特徴に基づき、早期終了（A

群）、期間満了終了（ B 群）、処遇延長（ C 群）

に類型化し、さらに各群内での支援態様や

リスク状況の差異を整理した。これにより、

処遇が安定的に終了したケースだけでな

く、潜在的リスクを残したまま終了に至っ

たケースや、処遇延長を要したケースを含

めて分析対象とする枠組みを構築した。  

また、地域的偏在を可能な限り回避する

観点から、全国各地から事例を探索し、特

に処遇延長ケースについては、全国的に該

当事例数が限られることを踏まえ、可能な

範囲で調査対象に含めた。  

また、処遇終了後の経過年数については

原則として条件を設けず、調査実施時点で

再処遇中でない事例を対象とした。  

なお，本研究では支援過程の把握の観点

から，担当社会復帰調整官の継続関与を考

慮することを想定していたが，事例選定の

実際の状況を踏まえ，当該条件の取扱いに

ついては今後，法務省保護局と協議のうえ，

必要に応じて検討する。  

本研究では、処遇中の支援過程のみなら

ず、処遇終了後における地域資源への繋が

りや支援移行の実態についても分析対象

に含め、再発防止及び地域生活定着に資す

る支援構造の把握を目指した。  

2. 調査項目  

1) 基本属性 

本研究では、対象者そのものの属性情報

を収集していないが、通院処遇に関与した

支援者個人の属性情報を把握するため、次

の項目を調査した。 

・支援者個人の専門職種  

・支援者の医療・福祉分野での経験年数  

・支援者が通院処遇に関与した期間  

・支援者の所属機関 

これらの支援者属性情報は、質的分析に

おいて支援の実践や判断プロセスに影響

を与える背景要因として整理・検討する。 

2）通院処遇における支援実践及び判断プ

ロセスの調査項目 

本研究では、通院処遇における支援実践

及び判断プロセスを多面的に把握するた

め、以下の調査項目を設定した。  

（1）支援チームとしての関わりの全体像  

（2）通院処遇（退院）に至るまでの準備と

移行 

（3）指定入院医療機関との情報共有・役割

調整 

（ 4）通院処遇開始当初の見立てと支援判

断 

（ 5）通院処遇期間中の支援実践と連携の

変化 

（6）処遇終了を見据えた時期の対応  

（7）処遇終了直後及び終了後の状況  

（ 8）医療観察法処遇と一般精神保健福祉

サービスの相違点 

（9）制度間ギャップを踏まえた示唆  

これらの調査項目は、通院処遇開始から

終了後に至る支援プロセスを時系列的に

整理・分析することを目的として設定した

ものである。必要に応じて、質的分析の進

捗に基づき追加的な情報を収集・整理した。 

3. 調査方法  

本研究の実施にあたり、まず法務省保

護局総務課精神保健観察企画官室と複数

回の事前協議を行い、研究内容及び調査

方法について確認を得た。その上で、令

和 8 年 1 月に、同室を通じて全国の保護

観察所に対し、本研究への協力について

の通知を行った。以後、法務省保護局と

の協議結果を踏まえ、調査対象となる通

院処遇事例に関与した社会復帰調整官及

び関係機関の探索を行った。  

地域関係機関については、指定入院医
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療機関等の協力のもと、スノーボールサ

ンプリングによる探索を行い、当該事例

の支援に関与した指定通院医療機関及び

地域支援機関に対して研究協力の依頼を

行った。研究協力の依頼にあたっては、

研究の目的及び方法、調査への参加が任

意であること、参加しないことによる不

利益が生じないことについて、文書及び

口頭により説明を行い、調査への参加意

向を確認した。 

インタビュー調査は、あらかじめ作成

したインタビューガイドに基づき、関係

機関で構成される支援チーム単位のグル

ープインタビューとして実施した。調査

当日は、研究内容及び倫理的配慮につい

て改めて説明を行い、研究協力に関する

同意を文書で取得したうえで実施した。

調査への参加は自由意思に基づくものと

し、調査途中であっても参加の撤回が可

能であることを説明した。  

インタビューは研究責任者及び分担研

究者が進行を担当し、参加者の発言を録

音した。録音データは逐語録を作成し、

個人名や所属機関名など研究対象者の特

定につながる情報を削除又は一般化する

ことで匿名化を行った。逐語録作成後

は、参加者による内容確認の機会を経た

うえで、必要に応じて修正を行う予定で

ある。 

4.データ解析  

本研究では、通院処遇における支援実

践及び判断プロセスを明らかにすること

を目的として、参加者による逐語録内容

の確認を経た上で、逐語録データを用い

た質的分析を行う予定である。分析にあ

たっては、支援者の語りに着目し、支援

判断の背景、関係機関間の調整過程、支

援の変化や葛藤がどのように生じている

かを整理する。 

具体的には、逐語録を精読したうえ

で、TEM、SCAT 等の質的分析手法を用い、

支援判断や意思決定に関わる記述を抽出

し、概念化及びコード化を行う。その

後、コード間の関係性を検討し、通院処

遇におけるケアマネジメント及び地域マ

ネジメントの構造、ならびに対象者との

共同意思決定（以下、SDM）の形成過程を

分析する。 

また、処遇結果の異なる事例群間での

比較を行い、支援過程や判断の分岐点に

共通する特徴及び相違点を整理する。分

析にあたっては、通院処遇の各時期にお

ける支援体制の変化を時間的な流れとし

て捉える視点を重視し、支援の積み重ね

や転換点がどのように生じているかを検

討する。 

これらの分析結果を踏まえ、通院処遇

における支援実践の特徴及び課題を整理

するとともに、再発防止及び地域生活定

着に資する再現可能な支援モデルの構築

に向けた示唆を導出する予定である。  

 

（倫理面への配慮）  

本研究は公立大学法人岩手県立大学研

究倫理審査委員会より承認を得て実施し

ている（承認番号 629,承認日令和 7 年 11

月 11 日）。 

 

Ｃ．研究結果  

本結果は、逐語録作成および参加者によ

る内容確認を経た正式な質的分析に先立

ち、グループインタビュー実施後に整理さ

れた暫定的所見である。今後の逐語録確認

および質的分析過程において、内容が修

正・精緻化される可能性がある。  

1）共通して語られた支援の前提構造  

研究協力者の語りにおいては、支援は対

象者のニーズを起点として構築されてい
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るとの認識が共有されていた。また、処遇

中および終了時において、SDM が一定程度

機能していたとの語りが複数認められた。 

処遇延長の是非については迷いが伴う

との語りがあり、単なるリスク回避にとど

まらず、支援関係の継続性や蓄積を重視し

た協議が行われていたとの認識が示され

た。 

さらに、強制性や管理を前面に出すので

はなく、本人の価値観を尊重する姿勢が支

援チーム内で重視されていたとの語りが

認められた。 

また、支援の困難さが支援者間の共通理

解や相互支援意識を促す契機となってい

た傾向が示された。 

2）支援観及び実践上の揺れ  

各支援者の支援観や支援姿勢について

は、明示的に共有された場面と、暗黙の理

解として共有されていた場面が混在して

いたとの語りが認められた。  

医療や支援を提供しつつ対象者のニー

ズに寄り添う実践については、実践できた

側面と十分には実践できなかった側面が

併存していたとの発言がみられた。  

再発や一時的な支援離脱については、

「再発が支援再構築の契機となり得る」と

の認識が一部の語りの中で示された。  

また、状況悪化時に特定の支援者へ負担

が集中する場合があるとの語りがあり、処

遇終了後の支援移行に困難さを感じると

の発言も認められた。 

3）処遇延長判断の分岐点  

処遇延長判断に関しては、本人が大切に

している価値や意向が支援者間で共有さ

れていたこと、および重大事態には至らな

いというリスクアセスメントが一定程度

成立していたことが語られた。  

また、本人の形式的な意思表明のみなら

ず、日常的関わりの中で把握された本人の

意向や価値観が重視されていたとの語り

が認められた。 

4）医療観察法における支援構造の特性  

通院処遇においては、本人の意思決定と

医療・支援提供の調整が継続的に行われて

いたとの語りがみられた。  

また、対象者と支援者の対立構造を強調

しない支援のあり方が重視されていた可

能性が示唆された。 

一般精神医療と比較した場合の相違点

については、不確実性の中で関係性と支援

プロセスを維持する姿勢が重視されてい

たとの発言が認められた。  

さらに、支援チームメンバー間の支援観

の相違が、支援内容や状況判断に一定の影

響を与えていた可能性が示された。  

5）クライシスプランをめぐる論点  

通院処遇中におけるクライシスプラン

の具体的活用については、明示的な言及は

多くは認められなかった。  

一方で、医療保護入院後も支援関係が維

持されていた点については、関係性の安全

性を重視した支援チームの関わりの結果

として解釈し得るとの語りがあった。  

また、入院処遇中におけるクライシスプ

ラン作成過程が、対象者と支援者の関係性

に影響を与えていた可能性も示唆された。 

6）支援者の姿勢とチームマネジメント  

支援が停滞する状況においては、不確実

性に耐えつつ支援を継続する姿勢の重要

性が語られた。 

指定通院医療機関が支援者間の関係調

整に関与していたとの語りが認められた。 

また、社会復帰調整官に対しては、判断

や方向性を示す役割が期待される側面と

ともに、支援チームが分断されないよう関

係を維持する役割が期待されていたとの

語りが得られた。 

本章で示した内容は、逐語録確認および
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質的分析を経る前段階で整理された暫定

的所見であり、今後の TEM、SCAT 等による

分析過程において再構成される予定であ

る。 

 

Ｄ．考察  

本章で整理した結果は、逐語録確認及び

質的分析に先立つ暫定所見であり、確定的

結論を示すものではない。  

しかしながら、研究協力者の語りからは、

通院処遇が対象者のニーズを起点に構成

され、支援関係の継続性を重視しながら判

断が行われている実態がうかがわれた。こ

れは、医療観察法第１条に定められた「継

続的かつ適切な医療並びに観察及び指導

を行うことによって、その病状の改善及び

同様の行為の再発の防止を図り、もってそ

の社会復帰を促進する」という理念の具体

化過程の一端を示すものと考えられる。  

一方で、支援観の共有のあり方、処遇延

長判断の分岐構造、支援負担の偏在、終了

後の地域移行の困難性等については、今後

の質的分析においてさらに精査すべき論

点として整理された。 

今後、TEM、SCAT 等を用いた分析を通じ

て、時間的推移及び構造的関係性を明確化

し、通院処遇におけるケアマネジメント及

び地域マネジメントの再構成を試みる予

定である。 

本研究の成果は、通院処遇の実践構造を

整理する基礎資料として、今後のガイドラ

イン検討や実務研修における検討材料と

なる可能性がある。 

 

Ｅ．結論  

本研究は、医療観察法における通院処遇

を対象とし、社会復帰調整官及び地域支援

者の語りを通じて、支援実践及び判断プロ

セスの実態を整理することを目的として

実施した。 

令和 7 年度は、処遇結果の異なる複数事

例を対象にグループインタビューを実施

し、暫定的な所見を整理した。その結果、

支援は対象者のニーズを起点に構成され、

支援関係の継続性を重視しながら処遇判

断が行われている実態が語られた。また、

処遇延長判断や支援移行の過程において

は、不確実性の中での協働的判断が行われ

ている可能性が示唆された。  

一方で、支援観の共有の在り方、支援負

担の偏在、処遇終了後の地域支援移行の課

題等については、今後の質的分析において

さらに検討を要する論点として整理され

た。 

今後は、A1・A2・B1・C1 群に該当する事

例の探索および調査を行い、逐語録の確認

後に TEM、SCAT 等を用いた質的分析を実施

し、通院処遇におけるケアマネジメント及

び地域マネジメントの構造を明確化する

とともに、再他害防止及び地域生活定着に

資する支援モデルの整理を行う予定であ

る。 

 

Ｆ．健康危険情報  

 なし 

 

Ｇ．研究発表  

1．論文発表   

 なし 

 

2．学会発表  

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得  

なし 

 

2. 実用新案登録  
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なし 

 

3. その他 

なし 
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令和 7年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための 

連携等の方策を推進するための研究 

「指定通院医療機関の量的実態調査と通院処遇における多機関連携モデルの提言」 

（三品分担班）研究協力報告書 

 

指定通院医療機関の量的実態調査 

 

研究協力者 久保 彩子  国立病院機構琉球病院 

 

研究要旨： 

本研究は、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者を対象とする医療観察法に基づく通院処

遇開始前の準備業務量を量的に明らかにすることを目的とした。医療観察法通院処遇開始前の準備

業務は多大な負担を要する一方で、診療報酬が業務量に見合っていないことが指摘されている。 

調査対象は、指定通院医療機関に所属し、医療観察法通院処遇に多職種チームとして関与した医

療者である。後ろ向き調査では通院処遇開始前の全準備期間、前向き調査では令和 7年 10月 1日か

ら 11月 30日までの業務量を、対象者ごとに収集した。調査項目は、関係機関との会議、対象者面

接、関係機関との情報共有、院内体制整備などであり、それぞれについて時間、回数、関与職種お

よび人数を把握した。 

回答は 22機関 42名から得られ、事例数は後ろ向き 57例、前向き 18例であった。後ろ向き調査

では、通院打診から開始まで平均約 14か月を要し、業務量のピークは処遇開始の 3～4か月前に集

中していた。体験デイケアを除いた準備業務時間の中央値は 795分であり、業務内容別では関係機

関との会議と情報共有に最も多くの時間が割かれていた。業務時間と従事人数には強い正の相関が

認められ、業務負担が大きい事例ほど多くの人員を必要としていた。また、業務時間の分布は二極

化しており、特に対象者の複雑性が高い事例では著しく多くの時間を要していた。前向き調査にお

いても同様に、関係機関との会議や情報共有が中心的な業務であり、精神保健福祉士と看護師の関

与が多かった。業務負担の理由としては、会議や情報共有の長時間化・多頻度化、調整の困難さ、

対象者の状態の不安定さなどが挙げられた。 

精神科病院退院後のアウトカムを改善する介入として Transitional intervention が注目されて

おり、通院処遇開始前の準備の多くはこの効果的な介入にあたると考えられる。しかし通院処遇開

始前の準備は長期にわたり、多職種による支援を要すること、特に対象者の複雑性が業務量を大き

く左右することが示された。現行の一律な診療報酬制度では、複雑な事例を積極的に受け入れる限

られた指定通院医療機関ほど負担が増大し、診療報酬との乖離が生じる可能性がある。通院処遇開

始前からの丁寧な支援は、病状悪化や再他害行為の防止、処遇終了後の医療および支援の継続性向

上に寄与する重要な要素であり、今後は業務実態を踏まえた診療報酬上の評価の見直しが望まれ

る。 
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研究協力者（順不同、敬称略）  

 前上里泰史 国立病院機構琉球病院  

諸見秀太 同上 

長根山由梨 同上 

大鶴 卓 琉球こころのクリニック  

小池純子  国立精神・神経医療研究セ

ンター精神保健研究所  

本間稔宏 福島県立医科大学  

高尾  碧  島根県立こころの医療セン

ター 

 

Ａ．研究目的  

「心神喪失等の状態で重大な他害行為

を行った者の医療及び観察等に関する法

律（以下、医療観察法）」では、対象者に対

して、医療と司法の協力体制に基づく専門

的かつ継続的な医療と福祉サービスを確

保することにより、社会復帰と再他害行為

の防止を目的とする。医療観察法処遇には

入院処遇と通院処遇があるが、処遇決定対

象者の約 8 割は入院処遇からスタートし、

通院処遇へと移行する 1)。 

これまでの通院処遇に関する研究 2)では、

指定通院医療機関の約半数は通院処遇対

象者の対応に困難さを感じており、医療者

と対象者間の信頼関係構築および情報提

供に関わる支援には特に労力を要してい

ることがわかってきている。また通院処遇

開始前の準備に関わる業務の労力につい

ても一定程度を要していることがわかっ

てきた一方で、現在その業務に対する診療

報酬が、その業務量に見合っていないこと

が指摘されている。 

本調査では、医療観察法通院処遇が開始

される前の準備に関わる業務量を量的に

調査することを目的とする。  

 

Ｂ．研究方法  

1. 調査対象  

対象となるのは指定通院医療機関に在

籍し、医療観察法通院処遇に多職種チーム

としてかかわった事のある医療者（医師、

看護師、精神保健福祉士、作業療法士、心

理療法士等）で、かつ研究概要について文

書にて説明を受け、本研究の目的を理解し、

同意文書に署名することで同意したもの

である。 

2. 調査項目  

下記の調査項目に関して、医療観察法通

院対象者ごとに回答を求める。  

・関係機関会議（回数・時間・職種・人数）  

・対象者面接（回数・時間・職種・人数） 

・関係機関の情報共有（回数・時間・職種・

人数） 

・院内体制整備（回数・時間・職種・人数）  

・通院打診を受けてから通院処遇開始まで、

もしくは現在までの月数  

・業務量・支援量が多かった月とその理由  

・負担となった業務とその理由  

→これらの調査項目について、後ろ向きの

調査では、準備期間中のすべて業務量を記

載する。また前向きの調査では、令和 7 年

10 月 1 日から 11 月 30 日の日毎の業務量

を記載する。 

3. 調査方法  

本調査では、通院処遇開始時点を起点

として、後ろ向きおよび前向きに業務量

を調査する。後ろ向き調査では、調査開

始時点で通院処遇が開始している医療観

察法通院対象者がいる指定通院医療機関

の担当者が、医療観察法通院対象者ごと

に、すでに過去に行われた通院処遇開始

前の準備に関わる業務量を、後ろ向きの

調査用紙（表 1）に回答を記入する。  

前向き調査では、調査開始時点で保護

観察所社会復帰調整官からの医療観察法

通院対象者の受け入れの打診があった

が、まだ通院処遇が開始されておらず受



- 86 - 

 

け入れ準備に関わる業務を行っている医

療観察法通院対象者がいる指定通院医療

機関の担当者が、令和 7 年 10 月 1 日から

11 月 30 日の期間中に行った当該業務量を

医療観察法通院対象者毎に、前向きの調

査用紙（表 2）に回答を記入する。  

一つの指定通院医療機関で、上記対象

となる医療観察法対象者が複数いる場合

にはそのすべてについて医療観察法通院

対象者毎に回答を求めるものとする。  

データ収集方法について、選定された

指定医療機関の研究対象者に対し調査票

をメールまたは郵送にて配布し、自記式

回答にて行う。回答した調査票は、メー

ルまたは郵送にて回収する。  

4.データ解析  

 後ろ向き調査および前向き調査で情報

を得た、通院処遇開始前の準備に関する

業務について、準備期間、業務時間、頻

度、従事した人数および職種について、

要約統計量を算出し、一部項目について

は業務内容によって層別化した。  

さらに業務時間と従事した人数の関

連、もしくは業務内容別に要した時間そ

れぞれの関連を検討するため、スピアマ

ンの順位相関係数を算出し確認した。  

解析には SPSS®version29.0 を用い、相

関係数の算出においては、有意水準を

p<0.05 とした。業務負担の理由などのテ

キストデータの要約については、生成 AI

（Microsoft Copilot）を使用し、研究協

力者が内容を確認した。  

 

（倫理面への配慮）  

本研究は国立病院機構琉球病院倫理委

員会より承認を得て実施した。（承認番号

7-4） 

 

Ｃ．研究結果  

1) 調査回答数（表 3）  

質問票の配布は,令和 5 年度筆者らの行

った指定通院医療機関に対する調査で、複

数事例の回答があった 41 機関を選定し配

布を行った。その結果 22 機関より回答が

得られ、調査回答者は 42 名で、職種別でみ

ると精神保健福祉士が 88%と多くを占めた。 

 回答された事例数は、後ろ向き調査は 57

例、前向き調査は 18 例であった。  

2) 通院処遇開始前準備期間と日数（表 3） 

 後ろ向き調査では、保護観察所の受け入

れ打診から通院処遇開始までの期間につ

いて平均 13.94 カ月、中央値 12 カ月であ

り、業務量のピークは処遇開始前の平均

3.75 カ月、中央値 3 カ月であった。  

 前向き調査では、調査期間 2 か月間の業

務日数について平均 5.5 日、中央値 4 日で

あり、調査時点は通院打診から、平均 10.59

カ月目、中央値 5 ケ月目であった。 

3) 後ろ向き調査 57 例・従事した時間（表

4、 図 2、図 3、図 5） 

 従事した総時間は、平均 992.68 分（標準

偏差 946.61）、中央値は 795 分であった。

この項目の回答に外れ値が多かったため、

検討したところ、外れ値が「対象者面接」

の項目によって生じており、その 7 割強を

占めていたのが体験デイケアの時間であ

ったため、体験デイケアの有無が分布のば

らつきに強く影響していた可能性を考え

た。そのため、体験デイケアを除いた総時

間を改めて算出し、その結果平均は 662.86 

分（標準偏差 386.26）、中央値は 610 分と

なった。 

 体験デイケアを除く総時間を業務内容

別に分け要約統計量を算出したところ、

「関係機関との会議」がもっとも多く「関

係機関との情報共有」がそれに続いた。  

 また業務内容別の業務の頻度は、「関係

機関との情報共有」が他に比べて最も頻回



- 87 - 

 

に実施されていた。 

4) 後ろ向き調査 57 例・従事した人数（表

4、図 6、図 7）  

 従事した総人数の平均は 63.19 人、中央

値は 37 人であった。これを業務別でみる

と、「関係機関との会議」が最も多くの職員

が関与していた。 

 次に、従事した総人数について職種別に

平均および中央値をみると、精神保健福祉

士が最も多く参加しており、次いで看護師

が続いた。 

5) 前向き調査 18 例・従事した時間（表 5、

図 4）  

 従事した総時間は、平均 255.06 分（標準

偏差 365.04）、中央値 127.5 分であった。

こちらも後ろ向き調査と同じく、体験デイ

ケアを除く総時間を改めて算出した。その

結果、平均 195.05 分（標準偏差 235.04）、

中央値 127.5 分であった。  

 体験デイケアを除く総時間を業務内容

別に分け、平均値、中央値をそれぞれ算出

したところ、「関係機関との情報共有」がも

っとも多く「関係機関との会議」がそれに

続いた。 

6) 前向き調査 18 例・従事した人数（表 5）  

 従事した総人数の平均は 14.67 人、中央

値は 9 人であった。これを業務別でみると、

「関係機関との情報共有」が最も多くの職

員が関与していた。 

 次に、従事した総人数を職種別にみると、

精神保健福祉士が最も多く参加しており、

それに看護師が続いた。  

7) 業務量が負担となった理由（図 1、表 6）  

後ろ向き調査と前向き調査で業務量が

負担となった業務の種類を複数回答可で

求め、それぞれ挙げた理由をテキストデー

タで収集した。 

 その結果、後ろ向き調査で最も業務負担

があったと回答したのは、「関係機関との

会議」の 24 件であり、ついで「関係機関と

の情報共有」が 21 件と続き、「対象者面接」

は 5 件と最も回答が少なかった。  

前向き調査では、「院内体制整備」が最も

多い 4 件であり、次いで「関係機関との会

議」および「関係機関との情報共有」がそ

れぞれ 3 件、「対象者面接」が最も少ない 2

件であった。 

 負担となった理由を要約すると、「関係

機関との会議」では、長時間化、多頻度化、

調整困難が主な負担となっており、対象者

の状態や社会的背景が複雑なほど協議回

数が増え業務負担が増大していた。  

「関係機関との情報共有」では、情報量

の多さや、重複、調整の難しさが負担の中

心となり、対象者の状態が不安定なほど、

共有頻度が増え、心理的負担も増大してい

た。 

「対象者との面接」では、対象者の特性、

具体的には病識欠如やリスク、コミュニケ

ーション困難などで面接負担が増大し、時

間的負担に加えて、心理的負担の両面が強

調される結果となった。  

 院内体制整備では、院内調整や資料作成、

短期間対応、すなわち処遇開始までの期間

が短い場合には負担が増大していた。特に

経験の少ないスタッフが多い場合には、確

認作業が増え負担が増大していた。  

 

Ｄ．考察  

1) 開始前準備の期間および時間、人数  

通院処遇開始前準備は平均 14 か月を要

し、処遇開始３～4 か月前すなわち、退院

申請前後に業務のピークがあると考えら

れる。 

業務の頻度としては他の業務の頻度が

限られているのに対し、「関係機関との情

報共有」は頻度が高く、準備期間が長いほ

ど累積負担がかかることが予測された。頻
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度が限られる「関係機関との会議」「対象者

面接」「院内体制整備」については、前向き

調査の調査期間である 2 か月間という限ら

れた期間では、情報共有以外の実際の業務

量を把握することが難しいと考えられた。 

平均と中央値、標準偏差をみると、体験

デイケアを除いた業務総時間、従事総人数

のばらつきは非常に大きい。また業務時間

と従事した人数について相関係数を算出

した結果、体験デイケアを除いた場合の相

関係数が 0.728(p=<0.001)、体験デイケア

を含む場合の相関係数が 0.752（p=<0.001）

といずれもほぼ直線的な正の相関があり

（図 8）、業務時間を要する対象者ほどマン

パワーを必要としていると考えられた。 

体験デイケアを除く業務時間の分布で

は（図 9）著しく時間を要しているといえ

る 900 分を超えるケースが 11 例 19.3％と、

少なくない割合で存在し、中央値を大きく

下回る 350 分以下が 26.3％を占め、業務時

間の分布が二極化していると考えられた。

体験デイケアを含む業務時間が 1,000 分を

超えるケースも 12 例 21%存在しており、通

院処遇開始前の準備に著しく時間を要す

る対象者が一定数存在していることが明

らかとなった。 

業務の総時間を業務別にみると、「関係

機関との会議」や「関係機関との情報共有」

に多くの時間が割かれていた。 2 つの相関

は相関係数 0.386（p=0.003）と弱い相関に

留まり、どちらかが単独で膨大な時間が割

かれる事例と双方ともに時間が割かれる

事例に分かれた。それぞれの負担となった

理由をみると、いずれも対象者の状態によ

り業務負担が量的に増えていた。つまり業

務時間を要するような複雑な事情を抱え

る対象者では、関係機関との会議もしくは

情報共有にかかる時間が増大し、場合によ

っては会議という限られた機会だけでは、

十分な情報共有や合意形成が難しいため、

こまめな情報共有の機会を要する対象者

もいると考えられた。 

「対象者面接」は、体験デイケアを除く

と、模擬診察や多職種チーム面接、個別面

接が含まれるが、業務時間と従事した人数

がともに最も少なかった。一方で変動係数

および相対的 IQR は（表 4）他の業務と比

較すると高く、対象者面接は必要性が分か

れる業務と考えられた。負担となった理由

では、対象者の特性すなわち、病識欠如や、

リスクの高さ、コミュニケーション困難な

どの事情によって面接負担を増大してお

り、時間的負担のみならず心理的負担の両

面が強調された。 

従事した人数を職種ごとにみると、精神

保健福祉士はすべての業務に主に関与し

ており、次いで看護師の関与が多かった。

作業療法士、心理療法士、医師の関与は限

定的であった。作業療法士と心理療法士は

事例の必要性に応じて対応し、医師は監督

的役割が主体であると考えられた。  

通院処遇開始前準備として通院処遇ガ

イドライン上では対象者と面談を行い関

係構築に務めることを求めているが、デイ

ケアを除いた対象者面接、すなわち模擬診

察や多職種チーム面接、個別面接に関わる

職種を比較すると、医師の関与は最も低く、

他の業務同様、精神保健福祉士と看護師が

中心的に関わっていた。医師が中心的に関

わると想定された模擬診察についてみて

も、後ろ向き調査で模擬診察が行われた 30

例中 10 例が医師のみが診察しており、他

20 例は他の職種がともに関与していた。  

以上から、対象者との信頼関係構築を目

的とした「対象者面接」は、模擬診察を含

めて、医師単独というより多職種を中心に

支援が提供されていた。  

精神科病院からの退院後のアウトカム
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を 改 善 す る も の と し て Transitional 

intervention （以下、移行期介入）の効

果が注目されており、早期精神科再入院や

強制入院、退院後のケアの継続性などに効

果がある 3)4)5)ことが示されている。橋渡し

要素を含む効果的な移行期介入として挙

げられるもののうち、移行期マネージャー

の存在や入院スタッフが外来医療や地域

サービス提供者とタイムリーに連絡を取

ることが挙げられており、本研究結果に示

された、関係機関との会議や情報共有は中

核的要素に相当すると考えられた。また、

指定通院医療機関の精神保健福祉士や看

護師が直接支援を含む移行期介入を担っ

ており、移行期マネージャーとして機能し

ている可能性があった。  

「対象者面接」にあたると思われる退院

前に外来精神科医療提供者と面会するこ

とについては、報告が少なく現在のところ

エビデンスは明らかではない。しかし、司

法精神医療という強制性の高い医療の中

では、支援を提供するうえで信頼関係構築

に課題があるケースが多いため、対象者の

必要性に応じた柔軟な対応が求められる

といえる。 

2) 診療報酬算定上の課題  

 通院処遇ガイドライン上では、通院処遇

開始前の調整について、ケア会議の参加に

加えて、関係機関との連携や情報共有によ

り処遇実施計画や医療内容の検討を行う

ことや、対象者との面談により関係構築に

努めることを推奨している。令和 5 年度に

実施された指定通院医療機関への実態調査

6)および令和 6 年度に実施された指定通院

医療機関へのインタビュー調査 2)において、

対象者との信頼関係構築および関係機関

との情報共有に関わる支援は、重要な支援

であると同時に、複雑な対応を要する対象

者では労力を要する支援であると指定通

院医療機関が位置づけていた。 

 今回の調査では通院処遇開始前の準備

としては、「関係機関との会議」や「関係機

関との情報共有」に最も時間を要してお

り、「対象者面接」は対象者の特性により関

係構築に課題がある場合に、多職種により

行われていた。 

 現在通院処遇開始前の調整については、

通院医学管理事前調整加算として 2,400 点

が、通院処遇開始時に 1 回のみ加算できる。

比較する材料として通院処遇中の指定通

院医療機関のケア会議参加を挙げると、通

院処遇中のケア会議はその参加の都度、通

院医学管理情報提供加算として 1,200 点が

請求できることになっており、単純に考え

れば、通院処遇開始前の調整に関してはケ

ア会議参加 2 回と同等と判断できる。一方

で、今回の調査で通院処遇開始前の準備は

ガイドラインで推奨されるように会議へ

の参加以外にも情報共有や対象者面接が

行われており、その他院内体制整備にも取

り組まれていた。後ろ向き調査の「関係機

関との会議」への参加に絞ってみても、会

議への参加回数の平均値は 3.26 回、中央

値は 3 回、要した時間の平均値は 282.98

分、中央値は 240 分となっており、診療報

酬上では、ケア会議参加 2 回分を超えてい

ると想定される。さらには、参加回数が 5

回を超える対象者は 57 例中 12 例で 21.1％

を占め、さらに会議参加全体に要した時間

が 450 分以上となっている対象者は 57 例

中 14 例 24.6％を占めた。これら「関係機

関との会議」に加えて、対象者の状態によ

っては「関係機関との情報共有」に時間を

要する場合があり、さらに信頼関係構築の

ために丁寧に「対象者面接」が並行して行

われている状況を考慮すると、対象者の状

態や特性のために開始前の準備に時間を

要する、つまり複雑な対応を要する事例を
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受け入れる指定通院医療機関では診療報

酬に見合わなくなる可能性が示唆された。 

 大鶴 7)によれば、通院対象者を一定期間、

一定数受け入れることで臨床経験を重ね

る指定通院医療機関が受け入れ数が増加

する傾向に加えて、対象者を多く受け入れ

ている医療機関は診療機能が多彩で職員

数も多い特徴がみられた。一方で、指定通

院医療機関全体をみると、受け入れ経験数

が少ない指定通院医療機関が多くを占め

ていた。以上から、元来診療機能が多彩で

マンパワーがあり、豊富な臨床経験を重ね

積極的に対象者を受け入れる指定通院医

療機関は限られると考えられる。  

また久保 3)によれば、通院処遇対象者を

より多く受け入れている指定通院医療機

関は、支援に困難さを感じる対象者の割合

は高かったことを報告しており、前述のよ

うな限られた指定通院医療機関が複雑な

対応を要する通院処遇対象者を含めて積

極的に受け入れていると考えられる。  

 まとめると、個別事例の複雑性が通院処

遇受け入れ前の準備の業務量に強く影響

していることが明らかとなり、複雑な対応

を要する事例を含めて積極的に受け入れ

る指定通院医療機関が、現行の一律の診療

報酬加算に従えば、複雑な対応を要する事

例を受け入れれば受け入れるほど負担が

大きくなり、診療報酬に見合わない支援を

提供せざるを得なくなると考えられた。  

 令和 6 年度に実施された指定通院医療機

関へのインタビュー 2)では信頼関係構築や

情報共有に関わる支援を丁寧に行う意義

として、早期介入による病状悪化や再他害

行為の防止、通院処遇終了後の医療や支援

の継続性を高めることが挙げられており、

対象者の必要性に応じて通院処遇開始前

からその支援が開始されていると考えら

れる。このような通院処遇や処遇終了後を

見据えて、通院処遇開始前から始まる、対

象者の状況や特性に柔軟に応じた指定通

院医療機関による丁寧な支援が、通院処遇

対象者の良好な予後を支える一因である

と考えられた。 

 

Ｅ．結論  

令和 7 年度は、41 の指定通院医療機関に

対し医療観察法通院処遇が開始される前

の準備に関わる業務量を量的に調査した。

得られた回答は 22 機関から計 75 例であっ

た。通院処遇開始前準備には中央値 795 分

の業務時間を要し、業務負担の中心は「関

係機関との会議」「情報共有」であるが、対

象者の複雑性によって必要な業務時間が

大きく変動し、業務量が多いケースほど多

人数の職員で関わっていた。 

 通院処遇開始前から始まる、対象者の状

況や特性に柔軟に応じた指定通院医療機

関による丁寧な支援が通院処遇開始後の

早期介入を可能にし、それによって病状の

再燃や再他害行為の防止、処遇終了後の医

療及び支援の継続性を高めると考えられ

る。しかし、現行の一律の診療報酬制度に

従えば、複雑な対応を要する場合を含めて

積極的に受け入れる指定通院医療機関が、

複雑な対応を要する対象者を受け入れれ

ば受け入れるほど通院処遇開始前準備の

業務負担が大きくなり、診療報酬に見合わ

ない支援を提供せざるを得なくなる現状

が喫緊の課題であると考えられた。  

  

Ｆ．健康危険情報  

 なし 

 

Ｇ．研究発表  

1．論文発表   

久保彩子 :司法精神医学への招待：精神

医学と法律の接点 (Vol.7)医療観察法医
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療の現状と課題 : 通院処遇 . 医学のあ

ゆみ, 2025; 293(11): 1105-1109 

 

2．学会発表  

久保彩子 : 医療観察法通院処遇の実態

把握と課題解決の検討 . 第 21 回日本司

法精神医学会大会,岡山 , 2025.9.26 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得  

なし 

 

2. 実用新案登録  

なし 

 

3. その他 

なし 
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表1

対象者ID： シート作成者： 作成者職種：

Ns PSW OT CP 他 Dr

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

体験デイケア □ 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

回 分 名 人 人 人 人 人 人

回 分 名 人 人 人 人 人 人

回 分 名 人 人 人 人 人 人

回 分 名 人 人 人 人 人 人

回 分 名 人 人 人 人 人 人

回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 関係機関との会議

□ 対象者面接

□ 関係機関との情報共有

□ 院内体制整備

上記業務項目の中で、負担

となった業務に当てはまる

項目に☑をつけてください

（複数回答可）。またその

理由を記載してください。

理由：

打診～通院処遇開始までの期間 ヶ月

訪問看護

ステーション

家族

項目 活動内容 活動場所 回数 合計時間
移動時間

合計

障害福祉

サービス

事業所

参加

スタッフ

人数

スタッフの内訳

関係機関

との会議

CPA会議

ケア会議

その他

調整会議

対象者

面接

模擬診察

模擬

訪問看護

チーム面接

個別面接

左記期間の中で最も業務量が多かった月は、通院処遇開始の何ヶ

月前になりますか。 通院処遇開始　　　　　　　　ヶ月前

最も業務量が多かった月について、その

理由を記載してください。

理由：

その他

院内体制

整備

MDT会議

MDT内打ち合わせ・相談

MDT会議以外の院内会議・委員会

研修

その他

資料作成・記録作成（会議記録等）

関係機関と

の情報共有

指定入院

医療機関

保護

観察所

行政機関

➀後ろ向き調査票 ※こちらのシートは後ろ向き調査用
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表2

Ns PSW OT CP 他 Dr

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

体験デイケア □ 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院外 回 分 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 院内 回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 電話/メール/オンライン 回 分 名 人 人 人 人 人 人

回 分 名 人 人 人 人 人 人

回 分 名 人 人 人 人 人 人

回 分 名 人 人 人 人 人 人

回 分 名 人 人 人 人 人 人

回 分 名 人 人 人 人 人 人

回 分 名 人 人 人 人 人 人

□ 関係機関との会議

□ 対象者面接

□ 関係機関との情報共有

□ 院内体制整備

対象者ID：

シート作成者： 作成者職種：

項目 活動内容 活動場所 合計回数 合計時間
移動時間

合計

合計参加

スタッフ

人数

スタッフの内訳（合計人数）

関係機関

との会議

CPA会議

ケア会議

その他

調整会議

対象者

面接

模擬診察

模擬

訪問看護

チーム面接

個別面接

関係機関と

の情報共有

指定入院

医療機関

保護

観察所

行政機関

障害福祉

サービス

事業所

訪問看護

ステーション

家族

その他

院内体制

整備

MDT会議

MDT内打ち合わせ・相談

MDT会議以外の院内会議・委員会

研修

その他

資料作成・記録作成（会議記録等）

10/1～11/30期間における業務日数合計 日

この2ヶ月間は通院打診を受けて何ヶ月目ですか ヶ月目

上記業務項目の中で、負担

となった業務に当てはまる

項目に☑をつけてください

（複数回答可）。またその

理由を記載してください。

理由：

②-2前向き調査票（集計用）※こちらのシートは10/1～11/30間の業務量合計を記入してください。
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  図1　負担となった業務
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業務内容 負担となった理由

指定入院機関とのCPA会議の時間、2時間程と長かった

開始直後時期の会議が2時間に及ぶこともあり、長時間の開催となると他業務への支障が生じる

打診を受けてから本人の退院先の変更があり、通院処遇が始まるまで何度も関係機関での会議を要したため

通院処遇開始前のケア会議や初回外来通院における日程調整で、保護観察所（社会復帰調整官）と、何度も連絡・
調整を行う必要があったため

CPA会議、退院前ケア会議の時間が長かったため

ケア会議が長かったため

当院入院から通院処遇へ移行のため、情報共有にはそれほど時間がかからず、退院前ケア会議に時間がかかったの
み。

場所、スタッフ間の日時調整に時間と手間を要した

当院の通院患者であったこともあり、CPA会議の時点から会議への参加を求められたため

離婚問題があり、対策や対象者の精神状態について検討を重ねる必要があった

県外の指定入院医療機関からの受け入れであり、リモート会議などにより、調整業務の量が増したこともあった
が、比較的円滑に通院処遇に移行できた

生活介護への入所調整であったが、疾病（小児性愛）・対象行為の特性から施設内での受け入れ態勢がまとまら
ず、時間を要した。同施設入所中の別対象者（他入院医療機関からの指定通院ん受け入れ）が、再他害行為を起こ
したことも重なり、いったん受け入れが白紙となった。また、認知行動療法CRCT（条件反射制御法）の取り組みに
て改善をはかった事例であったが、特殊な治療法を指定通院担当者や施設が引継ぎ実践するのは限界があった

リスクが高まった時の対応について意見がまとまらず平行線。入院中に取り組んでもらいたい課題を共有すること
に回数を要した

一方的に話す対象者だったので、ケア会議に長い時間を要した

デイケア体験の時間が長かったため

ADHDの対象者。病識がなく、通院処遇への理解も困難なことから、ケア会議では処遇内容をめぐって通院側関係者
と対象者による平行した話し合いが続いた。過去に当院での治療歴（トラブル歴）があり、近隣病院全て受け入れ
不可の対象者でもあったため、再他害リスクを抱えた状態での受け入れにストレスも大きかった。関係構築のた
め、ケア会議やプレデイケア内での対象者とのMDT面接を繰り返した。

模擬診察・訪問看護は行ってよかったと思うが、診療報酬に反映されることがないため、時間はとられるが対価が
ないことが負担と感じた

会議の場だけに限らず、電話連絡の中でも細やかな情報共有があり、さらに書面での共有もあるため重複する内容
が多く感じた

電話連絡や各機関との情報共有が多かった。（開始準備期間と新型コロナの流行が重なり、本人の状況以外で、情
報共有や再調整などの必要があった

会議の場だけに限らず、電話連絡の中でも情報共有があり、さらに書面でも共有があるため、重複することが多く
感じた

負担ではないが、情報共有や連絡調整のための電話連絡がかなり多い

入院処遇の治療反応性が限定的だったため、情報共有の回数、時間が増え、負担となった

情報共有に関する資料作成や、文書整理。受け入れ決定後から通院処遇までに時間を要したため

受け入れがコロナ禍の期間と重なり、オンライン会議は普及したこともあり、指定入院医療機関へ直接赴いて打合
せする時間は減った（この点は善し悪しがある）。一方で、指定入院医療機関からは綿密な情報はいただけるもの
の、実際の地域生活を想定した支援の準備やクライシスプランの作成などは、やはりかなり回数や時間を重ねて協
議していかないと、指定入院医療機関や担当社会復帰調整官等へ十分に伝わらない面がある。

対象者の病状悪化、コロナ禍等で予定変更が何度かあり、調整に時間を取られた

情報整理、それに伴う記録作成

指定入院医療機関と指定通院医療機関が同じであるが、担当スタッフが異なる職種も多く、両者での情報共有の時
間を要したため

日程調整に苦労した

ケア会議や保護観察所との連絡に加えて、かなり頻回に指定入院医療機関と連携した

対象者の病識欠如、再入院事例のため、通院処遇順守に対して指定通院スタッフの不安が強かった。指定入院医療
機関と保護観察所は「問題なし」と認識しており、通院担当者側の心情への理解が得られず、具体的な対策の話し
合いも受け入れられなかった。温度差の大きい状態で話が進むため、担当者は精神的な負担を強く感じていた。※
地方裁判所による退院申し立ての審議時には、指定通院側の不安と同様の内容（通院処遇不順守の懸念）が口頭で
出されており、ケア会議での指定通院側の主張は正当なものであったと考えている。

対象者の表出が乏しく、関係機関との情報共有が肝になった

社会復帰調整で退院予定が延びたとき、関係機関との調整に時間がかかった

飲酒リスクの高い対象者のため、飲酒時の対応について丁寧に協議した

通常の支援と変わらないが、初めての医療観察法業務にとまどいを感じたため

院内関係者内での対象者情報の周知や入院担当PSWから情報を引き継ぎ、資料等を作成することに時間を要したた
め

複雑なケースだったため、院内関係者内での対象者情報の周知や入院担当SWから情報を引き継ぐことに時間を要し
たため

当院入院処遇から通院受け入れ（精神保健福祉法入院）について、院内での調査、確認が必要だったため

調整官からの情報のみでなく、指定入院医療機関からの情報収集を行い、院内の調整を図る必要があるため、時間
を要した

関係機関とのやりとりや院内での情報の周知・調整を密にやらなければならなかった

打診から通院処遇までの期間が短かったため

受診頻度や外来OTなどの受け入れについて、受け入れ経験のないスタッフが多く、確認する機会を多く要したため

同月に調整会議とチーム面接をそれぞれ60分程度行ったため

コロナ流行、対象者の知的能力の限界を加味しての退院後の課題をどのように引き受けていくかを体制整備するた
めに院内外で何度も協議を重ねる必要があったため

書類作成

CPA: Care Programme Approach

ADHD: Attention-Deficit Hyperactivity Disorder

MDT：Multi-disciplinaly Team

OT: Occupational Therapy

表6 負担となった理由

関係機関との会議

対象者面接

関係機関との情報共有

院内体制整備
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図3　業務総時間の分布（後ろ向き調査・体験デイケアなし）
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図2　業務総時間の分布（後ろ向き調査・体験デイケアあり）
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図4　業務総時間の分布（体験デイケアなし　前向き調査）

分

図5　業務内容別時間の分布（体験デイケア除く）後ろ向き調査

分
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図6　従事した総人数（後ろ向き調査）

図7　職種別従事した総人数の分布（後ろ向き調査）
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図8　業務時間・従事した人数　散布図

r=0.752

図9　業務時間分布（体験デイケアなし）
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令和 7年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための 

連携等の方策を推進するための研究 

分担研究報告書 

 

医療観察法医療の効果検証と系統的教育・研修モデルの構築 

（その 1）医療観察法における薬物療法・心理社会療法の効果検証 

 

研究分担者 賀古 勇輝  北海道大学病院附属司法精神医療センター 

 

研究要旨： 

本研究は、医療観察法における薬物療法や心理社会療法の実態を把握し、効果を検証することを目

的としている。医療観察法入院医療におけるクロザピンをはじめとする抗精神病薬の有効性に関する

医療観察法データベースなどを用いた検証、注意欠如多動症（Attention-Deficit Hyperactivity 

Disorder：以下、ADHD）の診断や ADHD 治療薬の使用状況の調査、内省プログラムの効果指標となる

触法行為の原因帰属と精神症状との関連の調査、作業療法（Occupational Therapy：以下、OT）の実

態調査と効果検証などを令和 9年度までの達成目標としている。 

令和 7年度は、ADHDの診断や ADHD治療薬の処方状況を調査する横断研究（以下、ADHD研究）を実

施した。また、クロザピンの有効性を検証するためのミラーイメージ研究（以下、クロザピン研究）、

触法行為の原因帰属と精神症状との関連を調査する横断研究（以下、原因帰属研究）、入院処遇にお

ける OTの実態調査（以下、OT研究）を令和 8年度のデータ収集に向けて計画立案した。 

ADHD研究では、全国 35の指定入院医療機関を対象に横断調査を実施し、17施設（48.6%）、総入院

者数 371名を解析対象とした。ADHDの診断を受けている患者は 13名（3.5%）であり、海外の司法精

神医療病棟における報告（約 15%）と比較して低く、ADHDが過小診断されている可能性が示唆された。

ADHD治療薬の処方を受けている入院者は 15名（4.0%）であった。ADHD診断者に対する治療薬処方率

は 61.5%であり、約 4 割の診断例が未治療であることが明らかとなった。ADHD 治療薬の処方率は、

DSM-5並びに DSM-5-TR使用施設で 5.6%、ICD-10使用施設で 1.4%であり、有意差は認められなかった

ものの、ICD-10 使用施設で処方率が低い傾向が示された（p=0.058）。ADHD 治療薬としてはグアンフ

ァシンが最も多く使用されており（10名）、次いでアトモキセチン（6名）であった。 

クロザピン研究では、医療観察法データベースを用いて、クロザピン導入前後 6ヵ月の行動制限や

暴力行為、改訂版共通評価項目等を比較するミラーイメージデザインの解析を行う予定である。 

原因帰属研究では、GBAI-RJ（Gudjonsson Blame Attribution Inventory-Revised日本語版：以下、

GBAI-RJ）で測定する帰属の得点と、PANSS（陽性・陰性症状評価尺度：以下、PANSS）で測定された精

神症状との関連を横断研究で調査する予定である。 

OT 研究では、指定入院医療機関で勤務する作業療法士（Registered Occupational Therapist：以

下、OTR）を対象にアンケート調査を実施し、OTプログラムの内容等について調査する予定である。 
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研究協力者（順不同、敬称略） 

 荒川育子 東京都立松沢病院 * 

山元直道  国立精神・神経医療研究セ

ンター病院 * 

静川憲一  北海道大学病院附属司法精

神医療センター * 

國田幸治 同上 

 駿河勇太 同上 

 曳田憲昭 同上 

石岡俊之 神戸大学 

*: 執筆者 

 

Ａ．研究目的  

「心神喪失等の状態で重大な他害行為

を行った者の医療及び観察等に関する法

律（以下、医療観察法）」に基づく入院医療

では、薬物療法やさまざまな心理社会療法

が行われているが、それぞれの効果につい

ては十分検証されていない。抗精神病薬と

しては治療抵抗性統合失調症治療薬であ

るクロザピンが積極的に使用されている

が、その有効性も十分検証できていない。

心理社会療法に関しては各施設で内容が

十分統制されていないことや、同時並行で

さまざまな治療プログラムが実施される

ことなどから効果を検証するための研究

を実施することの困難さもある。  

1) ADHD 研究 

ADHD の併存や ADHD 治療薬の併用は、医

療観察法入院処遇対象者の治療経過に影

響しうるが、その診断や治療の実態は体系

的に把握されていない。本研究は、医療観

察法病棟における ADHD 診断、評価尺度の

使用状況および ADHD 治療薬の処方実態を

調査し、今後の診断や治療の質的向上に資

する知見を得ることを目的にしている。  

2) クロザピン研究  

 クロザピンは治療抵抗性統合失調症に

対して唯一有効性が確認されている抗精

神病薬である。医療観察法入院処遇対象者

においては、統合失調症患者の 3 割以上で

使用されており、有用な薬剤であると思わ

れるが、医療観察法医療において量的研究

で効果を検証した報告は皆無である。  

 本研究では、医療観察法入院処遇対象者

においてクロザピン導入前後の行動制限

や暴力行為を比較し、その効果を明らかに

することを目的としている。  

3) 原因帰属研究  

医療観察法入院処遇では、再他害行為の

防止のための取り組みの一つとして、内省

プログラムを行うことが多い。内省はさま

ざまな要素で構成されるが、重要な要素の

一つとして、病気が社会的な行動にどのよ

うな影響を与えるか、特に触法行為との関

係についての洞察がある。研究協力者の荒

川らは、自身の触法行為に関する帰属を測

定 す る 尺 度 で あ る GBAI-R1 ） の 日 本 語 版

（GBAI-RJ）を開発した 2,3）。  

本研究では、GBAI-RJ で測定する帰属の

得点と、PANSS による精神症状との関係を

探索的に解析することを目的とする。  

4) OT 研究 

医療観察法下における OT は、退院後の

地域生活を見据えた日常生活・社会生活の

再体験を通じて生活技能を再獲得させ、意

味ある作業・役割の回復を促すことで、地

域生活再建と再他害行為の防止を目指す

重要な支援である。しかし、介入内容や評

価尺度、評価プロセスが統一されていない

ことや OTR 向けの系統的な教育・研修モデ

ルが未整備であることなどから、量的研究

で効果を検証した研究は十分ではない。  

本研究の目的は、指定入院医療機関の

OTR に対してアンケート調査を行い、実施

されている OT の現状を把握することであ

る。これを基に医療観察法における OT の

実践基盤を整備し、効果検証を可能にする
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ための環境の構築を見据えている。 

 

Ｂ．研究方法  

1. 調査対象  

1) ADHD 研究 

対象は、医療観察法病棟入院患者の診療

に従事する常勤の精神科医（ 1 機関につき

1 名）、また、本調査に同意した精神科医が

勤務する指定入院医療機関に入院中の対

象者のうち、ADHD と診断されている、また

は、ADHD 治療薬を内服中の者である。  

2) クロザピン研究  

医療観察法データベース（指定入院医療

機関 35 施設の月次データ）を利用し、デー

タベース登録時に 20～ 59 歳で、 ICD-10

（ International Classification of 

Diseases Version 10：以下、ICD-10）で統

合失調症と診断され、入院中にクロザピン

治療を受けた経験がある者とする。重篤な

身体合併症を有する者、入院日からクロザ

ピン導入までの期間が 6 ヶ月未満の者は除

外する。症例数として 200 名以上を目指す。 

3) 原因帰属研究  

対象は、医療観察法病棟の入院患者のう

ち、20 歳以上で同意が得られた者とする。

中等度・重度知的障害者や自由意思の表明

が十分にできないと判断された者は除外

し、100 名以上を目指す。  

4) OT 研究 

対象は、指定入院医療機関に勤務してい

る OTR と、司法精神科作業療法メーリング

リストに登録している医療観察法入院医

療の経験が 3 年以上ある OTR とする。 

2. 調査項目  

1) ADHD 研究 

1-1) 当該指定入院医療機関に関する項目  

医療観察法病棟の総入院患者数、ADHD の

診断を受けている入院患者数、ADHD 治療薬

を内服している入院患者数、ADHD の診断で

主に用いる診断基準、診断補助に用いる評

価尺度、診断補助に用いる診断面接ツール、

ADHD の診断には至らないが、不注意・多動

性・衝動性等に対して ADHD 治療薬が処方

されているケースの有無  

1-2) 個々の入院処遇対象者に関する事項  

ADHD の診断が確定した時期、主診断、

ADHD 以外の併存診断、性別、調査時年齢、

入院時年齢、入院日、ADHD 治療薬の処方の

有無、ADHD 治療薬の薬剤名、投与量。 

2) クロザピン研究  

 医療観察法データベースから以下の情

報を抽出する。基本情報（年齢、性別、診

断、対象行為、犯罪歴、薬物・アルコール

問題、身体合併症）、処方、隔離・身体的拘

束、院内暴力、評価尺度（改訂版共通評価

項目、GAF（機能の全体的評定尺度））。  

3) 原因帰属研究  

GBAI-RJ（総得点、下位因子得点（罪悪感

因子、外部帰属因子、精神要素帰属因子））、

PANSS（総得点、下位因子得点（陽性尺度、

陰性尺度、総合精神病理尺度））、人口統計

学的データ（年齢、性別、教育歴、飲酒歴、

精神作用物質の使用歴）、臨床的データ（入

退院日、主診断、併存診断、知能指数、医

療観察法入院処遇における治療ステージ、

GAF 得点、内省プログラム施行の有無）、触

法行為のデータ（事件日、罪種、責任能力、

法的ステイタス、以前の犯歴）。  

4) OT 研究 

OTR の基本属性（施設名、年齢、性別、

医療観察法経験年数、総臨床経験年数等）、

自施設の OT プログラムの内容、使用して

いる評価尺度など。 

3. 調査方法  

1) ADHD 研究 

全国の指定入院医療機関に依頼し、各施

設から常勤精神科医 1 名に Google フォー

ムⓇによるアンケート調査への協力を依頼
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した。取得されたデータは、回答順に通し

番号で管理するとともに、患者情報につい

ては研究用 ID を付与して取り扱い、氏名、

住所等の直接識別子を含まない形で収集

した。アンケート回答の確認、回答不備の

連絡、同意撤回機会の保障を目的として、

精神科医の氏名、メールアドレス、所属医

療機関名を収集した。収集された情報は北

海道大学病院附属司法精神医療センター

において適切に管理し、解析を行った。  

2) クロザピン研究  

 国立精神・神経医療研究センターが保有

する医療観察法データベースを利用し、ク

ロザピン導入前後 6 ヶ月の評価項目を比較

する（ミラーイメージデザイン）。  

3) 原因帰属研究  

各研究協力機関で研究参加の同意を書

面で取得する。研究参加者 1 名につき 1 回、

GBAI-RJ を施行するが、自記式質問紙であ

り、研究参加者の診療に直接携わらない研

究協力者によって回収を行う。各研究協力

機関で氏名等の個人情報を削除して匿名

化した上で、収集したデータを入力した電

子ファイルを、パスワードを設定して東京

都立松沢病院に送付し、データ解析を行う。 

4) OT 研究 

令和 8 年度に全国の指定入院医療機関

に勤務している OTR と司法精神科作業療

法メーリングリストに登録している OTR

に対して、Google フォームⓇを用いたア

ンケート調査を実施する。電子データは

国立精神・神経医療研究センター病院の

精神科リハビリテーション部受付の施錠

付き書庫で保管をし、施錠して管理をす

る。データを匿名化し、解析を行う。  

4.データ解析  

1) ADHD 研究 

指定入院医療機関における ADHD の診断

率、ADHD 治療薬の処方率などについて解析

を行った。解析には SPSSⓇを用いた。統計

上、p<0.05 を有意とした。 ADHD の診断基

準・評価尺度・診断面接ツールの使用状況

と ADHD 診断率・治療薬処方率との関連、患

者属性と ADHD 治療薬の処方有無との関連、

治療薬の投与量などについて検討した。  

2) クロザピン研究  

クロザピン導入前後での行動制限の回

数・日数や暴力行為、改訂版共通評価項目

の変化量について解析を行う。各変数の正

規性を Shapiro-Wilk test 等で確認し、対

応のある t 検定と Wilcoxon 順位和検定を

適宜用いる。カテゴリカル変数に関しては、

McNemar 検定を用いる。交絡因子の影響を

調整するため、一般化線形混合モデルの使

用を検討する。 

3) 原因帰属研究  

GBAI-RJ の各下位因子のそれぞれにおい

て、PANSS の得点を比較するにあたり群間

要因を２グループ（GBAI-RJ の高得点群と

低得点群）、群内要因を PANSS の各下位因

子として分散分析を実施する。  

4) OT 研究 

 各データの記述統計分析を行う。  

 

（倫理面への配慮）  

1) ADHD 研究 

北海道大学病院生命・医学系研究倫理審

査委員会より承認を得て実施している（承

認番号：指 025-0321）。  

2) クロザピン研究  

北海道大学病院生命・医学系研究倫理審

査委員会より承認を得て実施している（承

認番号：指 025-0269）。  

3) 原因帰属研究  

東京都立病院機構の倫理委員会より承

認を得る予定である。 

4) OT 研究 

国立精神・神経医療研究センター倫理
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委員会より承認を得る予定である。  

 

Ｃ．研究結果  

1) ADHD 研究 

1-1) 回答施設の概要・基本集計 (表 1) 

18 施設から回答が得られ、研究参加への

同意が得られた施設は 17 施設(48.6%)であ

った。総入院患者数は 371 名であった。こ

のうち、ADHD の診断を受けているのは 13

名(3.5%)、ADHD 治療薬の処方を受けている

のは 15 名(4.0%)であった。 ADHD 診断者に

対する治療薬処方の割合は 61.5%(8/13)で

あった。 

1-2) ADHD 診断基準の使用状況 (表 2) 

主に用いられている ADHD 診断基準は、 

DSM-5-TR（ Diagnostic and Statistical 

Manual of Mental Disorders, Fifth 

Edition, Text Revision：以下、DSM-5-TR） 

が 9 施設(52.9%)と最も多く、次いで  ICD-

10 が 7 施設(41.2%)、DSM-5（Diagnostic 

and Statistical Manual of Mental 

Disorders, Fifth Edition：以下、DSM-5）

が 1 施設(5.9%)の順であった。  

1-3) ADHD 診断補助尺度の使用状況 (表 3) 

ADHD 診断補助尺度を使用している施設

は 15 施設(88.2%)であった。使用している

尺 度 は 、 CAARS （ Conners' Adult ADHD 

Rating Scale：以下、 CAARS）が 15 施設

(88.2%)と最も多く、次いで ASRS（ Adult 

ADHD Self-Report Scale：以下、ASRS）が

4 施 設 (23.5%) 、 ADHD-RS（ ADHD Rating 

Scale：以下、ADHD-RS） が 3 施設(17.6%)、

WURS（Wender Utah Rating Scale：以下、

WURS）が 1 施設(5.9%)の順であった。  

1-4) ADHD 診断面接ツールの使用状況 (表

4) 

ADHD 診断面接ツールを使用している施

設は 2 施設(11.8%)であった。使用してい

る ツ ー ル の 内 訳 は 、 DIVA （ Diagnostic 

Interview for ADHD in adults：以下、DIVA） 

が 1 施設(5.9%)、CAADID（Conners' Adult 

ADHD Diagnostic Interview for DSM-Ⅳ：

以下、CAADID）が 1 施設 (5.9%)であった。 

1-5) 評価尺度・診断面接ツール使用の有

無と ADHD 診断率・処方率の関連 (表 5) 

評価尺度使用の有無別では、尺度使用あ

り群の ADHD 診断率は 3.4%(12/348)、尺度

使用なし群は 4.3%(1/23)であり、有意差は

なかった。治療薬処方率は、尺度使用あり

群 3.7%(13/335) 、 尺 度 使 用 な し 群

8.7%(2/21)であり、有意差はなかった。  

診断面接ツール使用の有無別では、使用

あり群の ADHD 診断率は 3.2%(1/31)、使用

なし群は 3.5%(12/340)であり、有意差はな

かった。治療薬処方率は、ツール使用あり

群 6.8%(2/29)、使用なし群 3.8%(13/327)

であり、有意差はなかった。  

診断基準別(DSM 系 vs ICD-10)では、DSM

系使用施設の ADHD 診断率は 3.9%(9/233)、

ICD-10 使用施設は 2.9%(4/138)であり、有

意差はなかった。治療薬処方率は、 DSM 系

使用施設 5.6%(13/220)、ICD-10 使用施設

1.4%(2/136)であり、有意差は認められな

かったが、ICD-10 使用施設で処方率が低い

傾向が認められた(p=0.058)。 

1-6) 対象者の属性と ADHD 治療薬処方有無

の関連(表 6) 

ADHD の診断を有する患者 13 名を対象に

解析した。このうち ADHD 治療薬処方あり

群は 8 名、処方なし群は 5 名であった。 

平均年齢は処方あり群で 46.4±10.6 歳、

処方なし群で 42.4±10.4 歳であり、有意

差はなかった。性別は、処方あり群で男性

6名(75.0%)、処方なし群で男性 4名(80.0%)

であり、有意差はなかった。  

主診断カテゴリ (統合失調症  vs その

他 )では、処方あり群で統合失調症 6 名

(75.0%)、処方なし群で統合失調症 4 名
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(80.0%)であり、有意差はなかった。  

1-7) ADHD 治療薬の種類別投与量 (表 7) 

ADHD 治療薬の処方内容が確認できた 16

件(併用 1 例を含む)を対象とした。  

薬剤別では、グアンファシンが 10 名、ア

トモキセチンが 6 名であった。グアンファ

シンの 1 日投与量は平均 4.0±1.9mg、中央

値 4.5mg、アトモキセチンは平均 100.0±

21.9mg、中央値 100.0mg であった。 

 

Ｄ．考察  

1) ADHD 研究 

1-1) 過去の研究結果との比較  

 本研究で得られた ADHD 診断率 3.5%は、

一 般 成 人 に お け る ADHD 有 病 率 (2.58-

6.76%)4)と同程度である。しかし、日本の医

療観察法病棟に相当する海外の司法精神

医療病棟における ADHD 有病率は約 15%5,6)

と報告されており、本研究の結果は海外の

知見と比較して著しく低い。この乖離は、

医療観察法入院患者において ADHD が過小

診断されている可能性を示唆している。  

診断基準別の検討では、ICD-10 使用施設

において ADHD 治療薬処方率が低い傾向が

認められた(p=0.058)。先行研究において、

ICD-10 よりも DSM-IV 診断基準を用いた場

合に精神病性障害患者における ADHD の有

病率が高くなることが報告されており 7)、

DSM-5 がより広範な症状スペクトラムを包

含する診断基準であることが、この傾向に

関連している可能性がある。  

1-2) 低い ADHD 診断率の背景要因の検討  

ADHD 診断率の低さには、複数の背景要因

が関与していると考えられる。第一に、医

療観察法入院患者の主診断の多くは統合

失調症であり、統合失調症による精神症状

と ADHD による精神症状との明確な区別が

困難であること、また、統合失調症と ADHD

の併存例に関する臨床ガイドラインが存

在しないことから、ADHD 症状が主診断の付

随症状や薬剤の副作用として解釈されて

いる可能性がある。第二に、精神科専門医

研修プログラムの教育課程において、成人

期 ADHD を含む神経発達症の診断・治療に

関する教育、および司法精神医学に関する

専門的な臨床訓練や継続教育の機会が不

足している可能性がある。第三に、成人の

自己報告による回想精度は低く、特に司法

精神医学領域においては他の精神疾患に

より精神症状が説明可能と判断される場

合、既に ADHD と診断されていた症例にお

いても診断が他の精神疾患に変更される

可能性がある。第四に、構造化診断面接ツ

ールの使用率の低さ(11.8％)が、診断精度

に影響を及ぼしている可能性が考えられ

る。CAARS 等の評価尺度は多くの施設で広

く使用されているものの、これらは本来ス

クリーニングツールとして位置づけられ

ており、併存する精神疾患が存在する場合

の鑑別診断や確定診断に対する感度・特異

度は不十分であることが指摘されている 8)。

一方、構造化診断面接ツールである DIVA の

感度・特異度はそれぞれ 91.3％・93.6％と

高い値が報告されており 9)、このような診

断精度の高いツールの普及不足が、本研究

における診断率の低さに寄与している可

能性が示唆される。 

1-3) ADHD 治療薬の選択  

ADHD 治療薬の選択に関しては、本研究で

は非中枢刺激薬であるグアンファシンと

アトモキセチンのみが使用されていた。こ

れは、統合失調症患者においては中枢刺激

薬による幻覚妄想の増悪リスクへの懸念

のため、安全性を優先した臨床判断を反映

していると考えられる。  

1-4) 研究の限界点  

 本研究にはいくつかの限界点が存在す

る。第一に、横断研究であるため、因果関
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係を推定することができない。第二に、サ

ンプルサイズの限界が挙げられる。特に、

ADHD 診断を有する患者は 13 名と少数であ

り、統計解析において有意差の検出力が不

足していると考えられる。第三に、治療効

果や予後に関するデータが含まれていな

い点である。ADHD 治療薬の投与が、実際に

衝動性の改善や暴力行為の減少、再犯予防

に寄与しているかについては、後向きまた

は前向き研究による検討が必要である。  

 

Ｅ．結論  

1) ADHD 研究 

本研究により、医療観察法入院患者にお

ける ADHD 診断率は 3.5%、ADHD 治療薬処方

率は 4.0%であることが明らかとなった。こ

の診断率は海外の司法精神医療病棟にお

ける報告(約 15%)と比較して著しく低く、

過小診断の可能性が強く示唆された。また、

ADHD 診断例の約 4 割が未治療である実態

も明らかとなった。診断ツールの使用状況

としては、評価尺度は広く普及している一

方で、構造化診断面接ツールの使用は限定

的であった。 

本研究はサンプル数の制約により統計

的検出力が不足しており、評価ツールの使

用と診断率・処方率との関連について有意

な差を検出することが困難であった。本研

究は現在進行中の調査の中間報告である

ことを踏まえ、今後も継続的に全国の医療

観察法指定入院医療機関からの協力を得

ながらデータ収集を進める必要がある。ま

た、ADHD 診断や ADHD 治療薬の投与が治療

経過や予後に与える影響を明らかにする

ためには、長期的な追跡調査を含む更なる

研究が必要である。 

 

Ｆ．健康危険情報  

 なし 

 

Ｇ．研究発表  

1．論文発表   

Shizukawa K, Thanetnit C, 

Dendumrongkul P, Lee W, Ohki E: 

Forensic psychiatric systems for 

mentally disordered offenders in 

East Asia: A comparative narrative 

review of Japan, South Korea, and 

Thailand. Asian J Psychiatr, 2026; 

116: 104843 

 

2．学会発表  

1) 賀古勇輝，直江亮，國田幸治，駿河勇

太，曳田憲昭，本間龍介，高張陽子，杉

山正記，榊原則寛，作間真一，生田真

弥，中村郁哉，芳賀司，工藤美紀，藤井

絵理奈，佐々木勇人，苫米地淳子，高信

径介，三井信幸：クロザピンと ADHD 治

療薬の併用が奏効した ADHD、ASD を併

存した治療抵抗性統合失調症の 2 症例，

第 19 回日本統合失調症学会，大阪，

2025.4.26 

2) 賀古勇輝，高信径介，木村憲一，榊原則

寛：クロザピンと他の向精神薬との併

用療法についての検討．第 20 回医療観

察法関連職種研修会，長崎， 2025.7.5 

3) 賀古勇輝：対談１「治療抵抗性統合失

調症の治療」を深く考える〜精密な診

断・評価と治療の洗練〜，第 21 回日本

司法精神医学会大会，岡山，2025.9.26 

4) 賀古勇輝：教育講演 1 触法精神障害

者の未来を「ともにつくる」～総力戦

でリカバリーを追及する～，日本精神

障害者リハビリテーション学会第 32

回札幌大会，札幌，2025.10.25（口演） 

5) Kimura K, Thanetnint C, Lee W, Ohki 

E: Case Conference: Approaches to 

Treatment-Resistant Schizophrenia 
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in Patients Who Have Committed 

Criminal Acts. PRCP and WACP 2025 

Joint Congress, Tokyo, 2025.9.26. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得  

なし 

 

2. 実用新案登録  

なし 

 

3. その他 

なし 
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令和 7年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための 

連携等の方策を推進するための研究 

分担研究報告書 

 

医療観察法医療の効果検証と系統的教育・研修モデルの構築 

（その 2）系統的教育・研修モデル（医師、心理療法士、作業療法士、精神保健福祉士）

の構築 

 

研究分担者 賀古 勇輝  北海道大学病院附属司法精神医療センター 

 

研究要旨： 

本研究は、医療観察法医療の質を向上させるために、医療従事者に対する系統的な教育・研修モデ

ルを構築することを目的としている。令和 5、6 年度の厚生労働科学研究費補助金で行われた「医療

観察法における退院後支援に資する研究」の中の分担研究「医療観察法に必要な人材育成に関する研

究」において作成した医療観察法支援者研修動画ライブラリーや研修モデルの活用状況を調査し、研

修動画の内容をさらに充実させるとともに、医療観察法医療を担う職種毎にも研修モデルを作成して

いくことを令和 9年度までの達成目標としている。 

令和 7年度は、全国の指定入院・通院医療機関、相談支援事業所、就労支援事業所、グループホ

ームの代表者と指定入院医療機関の医療従事者に対してアンケート調査を実施し、研修動画や研修

モデルの活用状況を調査し、その結果も踏まえて研修動画を追加する作業を開始した。 

アンケート調査は合わせて 1,706施設に依頼し、254施設からの回答が得られ、指定入院医療機関

の医療従事者 248名からの回答が得られた。指定入院医療機関の調査では、研修動画について自己研

鑽での視聴を推奨・アナウンスした施設は 86%に上り、新入職員に対する研修で使用した施設は 38%、

継続勤務者に対する研修で使用した施設は 29%であった。研修モデルについては、新入職員の研修で

参考にした施設が 38%、継続勤務者に対する研修で参考にした施設が 33%であった。指定入院医療機

関に勤務する医療従事者への個別調査では、自己研鑽として研修動画を視聴した者が 45%に上った。

一方、指定通院医療機関や地域の支援機関の調査では、研修動画ライブラリーの存在を知らなかった

と回答した施設が約 7割に上り、情報の周知が不十分であることが明らかとなった。 

研修動画に対するニーズとしては、視聴時間がより短い動画（15分程度まで）を希望する意見が多

く、内容としては事例やロールプレイなどより実際的な内容のニーズが高かった。アンケート結果な

どを踏まえて、新たに治療共同体、サイコーシスの認知行動療法、対話実践・当事者研究、社会復帰

調整官の業務等の研修動画を追加した。 

研究協力者（順不同、敬称略） 

津田哲也  国立精神・神経医療センタ

ー病院 

菊池安希子 武蔵野大学  
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高張陽子  北海道大学病院附属司法精

神医療センター  

中山貴樹 札幌保護観察所  

森元隆文 札幌医科大学  

 

Ａ．研究目的  

「心神喪失等の状態で重大な他害行為

を行った者の医療及び観察等に関する法

律（以下、医療観察法）」による医療は、指

定入院医療機関と指定通院医療機関（病

院・診療所、訪問看護ステーションなど）

が中心となって行われており、保護観察所

の社会復帰調整官や相談支援事業所職員、

共同生活援助事業所（以下、グループホー

ム）職員、就労支援事業所職員などの地域

の支援者が多数関わっている。  

医療観察法医療では一般の精神医療に

比して重症かつ難治性の患者が多く、自傷

他害のリスクも高く、他害行為に対する内

省を促したり、地域との強固な連携体制を

構築したりしなければならないという特

殊性があり、再他害行為を防止しつつ社会

復帰を促進させるという本法の目的を達

成するためには、関わる医療者や地域の支

援者には高度な知識と技術が求められる。

しかし、医療観察法医療に携わる者に対す

る十分な教育体制や研修システムは整備

されていないのが現状である。  

本研究は、医療観察法医療の質を向上さ

せるために、医療従事者に対する系統的な

教育・研修モデルを構築することを目的と

している。令和 5、6 年度の厚生労働科学研

究費補助金で行われた「医療観察法におけ

る退院後支援に資する研究」の中の分担研

究「医療観察法に必要な人材育成に関する

研究」において作成した医療観察法支援者

研修動画ライブラリー（以下、研修動画ラ

イブラリー）や研修モデルの活用状況を調

査し、研修動画の内容をさらに充実させる

とともに、医療観察法医療を担う職種毎に

も研修モデルを作成していくことを令和 9

年度までの達成目標としている。  

 

Ｂ．研究方法  

1. 調査対象  

対象は、令和 7 年 4 月 1 日時点の全国

の指定入院医療機関（全 35 施設）の代表

者、指定入院医療機関の医療従事者、指定

通院医療機関（病院・診療所）（全 738 施

設）の代表者、指定通院医療機関（訪問看

護ステーション）（全 828 施設）の代表者、

指定入院医療機関から情報提供された地

域の支援機関（相談支援事業所、就労支援

事業所、グループホーム）（全 105 施設）の

代表者のうち、調査に同意の得られた者で

ある。 

2. 調査項目  

1) 指定入院医療機関の代表者  

・研修動画ライブラリーの活用状況  

・集合研修で対象となった職種、使用され

た動画の本数 

・施設として追加してほしい研修動画  

・研修モデルの活用状況 

・新入職員に対する研修モデルに関しての

意見 

・継続勤務者に対する研修モデルに関して

の意見 

・その他、教育・研修に関する意見  

2) 指定入院医療機関の医療従事者  

・研修動画ライブラリーの活用状況  

・追加してほしい研修動画  

・その他、教育・研修に関する意見  

3) 指定通院医療機関（病院・診療所）の代

表者 

・研修動画ライブラリーの活用状況  

・施設として追加してほしい研修動画  

・研修モデルの活用状況 

・研修モデルに関しての意見  
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・その他、教育・研修に関する意見  

4) 指定通院医療機関（訪問看護ステーシ

ョン）、相談支援事業所、就労支援事業所、

グループホームの代表者 

・研修動画ライブラリーの活用状況  

・施設として追加してほしい研修動画  

・研修モデルの活用状況 

・研修モデルに関しての意見  

・その他、教育・研修に関する意見  

3. 調査方法  

指定入院医療機関、指定通院医療機関

（病院・診療所、訪問看護ステーショ

ン）、相談支援事業所、就労支援事業所、

グループホームのそれぞれの代表者にア

ンケート調査の依頼文書を郵送した。ア

ンケート調査には GoogleⓇフォームを用

い、依頼文書の中に URL と QR コードを掲

載し、説明文書を同封し、アンケート調

査への同意は GoogleⓇフォームの中で入

力する形式とした。 

指定入院医療機関の医療従事者に対す

る調査は、各機関の代表者から所属する

医療従事者に依頼文書を配布してもらっ

た。さらに、指定入院医療機関に勤務す

る心理療法士、作業療法士、精神保健福

祉士のメーリングリストを用いてアンケ

ートへの協力を依頼した。  

4.データ解析  

GoogleⓇフォームから入力されたデータ

をダウンロードし、選択項目はその比率

を算出し、フリー入力項目は研究分担者

が類似の回答を集約して回答数を算出し

た。 

 

（倫理面への配慮）  

本研究は北海道大学病院生命・医学系

研究倫理審査委員会において倫理審査の

必要性について検討され、人を対象とす

る生命科学・医学系研究に関する倫理指

針の対象外であるため審査不要である

旨、確認されている。 

 

Ｃ．研究結果  

1) 指定入院医療機関の代表者への調査 

全国の指定入院医療機関 35 施設中 21 

施設から回答を得た（回収率 60%）。 

研修動画ライブラリーの活用状況につ

いては図 1 に示すように、勤務者に対して

自己研鑽での視聴を推奨・アナウンスした

施設が 86%に上り、継続勤務者に対する研

修で使用した施設が 29%、新入職員に対す

る研修で使用した施設が 38%であった。研

修動画ライブラリーの存在は知っていた

が、活用されず、アナウンスも行われなか

った施設と研修動画ライブラリーの存在

を知らなかった施設が各 1 施設であった。

対象となった職種は継続勤務者の研修で

は看護師が 100%で、他の職種が 50%であり、

新入職員の研修では看護師 100%、他職種

25%であった。活用した動画の本数は継続

勤務者の研修では 1～10 本、新入職員の研

修では 1～40 本であった。  

研修モデル（図 2、表 1）の活用状況につ

いては、図 3 に示すように、継続勤務者に

対する研修で参考にした施設が 32%、新入

職員に対する研修で参考にした施設が 38%

であった一方で、研修モデルの存在は知っ

ていたが活用することはなかった施設が

38%であった。対象となった職種は継続勤

務者の研修では看護師が 100%で、他の職種

が 0%であり、新入職員の研修では看護師

100%、他職種 13%であった。  

施設として追加してほしい研修動画（テ

ーマ、講師、動画の長さなど）についての

意見を列挙する。研修動画の時間について

は、「 15 分～20 分程度が理想。30 分以上は

集中できる環境にはない。」「1 回の視聴が

15 分まで、それ以上なら分割がありがた
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い。」「（集合研修で） 10 分ほどの動画をみ

て知識の確認または再確認の作業をした

後、相互理解につながるようスタッフ同士

でディスカッションするのがよい。」とい

った意見が出された。動画の内容について

は、「スマートフォンなどネットデジタル

機器についての考え方」「無断退去発生時

対応」「災害時対応」「身体合併症発生時の

対応」「診療報酬・施設基準」「包括的支援

の仕組み」「地域の障害福祉サービスの基

礎」などを新たに増やしてほしいとの意見

や、「共通評価項目」「ケースフォーミュレ

ーション」「クライシスプラン」「診療録記

載」などをさらに充実させてほしいとの意

見が出された。 

新入職員に対する研修モデル（図 2）に

関しての意見（内容や分量、時期、各施設

の事情など）については、「病棟オリエンテ

ーション時に研修動画を使用し、その上で

当 該 病 棟 で の 細 か な ポ イ ン ト を 講 義 し

た。」「必要な知識が網羅されているため、

次年度の教育体制として検討している。」

「オリエンテーションは 1 日で行っている

ため、使用する動画を絞った。」「おさえて

おかなければならない項目はすべて網羅

されているように感じたが、当院の医療観

察法病棟が未成熟であり、研修モデルの中

身に追いつけていない現状がネックであ

る。」「一般の精神病棟との異動があり、研

修を受けても理念の理解が難しく浸透し

づらい。」「日々勤務しながらの教育には、

人と時間が足りない。」「ボリュームがあり

研修時間の確保が困難だった。」「全動画を

入職時に見せるのは難しく、自己研鑽も含

めて進めている。」「初日に研修した後、実

践をしていく中で、研修動画の視聴を組み

込んで理解を深める形をとっている。」「臨

床を経験してもらいながら、動画を活用し

て理解ができるよう研修を組み立ててい

る。」「ボリュームとしては 30 分くらいだ

と臨床の隙間時間で研修がしやすい。」と

いった意見が出された。 

継続勤務者に対する研修モデルに関し

ての意見（内容や分量、時期、各施設の事

情など）としては、「勤務時間内で全体での

視聴時間確保は難しい一方、業務上必要不

可欠な知識と考える。」「自己研鑽レベルか

ら一段進め、年間自己教育計画の具体的方

法として計画するよう指導したい。」「ボリ

ュームや内容がよいので活用している。」

「医療観察法をしっかり理解した上で業

務にあたることは、経験が長いスタッフで

も必要なことだと思っていたので、初心に

戻るきっかけとして大変有用であった。」

「トラウマインフォームドケアの講義を

必ず視聴するよう伝えている。」「看護部は

研修を見るように環境やシステムを考え

て実践しているが、医局をはじめ他部署は

参加しない。」「継続勤務者の研修は定期的

には実施するのが難しい。」といった意見

が出された。 

その他、教育・研修に関する意見として

は、「新しく医療観察法に配属になると、一

週間程オリエンテーションを実施してい

たが、担当するスタッフによって内容が異

なっていた。今回の動画は、統一した内容

で指導できるためとてもありがたい。」「新

入職員の研修はこれまで自前で行ってき

たが、病棟経験が最長でも 5 年程度のため、

講師となるスタッフも制度などへの理解

が不十分であった。こうした研修動画はぜ

ひ活用していきたい。」「継続勤務者向けの

研修は行っていなかったが、今後研修動画

を活用していきたい。」「新任者研修だけで

はなく継続勤務者の研修にももっと力を

入れていこうと思う。」「研修は看護師に任

せっきりになっていたので、他職種もコミ

ットしていこうと思う。」「看護師の人事異
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動が多いため育成に苦慮しているところ

であり、有益なツールを提供してもらった

ので今後活用したい。」「動画を繰り返し視

聴できるシステムがとても有用。」「新入職

員には初期に研修を詰め込むのではなく、

最初 2 日間研修をし、あとは臨床を経験し

ながら 2 ヵ月くらいかけて研修している。」

といった意見が出された。  

2) 指定入院医療機関の医療従事者への調

査 

指定入院医療機関の医療従事者 248 名か

ら回答が得られた。 

 研修動画ライブラリーの活用状況につ

いては図 4 に示すように、自己研鑽として

使用した者が 45%、継続勤務者に対する集

合研修で使用した者が 15%、新入職員に対

する集合研修で使用した者が 9%であった。

研修動画ライブラリーの存在は知ってい

たが、視聴することはなかった者が 14%、

研修動画ライブラリーの存在を知らなか

った者が 32%であった。 

 追加してほしい研修動画（テーマ、講師、

動画の長さなど）についての意見を列挙す

る。内容としては、リカバリーを目指す認

知療法（以下、CT-R）、メタ認知トレーニン

グ、WRAP（元気回復行動プラン）、アンガー

マネジメント、包括的暴力防止プログラム

（以下、CVPPP）の実技、ケースフォーミュ

レーションの具体的な使い方、リカバリー

の視点での実際の介入、ストレングスモデ

ル、保護要因、リカバリーの視点、アセス

メントツールの活用、クリティカルパス、

情報リテラシー、スマートフォンの使用、

プログラムのロールプレイ動画、各種プロ

グラムの内容や運営マニュアル、プログラ

ムの工夫・ファシリテーション、CPA（Care 

Programme Approach）会議、ケアマネジメ

ント、指定通院医療機関の受入れ促進の工

夫、精神保健福祉士の実務マニュアル、心

理士の取り組みの実際、具体的な看護面接、

看護師の役割の具体例、高齢患者の入院治

療、知的障害・発達障害・パーソナリティ

障害併存例、外出泊の対応、困難事例、無

断退去、入院から退院までの一連の経過を

事例で説明、退院した患者・処遇終了した

患者のインタビュー、各動画の続編（具体

的なプログラム、事例など）といった意見

が出された。研修動画の時間については、

「15～30 分がよい。」「10 分程度なら勤務

中に視聴しやすい。同じテーマを 3 回に分

けたりしてもよいのでは。」「 20 分程度が視

聴しやすい。」「業務の間を縫って活用する

には時間が長すぎる。」「自己研鑽では 20 分

以上は手が出にくい。」といった意見が出

された。 

3) 指定通院医療機関（病院・診療所）への

調査 

全国の指定通院医療機関（病院・診療所）

738 施設中 112 施設から回答を得た（回収

率 15%）。 

研修動画ライブラリーの活用状況につ

いては図 5 に示すように、勤務者に対して

自己研鑽での視聴を推奨・アナウンスした

施設が 14%、継続勤務者に対する研修で使

用した施設が 4%、新入職員に対する研修で

使用した施設が 3%であった。研修動画ライ

ブラリーの存在は知っていたが、活用され

ず、アナウンスも行われなかった施設が

13%、研修動画ライブラリーの存在を知ら

なかった施設が 71%に上った。 

研修モデル（図 6）の活用状況について

は、図 7 に示すように、継続勤務者に対す

る研修で参考にした施設が 3%、新入職員に

対する研修で参考にした施設が 1%、研修モ

デルの存在は知っていたが活用すること

はなかった施設が 21%、研修モデルの存在

を知らなかった施設が 71%であった。 

施設として追加してほしい研修動画（テ
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ーマ、講師、動画の長さなど）としては、

CVPPP、医療倫理、権利擁護、物品管理、リ

カバリー志向、ストレングスモデル、CT-R、

SAPROF（暴力リスクの保護要因評価ガイド

ライン）、小児期逆境体験、隔離拘束削減、

通院処遇に移行する際に起きやすい問題、

緊急ケア会議が開催される実際の流れ、処

遇終了後の治療中断による再発の具体例、

処遇終了後の治療継続へのモチベーショ

ン維持や支援方法といった意見が出され

た。 

研修モデルに関しての意見（内容や分量、

時期、各施設の事情など）としては、「研修

動画・研修モデルのアナウンスを強化して

ほしい。」「2 日間終日の研修は業務に差し

支え実際的でない。」「小規模なクリニック

では長時間の研修は無理。」「通常業務を行

いながら医療観察法の研修機会を作るの

は難しい。」「モニタリング、クライシスプ

ラン、ケースフォーミュレーションの研修

はもっと長い時間が必要。」「重要な内容が

コンパクトに収まっていて良い。」といっ

た意見が出された。 

4) 地域の支援機関（訪問看護ステーショ

ン、相談支援事業所、就労支援事業所、グ

ループホーム）の調査 

全国の指定通院医療機関（訪問看護ステ

ーション）828 施設中 96 施設から回答を得

た（回収率 12%）。相談支援事業所と就労支

援事業所、グループホームは依頼した 105

施設中 25施設から回答を得た（回収率 24%）。 

研修動画ライブラリーの活用状況につ

いては図 8 に示すように、勤務者に対して

自己研鑽での視聴を推奨・アナウンスした

施設が 21%、継続勤務者に対する研修で使

用した施設が 3%、新入職員に対する研修で

使用した施設が 0%であった。研修動画ライ

ブラリーの存在は知っていたが、活用され

ず、アナウンスも行われなかった施設が

10%、研修動画ライブラリーの存在を知ら

なかった施設が 67%に上った。  

研修モデル（図 9）の活用状況について

は、図 10 に示すように、継続勤務者に対す

る研修で参考にした施設が 4%、新入職員に

対する研修で参考にした施設が 0%、研修モ

デルの存在は知っていたが活用すること

はなかった施設が 12%、研修モデルの存在

を知らなかった施設が 74%であった。 

施設として追加してほしい研修動画、研

修動画・モデルについての意見としては、

「研修動画・研修モデルのアナウンスを強

化してほしい。」「虐待による影響、虐待防

止」「対応困難事例などの具体的対応内容」

「通院処遇終了後のフォローと医療機関、

障害福祉行政との連携」「福祉サービスを

利用すると計画相談が必要となることに

も触れたほうがよい。」「都道府県・保健所・

市町村・医療機関・相談支援事業所・サー

ビス提供事業所それぞれの役割について」

「研修動画のボリュームには満足してい

る。」「非専門職にもわかりやすい動画が必

要。」「 5〜 10 分程度の短い動画を希望す

る。」「一つの動画は 10～20 分が望ましい。」

といった意見が出された。  

 

Ｄ．考察  

1) 指定入院医療機関 

指定入院医療機関では、研修動画ライブ

ラリーや研修モデルについてある程度認

知されており、大多数の施設で自己研鑽で

の視聴を推奨されており、継続勤務者や新

入職員に対する研修でも 3 割前後の施設で

活用されていた。しかし、指定入院医療機

関の医療従事者への個別調査では、自己研

鑽で視聴した者は半分まで至らず、研修動

画ライブラリーの存在を知らない者も約 3

割に上った。 

研修動画に対するニーズとしては、視聴
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時間がより短い動画（15 分程度まで）を希

望する意見が多く、内容としては研修動画

ライブラリーにまだ盛り込まれていない

治療プログラムや病棟運営上の実際的な

対応、事例やロールプレイなどより実際的

な内容のニーズが高かった。  

2) 指定通院医療機関（病院・診療所）  

指定通院医療機関（病院・診療所）では、

約 7 割の施設で研修動画ライブラリーの存

在を認知しておらず、継続勤務者や新入職

員に対する研修で活用されているのはご

くわずかであった。 

研修動画に対するニーズとしては、通院

処遇中や処遇終了後の実際的なテーマへ

のニーズが高かった。研修モデルについて

は、有用な内容なので周知を強化してほし

いとの意見がある一方で、忙しい平素の業

務の中に長時間の研修を組み込むことは

難しいとの意見も複数出された。  

3) 地域の支援機関 

地域の支援機関（訪問看護ステーション、

相談支援事業所、就労支援事業所、グルー

プホーム）では、指定通院医療機関（病院・

診療所）と同様に約 7 割の施設で研修動画

ライブラリーの存在を認知しておらず、自

己研鑽での視聴を推奨・アナウンスしてい

る施設も約 2 割あったものの、職員に対す

る研修で活用されているのはごくわずか

であった。 

研修動画に対するニーズとしては、通院

処遇や地域精神保健福祉に関するテーマ

へのニーズが高かった。研修動画・研修モ

デルについては、有用な内容なので周知を

強化してほしいとの意見がある一方で、非

専門職でもわかりやすいより平易な内容

の研修動画や 10 分前後の短い視聴時間の

研修動画を要望する意見も複数出された。 

4) 研修動画ライブラリーの追加  

アンケート結果などを踏まえて、新たに

治療共同体、サイコーシスの認知行動療法、

対話実践・当事者研究、社会復帰調整官の

業務等の研修動画を追加した。今後、CT-R

やメタ認知トレーニングなどの治療プロ

グラムや架空事例を用いた実際的な解説、

より短時間の動画などを追加していく予

定である。 

 

Ｅ．結論  

令和 7 年度は、全国の指定入院・通院医

療機関、相談支援事業所、就労支援事業所、

グループホームの代表者と指定入院医療

機関の医療従事者に対してアンケート調

査を実施し、研修動画や研修モデルの活用

状況を調査し、その結果も踏まえて研修動

画を追加する作業を開始した。  

アンケート調査は合わせて 1,706 施設に

依頼し、254 施設からの回答が得られ、指

定入院医療機関の医療従事者 248 名からの

回答が得られた。指定入院医療機関では、

研修動画ライブラリーや研修モデルにつ

いてある程度認知されており、自己研鑽で

の個別視聴や継続勤務者・新入職員に対す

る研修などで活用されていた。しかし、指

定通院医療機関や地域の支援機関では、研

修動画ライブラリーや研修モデルについ

て十分認知されておらず、周知を強化する

必要性があることが明らかとなった。  

アンケート調査結果を踏まえて、新たな

研修動画を追加し始め、次年度以降も随時

追加・改訂していく予定である。 

 

Ｆ．健康危険情報  

 なし 

 

Ｇ．研究発表  

1．論文発表   

 なし 
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2．学会発表  

賀古勇輝：医療観察法の人材育成と治

療効果検証に関する研究グループよ

り，第 20 回医療観察法関連職種研修

会，長崎，2025.7.4 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

1. 特許取得  

なし 

 

2. 実用新案登録  

なし 

 

3. その他 

なし 
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厚生労働大臣 殿 
 
                           機関名 国立研究開発法人 
                               国立精神・神経医療研究センター 
 
                    所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                            氏 名 中込 和幸           

 
   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業                              

２．研究課題名 医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための連携等の方策を推進するための研究  

３．研究者名  （所属部局・職名）司法精神診療部・第二司法精神科医長                

    （氏名・フリガナ）竹田 康二・タケダ コウジ                     

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名称：                  ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
研究代表者としての倫理審査申請はない。研究分担者として実施している研究は、現段階では倫理審査を必
要としない。                                                
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ■ 無 □（有の場合はその内容：当該業務委託について、取引の必要性、

契約手続の透明性、公正性、取引条件の適正性を確保いただくことをご留意く



ださい。一法人との産学連携活動の規模が大きい場合には、当該法人との間に

利害関係が存在し、利益相反による弊害発生が懸念される状況にあるといえま

す。当該法人の利益を優先することなく、当該研究が科学的に公正な内容とな

るように留意し、研究成果公表時には COI 開示を徹底ください。） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

           ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年３月2日 
厚生労働大臣 殿 
                                                                                              
                              機関名 国立病院機構榊原病院 

 
                      所属研究機関長 職 名 院長 
                                                                                      
                              氏 名  鬼塚俊明          
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業                              

２．研究課題名 医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための連携等の方策を推進するための研究  

３．研究者名  （所属部局・職名） 心理療法室・主任心理療法士                   

    （氏名・フリガナ）  壁屋康洋・カベヤヤスヒロ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立病院機構榊原病院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名称：                  ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

           ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年２月25日 
厚生労働大臣 殿 
                                                                                              
                              機関名 国立健康危機管理研究機構 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 國土 典宏         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業                              

２．研究課題名 医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための連携等の方策を推進するための研究  

３．研究者名  （所属部局・職名）国立健康危機管理研究機構・国立看護大学校・講師                                 

    （氏名・フリガナ）松浦佳代・マツウラカヨ                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 ■   □ ■ 国立健康危機管理研究機構 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名称：                  ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

           ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年１月14日 
厚生労働大臣  殿                                      

                                                                                              
                    
                              機関名 岩手県立大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 鈴木 厚人  
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業                                    

２．研究課題名 医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための連携等の方策を推進するための研究                                

３．研究者名  （所属部署・職名） 社会福祉学部 講師                                 

    （氏名・フリガナ） 三品 竜浩（ミシナ タツヒロ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ☑   □ ☑ 岩手県立大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和８年３月２日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                       
             

機関名 北海道大学 
 

所属研究機関長 職 名 総長 
                                                                                      

氏 名 寳金 清博       
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 障害者政策総合研究事業                                 

２．研究課題名 医療観察法における円滑な社会復帰を促進するための連携等の方策を推進するための研究     

３．研究者名  （所属部署・職名）北海道大学病院・准教授                         

    （氏名・フリガナ）賀古 勇輝・カコ ユウキ                        

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 北海道大学病院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


